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第 1 章 問題意識の所在 
 
1-1 研究背景 
 
改革・開放以来、加工貿易は中国の経済発展を支え、外貨獲得、雇用創出などの面で大
きな役割を果たし、中国経済の発展を牽引する重要な原動力の一つであった。しかし、近
年中国における加工貿易(1)の問題点が表面化し、増値税 (2)の輸出還付率調整(3)と加工貿易
禁止商品(4)の拡大を中心とした中国の加工貿易抑制策が打ち出され、貿易政策を通じた産
業構造高度化が推進されている(韓堅放、2009)。その背景には、これまでの「両高一資（高
汚染、高エネルギー消費と資源浪費型）」製品中心の加工貿易発展による資源浪費問題の顕
在化を受け、中国政府が 2006 年の「中国第 11 次 5 ヵ年計画」で持続可能型経済への転換
を打ち出したことがあげられる。また、過剰輸出に伴う外国との貿易摩擦増加、貧富の格
差拡大などの問題も表面化している。中国政府は以上の問題を是正するため、低付加価値、
労働集約型産業を多く抱える加工貿易を抑制し、高付加価値製品製造産業へのシフトを目
指す政策に取り組んでいる(新華網北京、2006)。 
一方、水産物貿易に関しては上記のような加工貿易の規制策を受けず、拡大傾向を見せ
ている。その背景には、①中国の国内消費拡大。近年食料の消費量が増加し続けており、
水産物への需要が量的拡充から質的満足に変容を遂げた(包、2006)。これは経済発展と所
得向上を伴う消費者の購買行動における変化である。②加工品原料の輸入拡大。加工貿易
に係る加工用原料としての輸入割合は一定のシェアを占めており、数量・金額的に拡大し
ている。③輸出特化。水産物の輸出環境が整えられ、一般貿易による養殖水産物を原料と
した加工品の輸出数量が拡大傾向にある。中国水産物貿易は、漁業・養殖業における収入
の創出、雇用の源泉および食料確保と栄養の供給等の重要な役割を果たしており、外貨獲
得の大きな源泉となっている。 
中国をはじめとする、アジア諸国では経済発展と所得向上などを背景に各国間の水産物
貿易が盛んになり、世界水産貿易総量に占める割合も増大している。中国は国内の水産物
需給を補完するために積極的に水産物貿易を行ってきた。90 年代までは専ら水産物輸出で
あったが、90 年代に入り外国から多くの水産物を輸入し始めた。山尾(2007)は「東アジア
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における食料周辺貿易は、この数年の間に劇的な変化を遂げた。中国及び韓国における食
料消費需要の拡大は、わが国の沿岸漁業に活気を与え、東南アジア諸国の零細漁業・養殖
業と同じように、在来型水産商品の貿易の比重が高まった。農産物についても、従来のよ
うに中国・韓国から日本に生鮮品・加工品が一方的に流れ込むという構図ではなくなり、
双方向的な貿易関係が強まった。」と述べた(山尾、2007)。実は、農産物のみではなく、水
産物貿易構造も中国からの一方的な水産物輸出から双方向的な水産物貿易構造へ変化して
いる。その中で、日本にとって最大の輸出先は中国（香港は中国の一部とする）であり、
中国にとって最大の輸出先は日本でもあり、お互いに最大の輸出国である。とくに 90 年
代以降日本からの水産物輸入は活発化し、日中間水産物貿易は一方的なものから双方向へ
顕著に変化してきた。 
以上のことから、東アジア各国における水産物グローバル化の進展は主として自国の需
要拡大、加工産業の発展、そして中国産養殖水産物の増産及びその輸出拡大などを主要因
としていると考えられる。中国水産物貿易の拡大に伴って貿易構造変化が生じることが予
想される。中国は貿易政策、或いは、国家政策などを実施し、2000 年以降、大量の水産物
を輸入して旺盛な需要を満たそうとしている。その同時に、数多くの中国産の水産加工品
を海外市場に輸出している。 
中国経済の産業高度化、また、貿易構造変化(5)と経済の安定的な発展を誘導する手法と
して、増値税輸出還付制度がある。当制度の役割は、経済情勢等の変化に応じ輸出製品の
増値税還付率を増減させながら輸出を調整することにある。増値税輸出還付率と輸出の関
係性については次のような議論が見られる。例えば、叶作義ら(2012)は「中国は、輸出税
還付率を政策変数として活用してきた。輸出促進産業（育成産業）や抑制産業（外国との
摩擦軽減措置的な産業）をコントロールするための調節弁としての機能は今後も保ち続け
るものと考えられる」と指摘している。また、龚一鳴(2008)は「表面上では、輸出税還付
が税収減少や政府の負担増等をもたらす点が見られる一方、長期的に輸出増を持続させ、
雇用拡大や国民収入増による経済成長のエンジン役を演じている」と指摘し、増値税輸出
還付制度と対外貿易発展との関係性について論じた。また、張倫俊ら(2005)は共和分分析
（cointegration regression）の推定結果を用いて、「輸出還付率の引き上げは輸出拡大ま
たは経済成長と正の相関を持つ」という結論を数学的に論証した。また、「商務部のデータ
によれば、輸出還付率を 1%引き下げれば、一般貿易(6)による輸出コストが 1%増となる」
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という指摘を行っている。邱啓東ら(2009)は「加工貿易の輸出還付率の引き下げが行われ
る場合、多くの企業はこれまで国内原材料コストの増加を回避するため、免税措置のある
「来料加工」貿易(7)に傾斜した」と言及し、産業構造高度化の阻害要因となっていると指
摘した。 
以上のことから、中国においては増値税輸出還付率の調整を通じて中国貿易の構造や貿
易方式に変化がもたらされている。増値税は単なる税収確保策としての意味あいを超えた
国家政策の重要な手段として使われていることが分かった。 
 
1-2 問題意識 
 
上述したとおり、増値税輸出還付率の変化と輸出の一般的な関係性についての研究は見
られるが、還付率の変化が特定の産品、本研究では水産物の貿易に及ぼす影響についての
研究は見当たらない。先行研究の指摘に従えば、中国水産物貿易においてもやはり増値税
輸出還付率の変化に対応した貿易構造の変化が引き起こされていることが推測される。そ
こで、以下のような問題意識を持つ。 
 世界水産物貿易はどのような構造変化があるのか、特に、中国の水産物貿易はどのよう
な位置づけされるのか。中国における水産物貿易はどのように展開してきたのか。また、
中国水産物貿易はどのような構造変化を見せているのか。構造変化の背景とその規定要因
は何であろう。そして、そのような構造変化が最大貿易国である日本にどのような影響を
及ぼしているのか。まさに今、こうした課題を解明することが、中国水産物輸出の方向性
を検討すること、また、貿易を通じた日中間における水産資源の適正な利用や持続的な貿
易のあり方を展望することのために、重要であると考える。 
 
1-3 研究目的 
 
以上のような問題意識にもとづき、中国水産物貿易の構造変化の実態解明及びその要因
分析を目的とした。本論では、以下の順序で実態解明に接近する。①世界水産物貿易の動
向把握を通じて、世界の水産物貿易の中での中国の役割と中国貿易の現状について整理す
る。②中国の水産物輸出の変化と貿易政策との関係性を分析する。③増値税輸出還付制度
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の仕組みを概説し、貿易方式別の納税負担の違いを明らかにする。④一般貿易拡大の内外
的要因を解明すると同時に、今後、中国水産物輸出の方向性を検討する。⑤日中水産物貿
易構造変化のメカニズムを明らかにする。⑥構造変化の貿易政策上の分析を試みる。こう
した課題を現時点で明らかにすることは、中国水産物貿易の転換期、また、日中水産物貿
易の将来展望を検討する上でも重要な意義がある。 
 
1-4 研究方法 
 
1-4-1 分析視角 
本論文の調査対象としては、中国水産物貿易構造変化と関係する増値税還付率の調整を
取りあげている。他の中国水産物貿易の輸出促進策には、①輸出信用保険の拡大、②輸出
業者向け融資の強化、③地域優遇政策、④増値税輸出還付率の調整などの手段が挙げられ
ている。「4-2 輸出促進政策」で説明したように、増値税輸出還付率の調整が最も重要な
促進政策として利用されている。 
中国全体としては、増値税輸出還付率の調整を通じて貿易構造の変化を誘導しているが、
近年の水産物貿易の構造変化については、特に 2004 年以降の水産品目別輸出還付率の引
き上げ傾向に注目し、水産物貿易における貿易方式別の構造変化と増値税輸出還付率との
相関性について分析を行った。 
 
1-4-2 統計分析 
本論では、FAO「Fish Stat Plus」、UN Comtrade 「United Nations Commodity Trade  
Statistics Database」、中国水産品進出口貿易統計年鑑、財務省貿易統計、ジェトロデー
タベースなどのデータを用いて統計分析を実施した。 
統計分析のデータベース利用について例を挙げて説明する。 
①FAO「Fish Stat Plus」。 
水産物の生産数量・金額、また、世界水産物輸出入状況を把握し、その現状と特徴を解
明する。 
②「UN Comtrade」。 
先進国、発展途上国それぞれの水産物輸出入の推移を概観する。 
 6 
 
③「中国水産品進出口貿易統計年鑑」。 
貿易方式別の輸出状況を説明し、その変化特徴を解明する。 
④「財務省貿易統計」。 
日本から中国向け水産物輸出品目、また、数量・金額の状況を把握し、その変化を明ら
かにする。 
⑤「Global Trade Atlas」ジェトロデータベース。 
日中間水産物貿易における魚種別輸出入量の推移を整理し、貿易額（量）上位の魚種の
変化状況を明らかにする。 
 
1-4-3 実証分析(2009 年～2013 年)  
中国水産物貿易の構造変化の背景とメカニズムについて、関連する税制面から分析した。
日中水産物貿易の構造変化を明らかにするため、中国の水産加工場、日本の漁業産地、ま
た、関連商社への聞き取り調査を実施した。さらに、中国の青島、煙台等の水産加工場に
対し、水産物貿易の現状や貿易方式別の比重変化を確認するための聞き取り調査などを行
ってきた。 
 
注 
(1) 加工貿易業務を行う中国国内企業が、製品加工に必要な原材料または補助材料の全部
或いは一部を海外から輸入して海外の業者が定める品質スペックに基づいて加工ま
たは組立てをした後、その完成品を海外の委託業者に再輸出する保税加工形態を総称
する経営活動である(婁ら（2008))。 
(2) 日本の消費税と仕組みはよく似ているが、中国では財貨・役務の取引により生じる付
加価値に対して課される流通税の一種である。中国の増値税の課税対象は、①中国国
内での物品販売及び輸入、②加工・修理修繕役務の提供等である(あずさ監査法人・
KPMG(2013))。 
(3) 輸出還付率は 2012 年時点で品目に応じて 17％、16％、15％、14％、9％、5％等細
かく規定されている。輸出還付率調整は、5％～17％の間で税率引き上げと引き下げ
を実施することである(あずさ監査法人・KPMG(2013))。 
(4) 例えば、2006 年に石炭や、液体天然ガスなど、計 804 品目。 
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(5) 中国の貿易構造は、外資導入と輸出志向の労働集約的製造業を特徴としている (井上
(2007))。本文の水産物貿易構造の変化については、加工貿易や、一般貿易など貿易方
式別の角度から輸出変化を検討する。 
(6) 中国国内の対外貿易権のある企業による一方的な輸入、あるいは、一方的な輸出であると
されている。水産物の一般貿易としては、中国国内の食用消費向けの水産物輸入、或いは、
中国産の天然魚介類・養殖物とその加工品の輸出という貿易方式が中心である(中国税関
「貿易方式指標解釈」(2005))。 
(7) 「来料加工」貿易は、中国の水産加工企業が海外の水産会社等から原料を無償で輸入
し、加工後の製品をすべて加工契約相手先へ関税免除で輸出する加工貿易方式のこと
である (婁ら(2008))。 
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第 2 章 世界水産物貿易構造の変化と特徴 
 
2-1 はじめに 
 
中国水産物貿易の構造変化を解明する前に、まず世界水産物貿易の変容を把握しておく。
本章では FAO（国連食糧農業機関）データベース[Fish Stat Plus]の「Global production 
by production source」と「Fisheries Commodities Production and Trade」を利用しな
がら、世界水産物の生産量と世界水産物貿易の展開特質について説明する。世界水産物生
産量については、①世界水産物養殖生産量の拡大状況、②先進国と発展途上国の漁業生産
量推移、③牽引役としてのアジア州の生産状況を把握する。世界水産物貿易の展開特質に
ついては、①世界水産物貿易の規模拡大、②養殖水産物貿易の増加、③水産物貿易経済圏
の比重変化、④主要水産物貿易国の変化、⑤世界水産物貿易の流れ、⑥品目別水産物貿易
の状況、など面からデータを整理し、世界水産物貿易の構造変化を明らかにする。 
 
2-2 世界水産物生産量の推移 
 
2-2-1 水産物養殖生産量の拡大 
 世界の水産物生産量は 1950 年から右肩上がりに拡大している。具体的には、水産物漁
獲量は 1950 年（1.9 千万トン）から 1989 年（8.6 千万トン）にかけて 4％の年増加率で
拡大していた（図 2-1）。しかし、90 年代（1990 年に 8.6 千万トン）に入り漁獲量は伸び
悩み、2011 年（9.5 千万トン）にかけて小幅な増減を繰り返している。それに対して水産
物養殖生産量は 1950 年の 0.6 百万トンから 1982 年の 8.2 百万トンまで年 8.3％の増加率
で拡大し、その後さらに速いテンポで増加し続けており、1983 年から 2011 年までの 18
年間に養殖生産量は年 13.1％の増加率で 9.1 百万トンから 83.7 百万トンへと急増した。
以上のように、90 年代以降、世界の水産物生産量の増加は世界各地における養殖生産の拡
大が支えると言っても過言でもない。 
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資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
図 2-1  世界水産物養殖生産量、漁獲量、総生産量の推移 
 
2-2-2 先進国と発展途上国の漁業生産量 
 先進国の漁業生産量は 1950 年の 1.5 千万トンから右肩上がりに増加して 1988 年にピー
ク（4.7 千万トン）を迎えた。その後、1989 年以降は多少の増減はあるものの、全体的に
減少傾向にあり、2011 年に 2.9 千万トンへと減少している。漁獲量と養殖生産量に分けて
見ると、漁獲量は 1950 年（1.5 千万トン）から 1988 年(4.4 千万トン)にかけて大きく拡大
しており、漁業総生産量の 9 割強を占めている。1989 年以降、先進国による水産物の漁
獲量が減少傾向に転じるが、2000 年に入り漁獲量減少に歯止めがかかったかっこうとなっ
ている（図 2-2）。 
先進国の養殖生産量は 1950 年の 36.8 万トンから 11.4％の年平均増加率で拡大し、2011
年に 437.7 万トンとなっている。先進国における漁業総生産量に占める養殖生産量の割合
は、1950 年の 1.7%から 2011 年の 15.1％へと大きく拡大している。しかしながら、漁獲
量の減少が激しいため漁業総生産量は減少している。 
発展途上国の漁業総生産量は 1950 年（0.4 千万トン）から 2010 年（13.7 千万トン）に  
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資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
図 2-2  先進国水産物養殖生産量、漁獲量の推移 
 
 
資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
図 2-3  発展途上国水産物養殖生産量、漁獲量の推移 
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かけて拡大傾向を続けている（図 2-3）。その内、漁獲量は 1950 年の 0.4 千万トンから 1992
年にかけて 11 倍強の 4.8 千万トンへと拡大し、1993 年に入って 5 千万トン台に達した後、
伸び率が鈍化し 2010 年に 5.6 千万トン、2011 年に 6.1 千万トンとなった。養殖生産量は
1950 年に 23.3 万トンであり、発展途上国における漁業総水産量に占める養殖生産量の割
合は 5.4％しかなかった。その後、養殖生産量は大く成長し、特に 80 年代以降 24.0％の年
増加率で拡大しており、2011 年に 7.7 千万トンとなっている。以上のとおり、発展途上国
の生産量は先進国の水産物生産量を大きく上回っていること、また、それは発展途上国の
養殖生産量の急増によることが分かった。 
 
2-2-3 牽引役としてのアジア州 
 
 
注 1：漁業生産量＝養殖生産量＋漁獲量 
注 2：オセアニア州の漁業生産量は相対的に小さいので、図中では見られない。  
資料：FAO「Fish Stat Plus」の統計により作成 
図 2-4  世界各州水産物漁業生産量の推移 
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2-3 世界水産物貿易の展開特質 
 
2-3-1 世界水産物貿易の規模拡大 
 1976 年から 2009 年にかけて 23 年の間に、世界水産物貿易における数量と金額はそれ
ぞれ 1.6 千万トン、1.7 百億ドルから 6.6 千万トン、19.8 百億ドルに拡大している（図 2-5）。
数量と金額の年平均増加率は、それぞれ 6.4％と 11.3％であり、著しい成長ぶりを見せて
いる(１)。輸出数量は 1976 年の 7.9 百万トンから 2009 年の約 4 倍増の 32.5 百万トンとな
っているが、輸出金額の伸びはさらに大きく、79.8 億ドルから約 12 倍増の 966.9 億ドル
となっている。 
 
 
資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
図 2-5  世界における水産物輸出量・金額の推移 
 
2-3-2 養殖水産物貿易の増加 
世界的に養殖生産が盛んになり、養殖水産物の貿易量が増加している。過去数年間に過
去最高の輸出増加率を記録した魚種の多くは養殖物である。世界の水産物養殖は、生産地
域と魚種を拡大しつつあるとともに、消費者のニーズに応えるための新魚種販売や新製品
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の開発などの取組が活発になっている。漁業生産の大半が輸出されている。輸出割合は
1976 年の 25％から 2010 年の 38％にまで増加した。養殖業では過去 20 年間にエビ類、
サケ類、軟体動物類、ティラピア類、ナマズ類、スズキ類、タイ類等の水産物生産量が拡
大し、国際水産物貿易に占めるシェアも拡大してきた。 
水産物貿易総量の 90%（原魚換算）は水産物加工品となっている。特に、冷凍品加工品
の取引が 1980 年の 25%（貿易総量に占める割合） から 2010 年には 39%に拡大している。
2010 年には輸出された水産物の量の 71%が食用向けであった。既に述べたように過去数
十年間の養殖業の生産拡大は、天然の漁獲物を基本としていた従来の水産物消費に変化を
もたらし、水産物消費の増大に大きく貢献している。しかしながら、養殖水産物の大量流
通は結果として魚価の低下をもたらした。今後 10 年間に養殖業の生産量が魚類の供給量
に占めるシェアは一層拡大して、養殖水産物と貿易品の平均的な単価は実質ベースで絶え
ず低下する恐れがある(2)。 
 
2-3-3 水産物貿易経済圏の比重変化 
 世界の水産物貿易はヨーロッパ州、アジア州、アメリカ州を中心として展開しており、
これらの地域の貿易金額の合計は全体の 8 割以上を占めている。1976 年から 2009 年にか
けてほぼ全ての州で水産物貿易は拡大傾向にあるが、それぞれ異なる増加率を見せている
(図 2-6)。具体的には、ヨーロッパ州の貿易数量が世界水産物貿易の総量に占める割合は、
1976 年（7.9 百万トン）の 49.0％から 2009 年（25.9 百万トン）の 39.0%へと大きく減少
している。また、同じように同期間において、アメリカ州は 3.3 百万トン（20.7％）から
11.7 百万トン（17.7）％へと減少している。それに対してアジア州は、1976 年（3.1 百万
トン）の 19.5%から 2009 年（22.8 百万トン）の 34.4%まで拡大している。アジア州の水
産物貿易は 1987 年（8.1 百万トン）にアメリカ州(7.6 百万トン)を上回った後、引き続き
高い成長率で拡大しており、ヨーロッパ州との貿易数量の差が縮小傾向にある。オセアニ
ア州の水産物貿易数量が 1976 年の 19.2 万トンから拡大し、2009 年に 4.9 倍の 94.5 万ト
ンとなっている。アフリカは 99.2 万トンから 5.0 倍の 491.6 万トンへと拡大している。 
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資料：FAO「Fish Stat Plus」の統計により作成 
図 2-6  世界各州水産物貿易額の推移 
 
2-3-4 主要水産物貿易国の変化 
 2008 年には世界の 197 ヵ国へ水産物およびその製品を輸出した報告があった。表 2-1
と表 2-2 は輸出額および輸入額の上位 10 ヵ国について 1976 年、1990 年、2009 年の数値
を示したものである。水産物輸入については、米国と日本が主要な輸入国であり、両国の
水産物輸入金額の合計割合は 1976 年に 42.3％、1990 年に 41.4％を占めており、2009 年
には 27.2％まで減少しているが、依然として他の輸入国を大きく上回っている。2012 年
の世界漁業・養殖業白書によると、日本の水産物輸入額は 2009 年に前年より 11%の減少
を経た後、2010 年には 13%増加した。2011 年には更に 16%増加して 174 億 US ドルに達
した。これは 3.11 の影響が大きい。日本とアメリカの両国共に国内消費の半分以上の水産
物を輸入に依存している。フランス、ドイツ、イギリスはこの 3 年間共に上位 10 カ国に
入り、1976 年から 2009 年にかけての輸入金額の平均成長率はそれぞれ 10.4％、9.8％、
8.8％である。主要水産物の輸入国は 1990 年の香港（11.1 億ドル）とタイ（8.0 億ドル）、
また 2009 年の中国（51.0 億ドル）を除けば、ヨーロッパ州の諸国であることが分かった。 
中国は、加工貿易による水産物原料の輸入のみでなく、後述するとおり（第 4 章 中国に
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おける水産物貿易の展開推移）、国内消費向けの輸入も拡大している。 
世界の水産物輸入上位 10 カ国の合計金額（その割合）は、1976 年には 65.68 億ドル
（74.3％）、1990 年には 310.4 億ドル（77.7％）、2009 年には 631.1 億ドル（62.4％）と
なっている。2000 年以降、水産物輸入上位 10 カ国の輸入金額は増加する一方、輸入金額
全体に占める割合は低下する傾向にある。 
輸出に関しては、日本は 1976 年に世界の輸出総金額の 8.3％にあたる 6.6 億ドルの水産
物を輸出する最大輸出国となった。その後、1990 年に輸出金額（その割合）は 8.5 億ドル
（2.2％）であり、輸出金額は拡大しているものの世界全体に占める割合は低下し、順位が
16 位となった。2009 年に日本（16.3 億ドル）は世界輸出総金額の 1.7％を占め、順位は
さらに低下して 19 位となった。これに対して、中国の 1976 年の輸出金額（割合）は 1.3
億ドル（1.6％）であり、世界の輸出金額の 19 位に位置している。その後、1990 年（13.0
億ドル、3.7％）の 8 位を経て、2002 年以降トップとなり、2009 年は 104.7 億ドル（10.8％)
となった。2010 年には中国の水産物輸出額は世界の総輸出額の約 12%、およそ 133 億ド
ルに達しており、2011 年には更に 171 億ドルまで拡大した。その背景は、「第 4 章中国に
おける水産物貿易の展開推移」で説明するとおり、中国は海外需要に対応するために養殖
水産物の輸出拡大を働きかけた。ノルウェー、カナダ、デンマーク、オランダ等国は水産
資源に恵まれ、1976 年、1990 年、また、2009 年に上位 10 カ国に入っていた。一方、台
湾、韓国は 1990 年まで上位 10 カ国・地域に入っていたが、2000 年以降相対的に低下し
てきた。輸出上位 10 カ国の輸出額合計（割合）は、1976 年、1990 年、2009 年にそれぞ
れ 45.0 億ドル（56.4％）、193.5 億ドル（54.8％）、513.0 億ドル（53.1％）である。世界
輸出上位 10 カ国の金額割合の合計は輸入上位 10 カ国の割合より低く、主要水産物の輸入
国は相対的に集中する傾向にある。 
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表 2-1  世界上位十カ国・地域における水産物輸入金額とその割合 
1976 年 1990 年 2009 年 
国 
輸入額
( 億 ド
ル) 
割 合
(％) 
国 
輸 入 額
( 億 ド
ル) 
割 合
(％) 
国 
輸入額
( 億 ド
ル) 
割 合
(％) 
1．アメリカ 18.91 21.39 1．日本 109.05  27.31  1．アメリカ 139.92  13.84  
2．日本 18.50 20.93 2．アメリカ 56.19  14.07  2．日本 135.09  13.36  
3．フランス 5.75 6.50 3．フランス 28.49  7.14  3．スペイン 59.31  5.87  
4．ドイツ 5.40 6.11 4．イタリア 24.82  6.22  4．フランス 56.39  5.58  
5．イギリス 5.19 5.87 5．スペイン 23.03  5.77  5．中国 51.03  5.05  
6．イタリア 3.97 4.49 6．イギリス 19.34  4.84  6．イタリア 50.86  5.03  
7．ベルギー 2.16 2.45 7．ドイツ 19.14  4.79  7．ドイツ 46.11  4.56  
8．オランダ 2.01 2.27 
8．デンマー
ク 
11.16  2.80  8．イギリス 36.30  3.59  
9．スウェーデ
ン 
1.95 2.20 9．香港 11.12  2.79  
9．デンマー
ク 
28.19  2.79  
10．カナダ 1.84 2.08 10．タイ 8.03  2.01  
10．オラン
ダ 
27.93  2.76  
合計 65.68 74.28 合計 310.39 77.73 合計 631.13 62.43 
資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
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表 2-2  世界上位十カ国・地域における水産物輸出金額とその割合 
1976 年 1990 年 2009 年 
国 
輸出額
( 億 ド
ル) 
割 合
(％) 
国 
輸出額
( 億 ド
ル) 
割 合
(％) 
国 
輸 出 額
( 億 ド
ル) 
割 合
(％) 
1．日本 6.62 8.30  1．アメリカ 31.10 8.80  1．中国 104.73 10.83  
2．ノルウェー 6.55 8.20  2．タイランド 22.67 6.41  
2．ノルウェ
ー 
71.07 7.35  
3．カナダ 6.04 7.57  3．カナダ 22.56 6.38  
3．タイラン
ド 
62.49 6.46  
4．デンマーク 5.21 6.53  4．デンマーク 21.65 6.13  4．ベトナム 43.12 4.46  
5．台湾 4.32 5.41  5．ノルウェー 20.66 5.85  5．アメリカ 42.25 4.37  
6．アメリカ 3.72 4.66  6．韓国 14.96 4.23  
6．デンマー
ク 
40.02 4.14  
7．韓国 3.29 4.12  7．オランダ 13.18 3.73  7．チリ 37.03 3.83  
8．アイスラン
ド 
2.90 3.64  8．中国 13.03 3.69  8．カナダ 32.63 3.37  
9．オランダ 2.67 3.35  9．台湾 12.75 3.61  9．スペイン 31.79 3.29  
10．スペイン 2.45 3.07  10．アイスランド 12.41 3.51  10．オランダ 31.62 3.27  
合計 45.04 56.44 合計 193.52 54.75 合計 513.04 53.06 
資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
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2-3-5 世界水産物貿易の動向把握 
以上に見てきたとおり、世界の水産物貿易は、集中度の高い主要輸入国と相対的に集中
度の低い輸出国から成り立っていることが分かった。世界水産物貿易の方向性を検討する
前に、先進国、発展途上国ごとに貿易の状況を説明する。水産物貿易の役割は国によって
異なるが、数多くの国、とりわけ開発途上国の経済発展に繋がっている。水産物貿易は漁
業者の雇用拡大やまた、食料安全保障に重要な役割を果たすと同時に外貨獲得の重要な手
段となっている。 
1976 年から 2009 年にかけては、発展途上国では、水産物輸入と輸出が共に拡大してい
る。水産物輸入量と金額はそれぞれ 1.5 百万トン・11.1 億ドルから 13.6 百万トン・231.3
億ドルとなり、年平均増加率はそれぞれ 10.0％と 14.1％である。輸出量と金額はそれぞれ
2.4 百万トン・28.0 億ドルから 16.4 百万トン・466.9 億ドルとなり、年平均増加率はそれ
ぞれ 8.7％と 13.0％である(3)。 
同期間において先進国の水産物輸入金額と数量は 6.5 百万トン・76.6 億ドルから 19.76
百万トン・775.1 億ドルへと拡大し、年平均増加率はそれぞれ 5.0％と 10.6％である。輸
出は 6.5 百万トン・76.6 億ドルから 19.7 百万トン・775.1 億ドルまで拡大し、年平均増加
率はそれぞれ 4.6％と 10.3％である。 
図 2-7 は世界水産物貿易における先進国、発展途上国、それぞれの純輸出金額を示すも
のである。純輸出金額は輸出金額から輸入金額を差し引いた金額であり、正の値は純輸出
国であること、負の値は純輸入国であることを意味している。発展途上国の純輸出金額は
1976 年から 2009 年にかけて正の値が 16.9 億ドルから 235.6 億ドルまで大きく拡大して
おり、純輸出国であることを意味している。後進国も正の値が 9.1 百万ドルから 1767.3
百万ドルへと拡大している。一方、先進国は負の値であり、－26.2 億ドルから－296.9 億
ドルまで減少しており、純輸入国であることを示している。このことは、世界の水産物貿
易は発展途上国から先進国に向けた水産物の流れであることを示し、その金額も拡大傾向
にあることが分かった。2010 年には途上国は輸出額で 50%、輸出量で 60%（原魚換算）
を超える供給を行っており、世界の市場における中心的な供給者としての役割を演じてい
ると言える。多くの途上国にとって、漁業・養殖業は収入の創出、外貨の獲得、雇用創出
および食料安全保障と栄養供給等の重要な役割を果たしている。主要な取引魚種には、エ
ビ類、サケ・マス類、カツオ・マグロ類、底魚類、ヒラメ・カレイ類、シーバス類、タイ
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類等の高価格魚と小型浮魚類等の低価格魚がある。世界漁業・養殖業白書 2010 年（日本
語要約版）によると、高価格魚は豊かな経済を持つ諸国へ大量に輸出されている一方、低
価格魚は開発途上国の低収入の人々の食用向けとして大量に取り引きされている (4)。 
 
 
注：純輸出額＝輸出額－輸入額 
資料： FAO「Fish Stat Plus」の「Fisheries Commodities Production and Trade」デー
タベース統計により算出。 
図 2-7   世界水産物貿易における先進国・発展途上国・後進国別純輸出額の推移 
 
  主要な輸入先進国として、アメリカ、日本、スペイン、フランス、イタリア、ドイツ、
英国、デンマーク、オランダ、スウェーデン、カナダなどが挙げられている。その内、日
本とアメリカは最大の水産物輸入国であり、両国の輸入金額は他の輸入国を大きく上回っ
ている。日本の輸入金額は 1976 年の 18.5 億ドルから拡大して 1996 年に 172.9 億ドルの
ピークを迎えた後、減少傾向に転じ 2009 年に 135.1 億ドルまで減少した。また、アメリ
カは 1976 年の 18.9 億ドルから右肩上がりに増加して 2007 年(145.8 億ドル)には日本
(134.4 億ドル)を上回る世界最大の水産物輸入国となった。その後、2008 年(151.0 億ドル)
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に一旦 2 位に落ちるが、2009(139.9 億ドル)年に再びトップになっている (図 2-8)。 
 
 
注：発展途上国と先進国の分類は 2009 年の FAO「Fish Stat Plus」によるものである。 
資料：FAO「Fish Stat Plus」の「Fisheries Commodities Production and Trade」デー
タベース統計により算出。 
図 2-8  主要先進国における輸入金額推移 
 
 一方、発展途上国の主要な水産物輸出国また地域としては、中国、タイ、ベトナム、チ
リ、インドネシア、ロシア、ペルー、インド、メキシコ、台湾、韓国、アルゼンチンなど
が挙げられる。台湾は 1976 年(4.3 億ドル)から 1988 年(17.9 億ドル)にかけて水産物輸出
金額の最も多い国であったが、1989 年(18.0 億ドル)にタイ(19.6 億ドル)に追い抜かれた。
その後、発展途上国は全体的に輸出金額が拡大傾向にあり、特に中国は 2000 年にタイを
上回った後、世界最大の輸出国となっている。また、2000 年以降、ベトナムとチリは輸出
金額が拡大しながら交互に輸出上位国の第 3 位と 4 位を占めている(図 2-9)。 
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注：発展途上国と先進国の分類は 2009 年の FAO「Fish Stat Plus」によるものである。 
資料：FAO「Fish Stat Plus」の「Fisheries Commodities Production and Trade」デー
タベース統計により算出。 
図 2-9  主要発展途上国における輸出金額推移 
 
2-3-6 品目別水産物貿易 
「FAO Major groups」という統計上の分類に基づいて世界水産物貿易は、魚(生鮮・冷
蔵・冷凍)、塩乾・燻製魚、軟体動物(生鮮・冷蔵・冷凍)、魚調製品、甲殻類調製品、魚油、
餌料、珊瑚など、海藻類、また、食用不可製品を 10 種類の品目に分けている（図 2-10）。 
輸出金額の中には魚(生鮮・冷蔵・冷凍)が最も多く、1976 年（26.2 億ドル）から 13.3％
の年増加率で 2009 年（458.7 億ドル）にかけて拡大している。次に多いのは軟体動物(生
鮮・冷蔵・冷凍)であり、同期間内において 21.8 億ドルから 216.9 億ドルまで拡大し、年
増加率は 10.5％であるが、魚(生鮮・冷蔵・冷凍)の増加率を下回っている。両者の合計は
世界水産物貿易の約 7 割を占めており、2009 年に 69.９％となっている。魚調製品、甲殻
類調製品、また、塩乾・燻製魚など加工品は成長ぶりを見せており、2009 年の輸出金額は、
1976 年よりそれぞれ 69.9 倍、25 倍、また、6.1 倍強を上回っている。餌料は数量的に 1976
年（2.1 百万トン）から 2009 年（3.7 百万トン）まで一定の割合を占めているが、輸出金
額はそれほど大きくなく、2009 年に総輸出金額に占める割合が 3. 8％に留まっている。魚
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油、珊瑚など、海藻類、また、食用付加製品は、輸出金額の合計が 1976 年から 2009 年に
かけて 3％以下に占め、2009 年に 2.4％となっている。 
 
 
資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
図 2-10  世界水産物貿易における品目別輸出額の推移 
 
2-4 おわりに 
 世界水産物生産量は 1950 年から右肩上がりで拡大しており、特に漁獲量は 90 年代に入
り伸び悩んでいる中、養殖生産量の急増は大きな役割を果たしている。具体的に、先進国
と発展途上国は 90 年代以降、水産物漁獲量は頭打ち状態、或いは、減少傾向にある一方、
発展途上国による水産物養殖生産量の増加率は漁獲量の減少率を大きく上回り世界水産物
生産量の増加を下支えている。特に中国を始めとするアジア州の養殖生産量の増加は最も
重要な牽引役を果たしていることが分かった。 
 世界水産物貿易はかつて天然の漁獲物に依存した状況から一変し、エビ類、サケ類、軟
体動物類、ティラピア類、ナマズ類、スズキ類、タイ類等を中心とする養殖水産物、また、
その加工品は国際貿易において主流となっている。世界水産物貿易はヨーロッパ州、アジ
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ア州、アメリカ州を中心として展開しており、貿易金額の合計は全体の 8 割以上を占めて
いる。ヨーロッパ州は貿易数量が最も多いが、アジア州はより低い成長率で拡大している
ため、ヨーロッパ州とのアジア州の貿易差額が縮小している。世界水産物貿易の主要貿易
国の構成は、ヨーロッパ諸国の主要輸入国と水産資源に恵まれる国や養殖国の主要輸出国
である。米国と日本が水産物の上位二大輸入国であり、中国は 2002 年以来トップを占め
るようになってきた。中国を中心とする開発途上国にとっては、水産物貿易は漁業・養殖
業部門における雇用、収入の創出、また、食料安全保障などの重要な手段であると同時に、
外貨獲得にも重要な役割を果たしている。ゆえに、世界水産物の消費は主として発展途上
国から先進国へと流れる傾向にあり、世界水産物貿易は需要先である先進国と供給先であ
る発展途上国の間に緊密に行われている。具体的に、先進国などへ高価格魚は大量に輸出
されていると同時に、低価格魚は食用向けとして開発途上国に持ち込まれていることが分
かった。世界水産物貿易は相変わらず生鮮・冷凍魚を主要取引品目としている。 
 
注： 
(1)FAO-Fish Stat Plus データベースにより算出。 
(2)世界漁業・養殖業白書 2012 年（日本語要約版）pp.32～35 を参照。 
(3)FAO「Fish Stat Plus」の統計により算出。 
(4)世界漁業・養殖業白書 2010 年（日本語要約版）pp.38～48。 
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第 3 章 中国における水産物貿易の展開推移 
 
3-1 はじめに  
 
 中国成立以来、発展時期に応じて異なる対外貿易構造を見せている。第 2 節「中国貿易
の展開と貿易政策の推移」では中国全体の貿易構造変化について説明する。特に 2006 年
に「農林水産物の輸出拡大に向けた 5 カ年計画」を制定し農林水産物の輸出を強化してい
る。第 3 節「水産物貿易の展開特質とその政策」では、中国における漁業発展と水産物貿
易政策の展開を整理し、中国水産物貿易の展開特質を説明する。そのうち、第 11 期 5 カ
年計画における水産物貿易の状況を中心として貿易構造の変化状況を説明する。具体的に
は、①輸出入金額増加率、②貿易方式の変化、③貿易相手国の分散化、④貿易品目の変化
等面から分析を行った。 
 
3-2 中国貿易の展開と貿易政策の推移 
 
3-2-1 2000 年以前の貿易政策 
1840 年のアヘン戦争以来、封建社会から半植民地半封建社会を経て、1949 年に中華人
民共和国が成立した。その後、貿易政策などの面では劇的な変化が見られている。ここで
は、今日に至るまでの中国の貿易政策推移を概観する。 
中華人民共和国設立当初、対外経済政策は主として中央政府による集権的かつ独占的な
体制の統一計画、統一対外方針の下で実施された。国務院の計画当局が総合的な貿易計画
を立て、直属の対外貿易専業総公司が個別的な貿易計画を策定し、国家による直接管理で
商品を輸出入するという体制をとっていた。業務の遂行は、上層部の指令をそのまま実行
し、財政制度も完全に中央集権的であり、いわゆる指令制計画遂行方式である(片岡、1993)。
計画経済時代では、1953 年に始まる最初の第一次 5 カ年計画(1)による経済建設が開始され
た。この時期の対外貿易は、経済発展のための輸入の必要性を認識しながらも、輸出の可
能性を模索するという考え方の下で行われた。また、国際収支のバランスを保つという原
則も意識されていた。具体的には、輸入貿易に関しては、国家建設に必要な器材物資及び
国内生産物で代替できない器材物資に限って割り当てられる。輸入はすべて国営輸入公司
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(政府対外貿易部の対外貿易専業公司)に委託しなければならなかった。輸出貿易に関して
は、国家の必要とする輸入を保証し、国内生産を促進することが重要視された。輸出品目
には食糧、油脂、副食物などが挙げられる。貿易計画については、1950 年代から 80 年代
初期までの間に貿易計画の名称が変更されたりすることはあったが、計画自体の基本内容
に大きな変化はなかった(片岡、1993)。 
新中国の成立から 1956 年前後までの時期は、中ソ両国は固い団結の関係にあり、いわ
ゆるソ連一辺倒の時期であった。当時の中国は社会主義建設の経験に欠けており、また国
際的にもアメリカや欧州諸国の敵対的包囲体制のもとにおかれていた。一方、ソ連の援助
に依存し、ソ連の建設方式を積極的に導入した。導入された技術はプラントなどハードウ
ェアがメインである一方、他の外国の技術や設備を一切受け入れなかった。こうして当時、
ソ連との友好貿易やバーター貿易が盛んになった。しかしながら、1960 年 6 月 24 日にル
ーマニアの首都ブカレストで開かれた共産党会議で、ソ連と中国の共産党代表団が激しく
対立した。その事件以降、中ソ両国の経済貿易関係は急速に悪化していった。ソ連政府は
派遣していた技術者全員の引き上げや重要設備の提供中止、そして、対中借款の返済を通
告した。中国は国内の軽工業、紡績・織物などの対ソ輸出が遮断された一方、国産豚肉、
果物、農産物などをソ連向けに借款の対価として輸出せざるをえなかった。そこで、1961
年 1 月に中国は対外貿易内容を見直し、｢衣食第一、建設第二｣の方針を打ち出した。輸出
では、主要農産物の輸出を厳しく抑えるとともに、鉱工業生産物の輸出拡大を図り、中国
政府は輸出専門工場などを多く建設した。「国内国外の二種類市場の開拓」という方針を明
確に打ち出した。これを受けて、政府は体系的な貿易振興、特に輸出企業に対する税の減
免などの輸出振興策の整備につとめた。輸入では、食糧供給の逼迫状態の緩和を図るため
に、大量の食糧輸入を行うこととした。また、一部工業機材などを西側の先進資本主義国
から輸入すると同時に、アジア、アフリカ、ラテンアメリカなどの国との貿易関係を強化
した。1960 年代に入ってから、西側の資本主義諸国との貿易比重が高まる中、海運による
輸出入貨物輸送量が増加した。例えば、1960 年交通部は中国遠洋運輸公司を設立し、1963
年における海上運送による貨物輸送量は、同年の輸出入貨物輸送総量の 70％を占めるよう
になった(片岡、1998)。一方、1966 年から 1976 年にかけての十年間に亘って文化大革命
運動が起こり、中国の対外貿易はほぼ中断した。 
1978 年 12 月に中国共産党の第 11 期第三回中央委員大会全国代表大会（中共第 11 期三
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中全会）は、改革・開放への路線転換を行った。対外貿易については、これまで「自力更
生」の政策から「対外開放」の政策への転換が行われた。具体的には、貿易における緩や
かな市場開放を通して、比較優位にある国内生産の財を増産・輸出し、比較劣位にある国
内生産の財を減らして外国生産の財を輸入することによって、中国経済が利用する財の可
能領域を拡大し、プラスの貿易利益をもたらすことができると考えられた。すなわち、輸
出拡大から得られる外貨で、外国の生産技術や資本財輸入に加えて、優れた経営資源を有
する外国企業の中国進出を促進する。中国政府が過去の技術導入から得られた教訓として
は、国有企業を中心とする導入体制が非効率であること、環境変化に対応できないことな
どが挙げられている。そこで、1979 年以降、国営輸入公司以外の部門に対外貿易権の委譲
と地方政府への対外貿易権の分散が行われた。また、｢中外合資経営企業法｣(2)という外資
導入関連法がはじめて策定され、外資の受け入れ準備がスタートした。1980 年秋には、政
府が深セン、珠海、アモイ、汕頭に 4 つの経済特区を指定した。外資企業への優遇措置の
提供と生産型企業に限定した誘致が行われた。外資を積極的に受け入れながら沿岸地域で
輸出指向型の経済発展を推進させようという政策が推し進められた。輸出振興策の一つに、
「輸出生産基地」（その前身は「輸出専門工場」など）の整備である。対外貿易省（現在は
商務省）の統計によると、1990 年、全国で「輸出生産基地」は１万以上もあり、中国輸出
全体の４割以上を担っていた。政府は国家の輸出計画の実行で赤字を出す企業を救済する
ため、輸出企業に財政補助金を提供していた(片岡、1993) 。1992 年の鄧小平南巡講話以
降、対中投資は空前のブームになり、市場経済化の明確化に伴い、中国は市場原理や外国
の経営資源についてもさらに本格化するようになった。しかし、2000 年まで中国政府の重
工業重視政策に加え、労働集約型商品の工業製品製造に重心が置かれていた。  
 
3-2-2 2000 年以降の貿易政策の変容 
このような輸出重視の政策指向は、第 10 次 5 カ年計画（2001～05 年）までの 5 カ年計
画にも反映されている。50 年の間に、輸出拡大や外貨獲得、そして、輸出振興策など外需
依存型の貿易構造が構築されてきた。しかしながら、中国経済発展の反面、国内外で多く
の問題に直面するようになった。 
国内では、都市部と農村間の格差が拡大している（図 3-1）。改革・開放政策以降、全国
的に給料が上昇している。農村部は 2010 年の一人当たりの平均可処分所得が 5,919 元に
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なり、1885 年の 398 元から 53％の平均増加率で拡大してきた。都市部は 1985 年から 2010
年の間、年収が 685 元から 19,109 元に上昇している。都市部の増加率は、農村部の 2 倍
強の 103％である。これは、1985 年頃から鄧小平が「先富論」(3)を主張した結果と言える。
深セン、珠海、アモイ、汕頭が最初に 4 つの経済特区に指定され、その後、他の沿海地域
に拡大している。該当地域がより早く外資政策を享受でき、工業製品を中心とした第二次
産業が発展している。1985 年に都市部と農村間の格差は 1.7 倍である。その後、1998 年
の 2.1 倍、2002 年の 3.1 倍、2010 年には 3.2 と拡大していた(4)。工業団地や各種施設の建
設ラッシュに伴う優遇政策が続出し、相対的に土地の自由使用が迫られる中、農村からの
出稼ぎ者を含む住民は不満を募らせている。所得格差の継続拡大を食い止めなければ、社
会不安や経済成長などの阻害要因を招きかねない(井上、2007)状況にある。国外に関して
は、米国、EU との貿易摩擦が 2005 年 1 月 1 日の繊維製品輸入割当撤廃後、急速に表面
化した。2005 年第 1 四半期、中国のアパレル輸出総額は前年同期比 20.5%増であったが、
対 EU は 92.9％、対米では 77.0%と大幅増加した(馬成三、2007)。中国は対米出超を減ら
すことを、対米関係を改善・強化する上での重要課題と位置づけ、対米輸入拡大など多く
の対策をとっている。中米両国は 2006 年 12 月に中米戦略対話をスタートさせ、2007 年
5 月に第 2 回目の会合を開催したが、中国の対米出超（米国の対中入超）の縮小が最初か
ら重要議題とされている。人民元の切り上げ要求や対中輸出促進など批判が殺到した。  
そのため、中国政府は過剰輸出、国内貧富の差、また、資源浪費型の貿易成長による資
源枯渇等の問題を解決するため、2006 年 3 月に「第 11 次 5 カ年計画(規画)要綱」（2006
～10 年）を策定した。具体的には、「輸出拡大」や「輸出振興」から｢輸入拡大｣や「輸出
抑制策」への政策転換を行った。また、中国の農林水産物輸出の発展目標と戦略的措置を
明確にすることによって国際競争力を強化し、農村部における就業機会と農民所得の増加
を図ることとした。これまで、政府の関心が工業化に傾斜する中、都市住民は外資受け入
れによる工業発展の恩恵を享受していたが、農民の方は重い税負担を課せられていたとい
う状況がある。水産物貿易については、初めて「農林水産物の輸出拡大に向けた 5 カ年計
画」（中国語：農林水産品輸出“十一五”発展規画）を発表した。 
 
 31 
 
 
資料：国家統計局 『中国統計年鑑』各年版による算出 
図 3-1  都市部と農村の年収格差 
 
3-3 水産物貿易の展開特質とその政策 
 
3-3-1 中国における漁業発展と水産物貿易政策の展開 
李欣、李银记らは、漁業生産の発展過程はそれぞれ 5 つ段階と 3 つ段階と分けて論じた。
筆者は水産政策の視点から 3 つの段階として改めて整理する。①1979～1989 年「養殖を
政策的に増産させる同時に、漁獲生産も促進する」（原文：「以养为主、养捕并举」）。漁業
発展の当初、中国は魚介類の供給不足（中国語：吃鱼难）などの問題を解決するため、市
場化に向けた改革の道を歩き始めた。まず、価格シグナルは「双軌制」（同じ財に関して「計
画価格」と「市場価格」が共存するという二重価格制）を通じて導入された。これは中国
経済改革の大きな特徴のひとつである(張維迎、2008)。次に、生産量を拡大させるため、
養殖施設の建設やインフラ整備など幅広く水産養殖業への支援を行っている。1979 年以降、
中国は水産物貿易経営権を開放することを決定した。また、広州、大連、上海、青島、天
津の五大貿易漁港に加え、江蘇、河北、浙江、江西省の貿易漁港を追加して対外貿易のル
ートを拡大させている。1984 年 9 月には『対外貿易体制改革に関する対外経済貿易部の
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報告』が発表された。1985 年以降、経済貿易部は水産物の輸出入量を厳しく統制せず、対
外貿易体制改革により輸出入経営権の拡大とともに輸出入自由化が進んだ。具体的には、
a.所有権と経営権の分離及び自主経営管理権の拡大。統括的な水産物の輸出入計画を廃止
し、自由に水産物の貿易権が得られる。b.輸出入代理制の導入。特権的な貿易専門会社は
水産物の対外貿易を管轄しなくなり、水産物貿易会社が中心的に水産物の貿易業務を担う
ようになっている。水産物貿易会社が国あるいは地方政府への申請を経て輸出入経営権及
び代理権を入手できるようになった。また、貿易権のない水産会社からの要望に応じて輸
出入の手続きなどを代行することもある。c.水産物価格の自由化。水産物の市販価格は市
場原理に基づき自由に変動している(李怡芳、2009)。中国水産物貿易は 1979 年以来数量、
金額共に成長している。②1990～2000 年「科学的な漁業促進策」（原文：「科技兴渔」）。
中国は 6 大養殖水産物（エビ類、貝類、ティラピア、ウナギ、カニ類、フウセイ）を特定
して養殖業者に対する優遇政策や養殖施設への投資などを実施した。③2001 年以降「付加
価値の拡大」。近年、中国は「三漁問題」が浮き彫りとなり、輸出水産物の国際競争力に対
する期待感が高まっている。「第 10 期 5 カ年計画」以降、一連の水産物貿易政策が出て、
高次加工品の輸出強化を働きかけている。2002 年の WTO 加盟以来、後述のように中国水
産物貿易の政策はさらに変化しており、これまでと異なる貿易の方向に誘導している。 
中国の水産物漁業生産量は、1987 年に 1,000 万トンを上回り、1988 年に日本を抜き世
界一の漁業大国となっている。現在まで世界首位の漁獲量を継続している。その増加状況
を把握する。1950 年代以来、中国の水産物生産量は拡大傾向にあり、80 年代以前は緩や
かに増加したが、その後早いテンポで拡大している（図 3-2）。水産物の総生産量は、1950
年の 95.6 万トンから 2011 年の 6,622 万トンに拡大し、年平均増加率は 7.2％であった。
その内、漁獲量と養殖数量の平均増加率は、それぞれ 4.9％と 11.2％となっており、養殖
数量の増加率が大きく上回っている。特に 1979 年以降、中国水産物の養殖事業は大きく
成長しており、1985 年に養殖数量（458 万トン）が漁獲数量（421 万トン）を上回った。 
 
 
 
 
 33 
 
 
資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
図 3-2  中国における水産物総生産量 
 
1985 年以降、養殖数量と漁獲数量との量の差は大きく離れ、2011 年に養殖数量は 5、
017 万トンとなった。漁獲量は、1998 年（1,547 万トン）まで増加しているが、その後少
し上下しながら 1,500 万トンに定着している。養殖水産物の総金額は FAO の統計を利用
して 1984 年以降のデータを確認した。（図 3-3）。1984 年（29.4 億ドル）から養殖金額が
右肩上がりに上昇して 2011 年（642.7 億ドル）にかけて約 22 倍の増加となっている。一
方、養殖水産物の金額を数量で除して得られる平均単価は大きな変化が見られず、1kg あ
たり 0.7～1.3 ドルの間で推移している。2007 年（1.14 ドル/㎏）以降、若干の上昇傾向が
見られるが、80 年代後半の平均単価と大きく変わりはなかった。2010 年における世界の
養殖業生産量は 7,894 万トンで、世界の漁業・養殖業総生産量の 46.9％を占めている。中
国の生産量が 4,783 万トンと最も多く世界の 60.6％を占めている(「水産白書」、2012)。 
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資料：FAO「FishStatPlus」の統計により算出 
図 3-3  中国における養殖水産物金額と平均単価の推移 
 
3-3-2 中国水産物貿易の展開特質 
水産物輸出額は、農林水産物輸出額全体の中で最も多く、2004 年には 30％、2010 年に
は 28％を占めている。1999 年から 2011 年にかけて、水産物の輸出入量は共に拡大し（図
3-4）、全体的に輸入量が輸出量を上回っている。水産物の輸出量は 1999 年に 1.3 百万ト
ンから 2011 年に 3 倍強の 3.9 百万トンとなっている。また水産物の輸入量は、1999 年に
1.3 百万トンから 2011 年に 4 倍強の 4.2 百万トンとなっている。 
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資料：国家統計局 『中国漁業年鑑』各年版 
図 3-4  輸出入水産物の数量推移  
 
1) 中国における輸入水産物の推移 
中国における水産物の輸入はすべてが国内消費市場に出回る状況ではない。まずは中国
における水産物輸入状況を確認する（図 3-5、図 3-6）。水産物輸入は数量・金額共に 1984
年（15.5 万トン、0.9 億ドル）より増加傾向にあり、2000 年には 251.4 万トン、18.2 億
ドルまで拡大した後、2012 年に 372.7 万トン、51.0 億ドルとなった。1984 年～2012 年
にかけての年平均増加率は、数量（13.6％）、金額（18.6％）共に大幅に増加した。水産物
輸入が内需拡大を背景に発展してきたように思える。 
輸入水産物を品目別に見ると、魚粉と魚(生鮮・冷蔵・冷凍)が最も多い輸入品目である。
魚粉は 1984 年に 10.8 万トンとなり、全体輸入数量の 7 割を占めている。1991 年には 63.4
万トン、全体の 80.9％までに拡大した。魚粉の輸入量は拡大しつづけるが、輸入全体に占
める割合は減少傾向にあり、2000 年以降 40％を下回っている。この輸入魚粉が養殖基地
に仕向けられ、輸出する水産物商品をつくり育てて、輸出水産物による外貨獲得が翌年の
魚粉輸入を誘発していくわけである(包、2005)。魚(生鮮・冷蔵・冷凍)は 1990 年代以前、
数量・金額とも 3 割弱を占め、90 年代以降当該割合が大きく成長し、2000 年 
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資料：FAO「FISHStatPLUS」の統計により作成 
図 3-5  中国における品目別輸入水産物の数量 
 
 
資料：FAO「FISHStatPLUS」の統計により作成 
図 3-6  中国における品目別輸入水産物の金額 
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には数量が 91.2 万トン（37％）、金額が 7.7 億ドル（42.5％）に達している。WTO 加盟
以降、関税緩和等優遇政策による加工貿易が盛んになっている。そのため、魚(生鮮・冷蔵・
冷凍)の輸入はさらに活発になっている。2009 年には数量が 183 万トン（49.1％）、金額が
28.5 億ドル（55.9％）とそれぞれ 2003 年以来約 5 割を占め続けている。軟体動物(生鮮・
冷蔵・冷凍)は、2000 年以降大きく成長しており、10％以上を占めている。 
 
2) 中国における輸出水産物の推移 
1976 年から 1986 年にかけて中国における輸出水産物は魚(生鮮・冷蔵・冷凍)と軟体動
物(生鮮・冷蔵・冷凍)が中心であった（図 3-7）。1985 年以降中国水産物輸出数量は、大き
く成長している。特に 1999 年は、魚(生鮮・冷蔵・冷凍)の輸出数量が軟体動物(生鮮・冷
蔵・冷凍)の輸出数量を上回り、その後、全輸出数量の牽引役となっている。輸出数量は
1976 年の 3.8 万トンから 2009 年には約 41 倍の 154.5 万トンとなっている。輸出金額も
（図 3-8）、約 82 倍の 44.9 億ドルとなっている。軟体動物(生鮮・冷蔵・冷凍)は、1990 年
代は 30 万トン弱であるが、2000 年以降、40 万トン前後に位置しており、2009 年に 49.1
万トンとなっている。魚調製品と甲殻類調製品は 2000 年に入り、急激に増加し始めてい
る。魚調製品は数量と金額がそれぞれ 1976 年に 0.2 万トンと 0.03 億ドル、2000 年に 15.1
万トンと 1.1 億ドル、2009 年に 44.1 万トンと 16.4 億ドルとなっている。これは前述のよ
うに加工貿易によるものだと考えられる。ここでは、輸出加工製品を高次加工品と一次加
工品に分け輸出状況を把握しておく。一次加工品には、魚(生鮮・冷蔵・冷凍) 、塩乾・燻
製魚、軟体動物(生鮮・冷蔵・冷凍)、 餌料などが、高次加工品は、魚調製品、甲殻類調製
品、海藻類が含まれる。 
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資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
図 3-7  中国における品目別輸出水産物の数量 
 
 
資料：FAO「FishStatPlus」の統計により作成 
図 3-8  中国における品目別輸出水産物の金額 
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3) 第 11 期 5 カ年計画期間水産物貿易の特徴 
 農林水産物輸出拡大の 5 カ年計画については、主として 3 つの問題を解決しようとした。
1 点目は、輸出品形態の単純化などの解決に向け、農産加工品の割合を 5 割に引き上げる
ことである。2 点目は、国際市場の変化に備える中、｢計画｣期間中、引き続きアジア主要
輸出市場確保を強化する一方、欧州、北米などの市場を開拓する。また、輸出先の過度集
中によってもたらされる貿易障壁などの輸出阻害要因を回避するため、中東、独立国家共
同体(CIS)、南米など新興市場への開拓を目指している。3 点目は、政府部門は国際競争力
のある農水産品の輸出拡大に向け、地域毎に農業支援政策や促進計画などを策定とするこ
ととしている。補助金の作成や融資促進、或いは、税減免などを実施すると同時に、諸税
金の負担額を軽減させ、輸出環境を整えるなどの方策が含まれる。中国政府は、以上のこ
とにより、社会主義新農村の建設と農業・農村経済の発展を推進し、課題の三農問題の解
決を目指している。「第 11 期 5 カ年計画」の期間中、中国水産物貿易は、輸出入金額増加
率、貿易方式、貿易相手国、貿易品目などの面で変化が見られる。これには「第 11 期 5
カ年計画」にある政策誘導や優遇政策などが大きく関係している。 
 
a 輸出入金額増加率 
2001 年の水産物輸出金額と輸入金額は 41.9 億元と 18.8 億元であり、それぞれを 100
としてその後の変化を示したのが（図 3-9）である。2009 年のみ輸出量が 2008 年の 287
から 280 へ若干減少したが、水産物貿易は確実に成長していることが分かった。2010 年
は、輸出額（330）と輸入額（348）がそれぞれ 2001 年の 3 倍強となった。また、全体的
に輸出金額より輸入金額の増加率が上回っている。その背景としては、WTO の枠組みの
中で特に農産物輸入の自由化を迫られてきたことも輸入増大の要因の一つとして挙げられ
る。日本の食品産業・外食産業・中食産業などに関連する企業が中国向け食料輸出を推進
してきた。これらの企業は 1990 年代以降、日本市場に安価な農水産物・食品を供給する
ため、主として中国加工場を設立してきた(大島一二、2010)。この工場が加工貿易を担う
ことになった。2011 年に、水産物輸入量・金額は相変わらず輸出量より多いが、輸出増加
率は 2001 年以来初めて輸入増加率を上回っている。2011 年に中国における水産物増加率
の急増については、中国農業部漁業局は 3 つの要因を挙げている。一つ目、近年、健全な
養殖方式を推し進め、品質管理を徹底するなど積極的に海外消費国向けの品質認証制度を
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導入しており、水産物加工品の国際競争力の増強に注力すること。二つ目、3.11 東日本大
震災の影響で、一部の水産物消費国は日本よりも中国に水産物を求めることになる。三つ
目、多極化な消費市場への参入。ACFTA（中国 ASEAN 自由貿易協定）や二国間の FTA
（自由貿易協定）などは水産物の輸出増をもたらしている。四つ目、水産物の貿易政策は
一定の効果を見せており、外資系企業との信頼関係を保つ上で、水産物輸出の拡大を下支
している。 
 
 
資料：中国漁業年鑑により算出 
図 3-9  中国水産物輸出入金額増加率  
 
b 貿易方式の変化 
一般貿易による水産物輸出入金額及びその割合の拡大も注目される特徴である。一方、
来料・進料加工貿易は減少傾向にある。輸入金額及び割合については、2004 年から 2010
年の間に、一般貿易が 11 億ドルから 29 億ドルに増加、年平均増加率は 23.4％であった。
輸入総額に占める比率は 33％から 44％まで拡大した。進料加工貿易は、2004 年の 10 億
ドルから 2006 年の 17 億ドルに拡大したが、その後 17％前後で落ち着いて 2010 年には
18 億ドルとなっている。その割合は変動を繰り返しているが、2004 年の 32％から 2010
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年の 25％に減少している。来料加工貿易の輸入金額は大きな変動は見えないが、2004 年
の 7 億ドルから 2010 年の 6 億ドルに減少し、その割合も減少している。一方、輸出金額
及び割合については、一般貿易が 41 億ドルから右肩上がりに 2010 年には 91 億ドルとな
り、当該割合も 58％から 66％へと拡大した（図 3-10）。進料加工貿易は、2004 年の 18
億ドルから徐々に拡大し、2010 年には 33 億ドルとなり、その割合は 24％～29％であっ
た。来料加工貿易は、12 億ドル前後に安定しているが、その割合は減少しつつある。 
海外からの引合を前提とした来料加工貿易は、中国国内での加工賃が高騰する中で、次
第に競争力が低下し、加工貿易全体が減少傾向にある。しかし、一般貿易による輸出入数
量・金額及びその割合は拡大しつつあり、この輸入を足がかりとして中国水産加工業は、
引き続き一定の水準で成長を続けていくことが予想される。 
 
 
資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 3-10  貿易方式別輸出金額推移  
 
c 貿易相手国の分散化 
 輸出入相手国数は増加している。中国の農水産物輸出の発展目標に向けて、国際競争力
が増強されている結果であろう。輸入先は、ロシア、ペルー、アメリカ、チリ、東南アジ
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ア、日本などが主要国である。近年、ノルウェーやカナダからの輸入も増加している（図
3-11）。その内、ロシアからの輸入金額は最も多く、2010 年に 14 億ドル、全体金額に占
める割合が 28％に達している。ペルーからは、全体金額の 18％前後の水産物を輸入して
いる。アメリカからの輸入は、2004 年に 3.2 億ドル、2009 年に 7 億ドル、 2010 年に 9
億ドルに拡大したが、割合はそれぞれ 10％、13％、10％である。東南アジアからの輸入
金額（割合）は、2004 年の 2 億ドル（5％）から 2010 年の 6 億ドル（9％）へ拡大した。
ノルウェーからの輸入は、2010 年に 4 億ドルに達している。輸入数量については、ロシ
アとペルーから最も多い。近年、アメリカからの輸入量も拡大している（図 3-12）。ペル
ーからの輸入数量は変動が激しく、2005 年と 2008 年には輸入数量が 100 万トンを超えた
が、2010 年には 71 万トンにとどまった。ロシアからの輸入は、拡大傾向にあり、2010
年に輸入量が前年より 15 万トン増の 91 万トンになった。一方、輸出先は、これまでの金
額上位の 4 大輸出先である日本、アメリカ、韓国、そして、ヨーロッパへの集中度が低下
している（図 3-13）。当該輸出金額が輸出総額に占める割合は、2001 年から 2010 年の間
に、93％から 67％に減少した。2010 年の輸出先の数は 170 カ国に達した。輸出数量につ
いては、最大の輸出市場である日本、韓国が減少傾向にある。日本向けは、2004 年に 71
万トン、2009 年に 56 万トン、2010 年 63 万トンとなっている（図 3-14）。韓国向けは、
2004 年に 55 万トン、2009 年に 42 万トン、2010 年 45 万トンであった。一方、アメリカ、
ヨーロッパ、東南アジア向けは顕著に拡大している。2004 年から 2010 年の間、アメリカ
向けは 33 万トンから 56 万トン、ヨーロッパ向けは 28 万トンから 55 万トン、東南アジア
向け 15 万トンから 37 万トンに拡大している。7 年間の増加率はそれぞれ 10％、14％、
21％となっている。また、近年、香港や台湾向けの輸出増が認められる。香港向けと台湾
向けの輸出単価は、それぞれ 3.4 ドル/kg から 6.5 ドル/kg、1.1 ドル/kg から 6.4 ドル/kg
へと上昇している。 
2006 年～2010 年の｢計画｣では、国際市場の変化に備える中、引き続きアジア主要輸出
市場を強化する一方、欧州、北米などの市場を開拓することを明言した。その方針に沿っ
て農産物輸出計画を策定し、その結果として、水産物輸出先の分散化がもたらされた。 
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資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 3-11  国別輸入金額推移  
 
 
資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 3-12  国別輸入数量推移  
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資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 3-13  国別輸出金額推移  
 
 
資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 3-14  国別輸出数量推移  
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d 貿易品目の変化 
水産物輸出入品目の種類には大きな変化は見られないが、特定品目の数量と金額は大き
く変動している。また、素材貿易から製品貿易へシフトし、加工品の輸出金額が拡大して
いる。 
輸入品目については、魚粉、その他冷凍魚、冷凍鱈、イカ調製品、冷凍サケ、冷凍エビ、
などが数量的に上位を占めた（図 3-15）。冷凍鱈は、主としてロシア、アメリカ、ノルウ
ェーなどから輸入していた。その数量は、2005 年に 69.6 万トンに達した後、減少に転じ、
2009 年に 21.7 万トン、2010 年に 22.5 に留まった。それに対して、冷凍魚の主な輸入先
は、ロシア、オランダ、タイなどである。冷凍魚の輸入量は、2004 年～2010 年の間、20
万トンから 106 万トンに拡大していた。これは、中国加工貿易の原料と中国の国内食用向
けであると考えられ、中国水産品進出口貿易統計年鑑によると、その大半がロシア産であ
る。また、魚粉の輸入量は、大きく変動しているが、数量的に最も多い。2005 年に 158
万トンで最多を記録し、2009 年に 130.8 万トン、2010 年に 103.8 万トンへ次々と減少し
ている。主にペルーやチリからの輸入である。4 分の 1 強を占める魚粉は、養殖基地に仕
向けられ、輸出する水産物商品をつくり育てている。輸出に伴う多額の外貨獲得によって、
翌年の魚粉購買増が誘発されると言われている。 
 
 
資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 3-15  輸入品目別の数量推移  
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輸出品目については、天然物から養殖物へのシフトが見られる。その要因としては、中
国国内での天然資源の枯渇を受けて養殖生産の拡大に取り組んでいることが考えられる。
2002 年 WTO 加盟後、中国は漁業の基盤建設に力を入れ始め、固定資産投資など諸経費
12 億元を拠出した。農業部は、2002 年に｢漁業発展行動計画｣と｢輸出水産品優勢養殖区域
発展規則｣を発表し、養殖業への参入を積極的に促進した。福建、広東、浙江省などでは、
養殖業者が生け簀設置水深を 10ｍから 30ｍへと深くし、養殖規模拡大のために、大型生
簀の製造に投資した。中国漁獲量は全体的に減少気味である一方、養殖技術の発達などに
より養殖量が右肩上がりに伸びており、水産物の総生産量を後押している。中国では、エ
ビ類、貝類、ティラピア、ウナギ、カニ類、フウセイという 6 大の養殖水産品を主要な輸
出品目（原文：6 大出口名优水产品）と位置付け、その原魚や加工製品の大量輸出を図っ
てきた。これを受けて、2010 年には一般貿易による輸出金額が全体の 49.9%に達している
（図 3-16）。中でもエビ類の輸出額は最上位である。2004 年～2010 年には、輸出額が 9
億ドルから 15 億ドルに拡大したが、輸出総額に占める割合は 13％から 11％に減少した。
これは、他の水産物輸出の増加率がそれ以上に大きいことを反映したものである。ウナギ
は輸出額が 9 億ドルから 8 億ドルに減少したが、割合も 13％から 6％までに減少している。
貝類、ティラピアは輸出金額が拡大している。2004 年はそれぞれ 6 億ドル・9％と 2 億ド
ル・3％であったが、2010 年はそれぞれ 12 億ドル・9％と 10 億ドル・7％であった。また、
冷凍フィレーの輸出額は、右肩上がりで 2004 年に 13 億ドルから 2010 年に 28 億ドルに
なり、16.5％の年増加率で拡大している。これは、輸入した冷凍魚の加工品または、他の
養殖品の加工品であると考えられる。養殖魚の冷凍やフィレー、そして、調製品が主な輸
出形態である。WTO 加盟後、フィレー加工品は輸出が拡大している。一方、加工賃高騰
の下、調製品の輸出増による付加価値の向上を図っていることが分かった(図 3-17)。中国
の農産物輸出は、付加価値を高めるために輸出品形態を高度化し、農産加工品の割合を 5
割に引き上げることを目標としている。一方、水産物の調製品輸出金額は、2006 年に 43
億ドル、全体額に占める割合が 46％、その後、2008 年に 49 億ドル・47％に上昇した後、
2010 年に 42 億ドル・30％まで減少した。2009 年以降の調製品輸出減の背景としては、
2009 年に中国税関が輸出加工品に関して、後述のような措置を行ったことによる影響が大
きい。 
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資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 3-16  輸出品目別の金額変化  
 
 
資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 3-17  輸出品目形態別の金額  
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3-4 おわりに 
 
 第 3 章では、筆者が中国漁業生産の発展過程について水産政策の視点から分析を試みた。
すなわち、これまでの研究と異なり、漁業生産の発展過程を 3 段階に分けた。具体的には、
①1979～1989 年「養殖を政策的に増産させる同時に、漁獲生産も促進する」（原文：「以
养为主、养捕并举」）、②1990～2000 年「科学的な漁業促進策」（原文：「科技兴渔」）、③
2001 年以降「付加価値の拡大」という 3 段階である。中国は時代に応じてそれぞれ異な
る水産政策を実施してきたことを解明した。「水産白書」平成 24 年版水産庁によると、中
国の漁業・養殖生産量は世界総生産量の 6 割以上を占める現状が分かった。 
中国政府が初めて策定した「農林水産物の輸出拡大に向けた 5 カ年計画」に注目し、2006
年から 2010 年にかけての中国水産物貿易の特徴を解明した。その特徴とは、①輸出入金
額増加率：全体的に輸出金額より輸入金額の増加率が上回っている。②貿易方式の変化：
一般貿易による輸出入数量・金額及びその割合は拡大を続けている。③貿易相手国の分散
化：中国はアジアを主要輸出市場としている一方、欧州、北米などの市場にも進出し始め、
水産物輸出先の多様化傾向を見せている。④貿易品目の変化：素材貿易から製品貿易へシ
フトして、加工品の輸出金額が拡大している。 
以上のように、中国政府は 2000 年以降、一層水産物輸出に取り組んでいる。その背景
には、「三漁問題」の解決や輸出拡大による国内への波及効果など点が挙げられている。今
後さらに、中国の水産物輸出拡大を誘導する政策に関する研究が必要と考えられる。 
 
注： 
(1) 中国は 1953 年に旧ソ連から 5 カ年計画を導入した。 
(2) 1979 年 7 月 1 日の第 5 期全国人民代表大会第二回会議で採択され、国内に中国企業と
外資が合弁企業を設立することを認めることとした。 
(3) 所得格差の拡大、投資の加熱、貿易不均衡の拡大という 3 つの視点から中国経済発展
の問題点を分析している(向山(2007))。 
(4) 国家統計局 「中国統計年鑑」各年版（2000-2012）による算出。 
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第 4 章 中国水産物貿易の構造変化の背景 
―税金還付の視点から― 
 
4-1 はじめに 
 
中国経済の産業高度化、また、貿易構造変化と経済の安定的な発展を誘導する手法とし
て、増値税輸出還付制度がある。「第 1 章 問題意識」で既に説明したように、中国にお
いては増値税輸出還付率の調整を通じて中国貿易の構造や貿易方式に変化をもたらしてい
る。増値税は単なる税収確保策としての取扱いを超えた国家政策の重要な手段として使わ
れている。 
 しかし、増値税輸出還付率の変化と輸出の一般的な関係性についての研究は見られるが、
還付率の変化が特定の産品（本研究では中国水産物）の貿易に及ぼす影響についての研究
は見当たらない。先行研究の指摘に従えば、中国水産物貿易においてもやはり増値税輸出
還付率の変化に対応した貿易構造の変化が引き起こされていることが推測される。  
 そこで、本章は、特に輸出水産物の増値税還付率の引き上げ時期に注目し、それに伴う
中国水産物貿易への影響を検証し、水産物貿易構造変化の態様とそのメカニズムを解明す
る。本章では、以下の順序で実態解明に接近する。①中国における輸出促進政策を概観し、
その内、増値税輸出還付の調整が重要な手段として位置づけられることを解明とする。②
中国の水産物貿易の形態について概説、貿易方式別の水産物輸出の推移を分析する。③税
輸出還付制度の仕組みを概説し、貿易方式別の納税負担の違いを明らかにする。④貿易構
造変化の内外的要因の解明、特に一般貿易拡大の内外的要因を明らかにすると同時に、中
国水産物貿易の今後の戦略或いは方向性を検討する。 
 
4-2 中国輸出促進政策 
 
中国政府は、①輸出信用保険の拡大、②輸出業者向け融資の強化、③地域優遇政策、④
増値税輸出還付率の調整などを中心としての輸出促進政策を講じている (『ロイター』、
2012)。 
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① 出信用保険の拡大 
中国は公的輸出信用機関として、中国輸出信用保険公司と中国輸出入銀行が存在する(小
林、2009)。Ex.中国は 2009 年に 840 億ドルの輸出信用保険金額を拠出した。また、保険
料の削減、適用品目の拡充、輸出信用保険金の調整にも力を入れた(『網易財経』、2010)。 
② 出業者向け融資の強化 
中国は「走出去」政策を徹底的に実行することで、2009 年に輸出企業へ 100 億ドルの
貸出金を提供した。各地域の関連部門間の協力を高め、それぞれ政策の実施を徹底するこ
とを要求している。 
③ 域優遇政策 
中国は一般地域に対する優遇政策を有するのみでなく、沿海地域や辺境に限って特別な
政策を講じている。沿海地域においては、「国が決めているその他の奨励対象企業は、国務
院の規定にしたがって、減免税の優遇を受けることができる」と言及した(向山ら、2007)。
沿海地域は積極的に外資政策を用いて海外の技術を導入している。また、辺境においては、
1996 年に中国政府は辺境貿易に対する優遇政策を出した。辺境貿易には、「辺境小額貿易」
と「辺民互市貿易」の二つの種類がある。「辺境小額貿易」とは中国政府が承認した辺境地
域で辺境小額貿易の権利を受けた企業が辺境税関を通じて隣国と貿易することである。具
体的な優遇内容は、輸入関税および増値税の 50％減免である。また、「辺民互市貿易」と
は辺境線 20km 以内で中国政府の承認の下で開放した地域または市場で個人的に生活用品
の貿易をすることである。優遇内容は、1 日 1 人当り 1,000 元まで輸入関税と増値税の免
除である(李燦雨、2000 )。 
④ 値税輸出還付率の調整 
 「4-3 輸出税金還付制度のメカニズム」について詳細に説明する。 
以上のことから、増値税輸出還付率の調整は結果的に輸出戻し税の多寡を調整しながら、
直接に中国輸出企業の負担を低減しうる手段である。また、地域優遇政策の中にも、増値
税の減免などが利用されている。増値輸出税還付率の調整は輸出促進政策中の最も重要な
手段とされていることが分かった。 
 
4-3 中国の水産物貿易形態 
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 中国における水産物貿易方式には、「一般貿易」、「加工貿易」、「その他の貿易」がある。
ただ、2010 年に「一般貿易」と「加工貿易」の輸出金額の合計は水産物の総輸出金額の
99％を占めており、中国水産物貿易は二つの貿易形態からなるとみても問題ない。「加工
貿易」は、「来料加工」貿易と「進料加工」 (1)貿易に分けられ、「その他の貿易」には国境
貿易、バーター取引、リース貿易等が含まれる。 
 
4-3-1 各貿易方式の定義 
「来料加工」貿易は、中国の水産加工企業が海外の水産会社等から原料を無償で輸入し、
加工後の製品をすべて加工契約相手先へ関税免除で輸出する加工貿易方式のことである。
水産原料などの無償供給者と製品の輸出相手先は、海外に所在する同一企業であるため、
「対口貿易」と呼ばれる。ただし、中国側の受託加工企業に輸出入業務取り扱い権（中国
用語では「対外貿易権」と呼ぶ）がない場合には、委託・受託の間に対外貿易権を持つ貿
易企業を介在させる必要がある。来料加工においては、加工用設備の無償貸与、加工用設
備輸入時の関税・増値税などの免除、輸入水産原料の使用、加工品の 100％海外販売、受
託加工賃収益などが経営活動の基本原則となっている。 
「進料加工」貿易は、「対外貿易権」を有する中国内登記水産企業が、水産原料を有償
輸入し、代金を外貨で対外支払いする。加工後の製品、半製品については、中国の水産加
工企業が増値税輸出還付策を利用しながら、国外に自ら輸出販売し、輸出代金を受領する。
ほぼすべての外資系企業の加工場は、進料加工貿易を行っている。部品・原材料の仕入先
や製品の販売先などに関して貿易上の制約がないため、来料加工と比較して進料加工の方
が中国側加工企業の主体性が高いことがその背景にある。また、進料加工貿易では、制度
上水産加工製品の 30％を中国国内市場に内販することが許されている。ただし、この場合
にはそれに関わる部材などの輸入に関しては保税措置の適用対象外となるため、輸入増値
税と関税等は追加的に課税される(2)。  
一般貿易(3)については、中国税関(2005)の「貿易方式指標解釈」で定義がある。それに
よれば、一般貿易とは中国国内の対外貿易権のある企業による一方的な輸入、あるいは、
一方的な輸出であるとされている。貿易の商品形態は、①貸付・援助金を利用した輸出入
品、②外資企業の中国国内加工・販売用の輸入原料、中国産原料を使用した海外輸出用加
工品とその他の商品、③外食産業向けの輸入食料品、④外国籍船舶或いは飛行機向けの国
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産燃料や物品、⑤海外労働契約書に基づく中国人労働者賃金の対価としての輸入品（鋼材、
木材、農薬、水産品）、⑥中国企業の海外投資に資する設備や物資など、であると記述され
ている。水産物の一般貿易としては、中国国内の食用消費向けの水産物輸入、或いは、中
国産の天然魚介類・養殖物とその加工品の輸出という貿易方式が中心である。 
 
4-3-2 貿易方式別輸出金額の変化 
中国の水産物貿易方式別の輸出動向には大きな変化が認められる。すなわち、一般貿易
は加工貿易より顕著に拡大し、加工貿易の中では「進料加工」貿易が「来料加工」貿易よ
りも拡大していることが分かった(図 4-1)。具体的には、一般貿易は、2001 年(25.4 億ドル)
から 2012 年(134.2 億ドル)にかけて 16.4％の年平均増加率で拡大していた。「来料加工」
貿易の輸出金額は、2001 年の 9.7 億ドルから 2012 年の 14.6 億ドルまで拡大し、年平均
増加率が 8.7%であるに対し、「進料加工」貿易は、2001 年(約 9.7 ドル)から 2012 年(38.7
億ドル) にかけて 13.4%の年平均増加率である。 
以上のように、中国水産物貿易はすべての貿易方式において輸出金額の拡大傾向がみら
れるが、その増加率は一般貿易、「進料加工」貿易、「来料加工」貿易の順に高いことが分
かった。特に、一般貿易での顕著な拡大が注目される。海外からの引き合いを前提とした
来料加工貿易においては、中国国内での人件費上昇を中心とする加工賃高騰の中で相対的
に輸出金額の増加が鈍化してきていることが考えられる。また、中国の水産物加工貿易は
増値税輸出還付政策の下で、「進料加工」貿易の方が相対的に促進されるという特徴が見ら
れる。特に 2002 年以降、水産物品目別に増値税輸出還付率が引き上げられ、「進料加工」
貿易と一般貿易の輸出拡大が顕著となってきた。以下では、貿易構造変化の要因の一つと
考えられる輸出税金還付制度について検討する。 
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資料:中国水産品進出口貿易統計年鑑各年版 
図 4-1  水産物輸出における加工貿易方式の金額推移 
 
4-3-3 養殖水産物輸出拡大 
FAO「Fish Stat Plus」と「FAOSTAT Food Supply」のデータに基づいて、中国の一
人当たりの水産物消費量と全国の養殖生産量の変化を見てみた（図 4-2）。1984 年から 2009
年にかけては、中国の一人当たりの水産物消費量は 6.4%の年平均増加率で 6.5kgから 31kg
まで拡大した。それに対して、全国の養殖生産量は 10.4%の年平均増加率で 3.8 百万トン
から 45.3 百万トンまで拡大し、国内消費量の増加を上回る速度で一貫した増加を示してい
る。このような国内消費量と養殖生産量の増加傾向の違いは即ち増加する養殖生産物の多
くが輸出に回っていることを伺わせる。 
近年、中国政府は水産物輸出に係わる社会的変化（人件費上昇、養殖生産拡大など）と
世界市場の変化（水産物消費拡大など）の中で、増値税輸出還付制度を貿易誘導策のひと
つとして利用して水産物輸出に変化をもたらそうとしている。中国は一般的には、増値税
輸出還付率を調整しながら、高エネルギー消費、資源浪費型製品の輸出抑制と高付加価値
製品の輸出促進を誘導してきた。水産物加工貿易では、2004 年以降、水産物品目別に増値
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税輸出還付率が引き上げられ、加工業者は輸出時により高い増値税還付を受けることによ
り、「来料加工」貿易よりも相対的に大きな利益を受けられる「進料加工」貿易と一般貿易
による輸出拡大にシフトする動きを見せている。以下では、中国における水産物の輸出変
化と政策的誘導策との関係について考察する。 
 
 
図 4-2 中国一人当たり食用消費量と養殖生産量の指数 
資料：FAO「Fish Stat Plus」と「FAOSTAT Food Supply」により作成。 
 
 
4-4 輸出税金還付制度のメカニズム 
 
中国では、増値税輸出還付率の引き上げ以外に、①輸出信用保険の拡大、②輸出業者向
け融資の強化、③地域優遇政策、④補助金政策の導入、⑤為替レート調整策などを中心と
する輸出促進政策を講じている(4)。以下では、政府による重要な輸出促進策である増値税
輸出還付について説明する。 
2004 年以降の増値税輸出還付率の引き上げによる輸出戻し税の増加が水産物貿易に与
えるインパクトを明らかにするため、①水産物貿易に係る税金、②増値税輸出還付制度の
変遷、③水産物貿易に係る輸出税還付条文と税金計算のメカニズム、④水産物の増値税輸
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出還付率の変遷を概観し、水産物輸出誘導に果たす役割を検討する。 
 
4-4-1 水産物貿易に係る税金 
 中国の税は、流通税、所得税、資源税、その他の税に大きく分類され、その内、流通税
に対して輸出還付制度が適用されている。流通税には、「増値税」、「消費税」(5)、「営業税」、
「煙草葉税」、「車両購入設置税」及び「関税」がある(伏見ら、2009)。 
 増値税は、日本の消費税と仕組みはよく似ているが、中国では財貨・役務の取引により
生じる付加価値に対して課される流通税の一種である。中国の増値税の課税対象は、①中
国国内での物品販売及び輸入、②加工・修理修繕役務の提供等である。一方、中国の消費
税の課税対象は、①役務の提供(交通運輸業、建設業、郵便通信業、娯楽業及びサービス業)、
②無形資産の譲渡及び不動産の販売等とされている。以上のことから、中国における水産
物輸出には増値税のみが関係していることが分かる。 
一般納税者における増値税の納付税額は、日本の消費税の納付税額計算とほぼ同様で、 
 
増値税の納付税額＝売上に係る増値税額－仕入に係る増値税額 
 
である。増値税の税率には原則として 17％の基本税率が適用されるが、一部の物品につい
ては 13％の税率が適用されている。中国の 2012 年度の税収総額は 12 兆元(約 160/兆円)
であるが、その内の 3 割程度が国内増値税からの収入であり、増値税の比重の大きさを物
語っている(あずさ監査法人・KPMG、2013)。 
 
4-4-2 増値税輸出還付制度の変遷 
 
1)概観 
中国政府の経済政策と増値税輸出還付率の調整は密接に関係しているとされ、ここでは
増値税輸出還付制度の変遷を概観しておく。 
①1994 年 1 月 1 日、中国政府は「輸出貨物税還付（免除）管理弁法」(6)を施行し、「増値
税暫定条例」(7)の「輸出貨物につき税率をゼロとする」という規定にそい、増値税の還付
率、税還付計算方法および還付手続き等について定めた。その後、1997 年のアジア金融危
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機に対応するため、中国政府は一部商品の還付率を引き上げ、「免、抵、退」(免除、控除、
還付)の還付税政策を実施した。当時の増値税輸出還付政策は、主に中国企業の輸出の奨励
を目的としていた(叶作義ら、2012)。 
②2003 年外貨不足が解消され、巨額の外貨準備高が蓄積されたことから、中国は輸出還付
税率調整を再び実施し、引き下げを行っ手輸出抑制に取り組んだ。その後、2005 年 5 月 1
日に改正された「輸出貨物税還付（免除）管理弁法」などの関連規定により、上記改革措
置を一層推進することとなった(韓堅放、2009)。 
③2006 年 9 月 14 日に出された「一部の商品の輸出還付税率調整および加工貿易禁止類目
録増補に関する通知」(8)(財税[2006]139 号)では、「両高一資｣製品（高汚染、高エネルギ
ー消耗と資源浪費型）の輸出還付率が引き下げられ、ハイテク製品、IT 製品、生物医薬品
などの高付加価値製品の輸出還付率は引き上げられることになった。全体として、税還付
が取り消された商品が 225 品目、税還付率が引き下げられた商品が 1,130 品目、税還付率
が引き上げられた商品が 191 品目であった(「加工貿易禁止類目録」(9)、韓堅放、2009)。 
④2007 年 6 月 、財政部と国家税務総局は「一部分の商品の輸出還付税率引き下げに関す
る通知」(10)(財税[2007]190 号)を出した。輸出を伸ばしている鉄鋼関連品目に関しては、
重点的な取り組みが進められている。同時に輸出を促進したいハイテク製品の還付率は引
き上げられた。同時に輸出を促進したハイテク製品の還付率は引き上げられた。2007 年
12 月 20 日に施行された「小麦等の未加工の穀物およびその製粉の輸出税還付取消しに関
する通知」(11)は、小麦やコメ、トウモロコシなど穀物（84 品目）の輸出税還付措置を廃
止し、輸出を抑制して国内への供給を優先させ、消費者物価の安定を図ることを目指した。  
⑤2008 年 8 月 1 日～2009 年 6 月 1 日にかけて 7 回にわたる還付率調整を行った。中国政
府は景気刺激策の一環として輸出の拡大を図るため、紡績品服装、水産物加工品など労働
集約型製品等を中心として輸出税還付率引き上げを実施した(叶作義ら、2012)。 
⑥2010 年 7 月 15 日、中国経済が徐々に回復し、経済構造の調整の必要性から、「一部商
品の輸出税還付取消に関する通知」(12)を出し、一部の鋼材、非鉄金属加工材料、トウモロ
コシのでん粉および一部のプラスチックならびに製品を含む商品の輸出税還付政策を廃止
し、輸出企業の競争力向上に向けた改革の加速を図った。 
⑦景気の下振れ圧力の下で、中国は輸出の急激な減速を回避し、企業負担を軽減する目的
から、国家税務総局は 2012 年 7 月 1 日に「輸出貨物増値税及び消費税に関する政策の通
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知」(13)および国家税務総局による「輸出貨物労務増値税及び消費税の管理弁法」(14)を実施
した。生産企業の仕入貨物の輸出還付を受けられる範囲を拡大し、自社生産とみなされる
企業の生産、経営活動とかかわる貨物を増やすことを目指した。 
 以上のように、中国政府は増値税輸出還付制度を活用して経済の発展を図り、貿易構造
変化を誘導する方法をとってきた。 
 
2)品目別増値税輸出還付率 
上記の輸出品目別の増値税輸出還付率の変遷を確認するため、それぞれの輸出品目の変
化状況を説明する。主として中国税金還付率の検索サイトである中国出口退税諮詢網
(www.taxrefund.com.cn)と海関総合信息資詢網（www.china-customs.com/customs-tax）
を利用した。 
 
① 鉄鋼 
2007 年 6 月 、財政部と国家税務総署は「一部分の商品の輸出還付税率引き下げに関す
る通知」(財税[2007]190 号)を出した。輸出を伸ばしている鉄鋼関連品目に関しては、重点
的な取り組みが進められている。その背景としては、中国産鉄鋼が過剰生産におちいって
おり、また、その加工品の輸出超過による貿易摩擦問題が表面化している。中国政府は表
4-1 の示しているように、例えば、段階的に工業用鉄・鋼線製品やステンレス系製品の増
値税輸出還付率を引き下げた。 
 
表 4-1  鉄鋼類増値税輸出還付率の推移 
品目(単位：kg) 期間 課税率 還付率 
ステンレス糸 
2004 年 1 月 1 日～
2005 年 4 月 30 日 
17 13 
2005 年 5 月 1 日～
2006 年 9 月 14 日 
17 11 
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2006 年 9 月 15 日～
2007 年 4 月 14 日 
17 8 
2007 年 4 月 15 日～
2010 年 12 月 31 日 
17 5 
工業用鉄・鋼線製品 
2004 年 1 月 1 日～
2007 年 6 月 30 日 
17 13 
2007 年 7 月 1 日～
2100 年 12 月 31 日 
17 5 
 
② 服装類 
表 4-2 は服装類輸出還付率の変化を表すものである。2007 年 7 月 1 日から 2008 年 6 月
30日にかけて 17％の増値税輸出課税率に対して還付率が 13％から 11％へ引き下げられた。
その背景としては、中国共産党第 16 期三中全会では「一部の服装類が国際市場において
一定の競争力を有することで、当該輸出企業の更なる競争力を高めるためである。」と引き
下げの理由を説明している。 
 
表 4-2  服装類増値税輸出還付率の推移 
品目(単位：kg) 期間 課税率 還付率 
 
 
 
①綿製服装及びそ
の付属品 
②化学繊維服装及
びその付属品 
2004 年 1 月 1 日～
2007 年 6 月 30 日 
17 13 
2007 年 7 月 1 日～
2008 年 7 月 31 日 
17 11 
2008 年 11 月 1 日～
2009 年 1 月 31 日 
17 14 
2009 年 2 月 1 日～
2009 年 3 月 31 日 
17 15 
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2009 年 4 月 1 日～
2012 年 12 月 31 日 
17 16 
 
③ 穀物 
2007 年 12 月 20 日より「小麦等未加工の穀物およびその製粉の輸出税還付取り消しに
関する通知」を通達し、中国政府は国内への供給を優先させ、消費者物価の安定を図るこ
とを目指した。例えば、トウモロコシ、トウモロコシ澱粉、うるち米粉等の穀物は 2007
年 12 月 20 日以降、還付率が 13％から 0％まで引き下げられた(表 4-3)。 
 
表 4-3  穀物増値税輸出還付率の推移 
品目(単位：kg) 期間 課税率 還付率 
①トウモロコシ②
トウモロコシ澱粉 
③うるち米粉 
2004 年 1 月 1 日～
2007 年 12 月 19 日 
13 13 
2007 年 12 月 20 日～
2012 年 12 月 31 日 
13 0 
 
④ 働集約型製品 
2006 年に一部の労働集約型製品の還付率を引き下げ、輸出阻止を図った。しかし、2008
年 8 月 1 日～2009 年 6 月 1 日にかけて 7 回にわたる還付率調整を行った。中国政府は景
気刺激策の一環として輸出の拡大を図るため、労働集約型製品等を中心として輸出税還付
率引き上げを実施した。例えば、プラスチック製ドア、窓、フレーム製品の輸出還付率が
2006 年 9 月 15 日に実施した労働集約型製品の還付率引き下げにより、13％から 11％、
さらに 2007 年 7 月 1 日から 2008 年 10 月 31 日にかけて 5％まで引き下げられた(表 4-4)。
しかし、その後、中国経済が鈍化し、その還付率が段階的に引き上げられ、9％、11％、
13％の順となっている。 
 
表 4-4  労働集約型製品増値税輸出還付率の推移 
品目(単位：kg) 期間 課税率 還付率 
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プラスチック製ド
ア、窓、フレーム 
2004 年 1 月 1 日～
2006 年 9 月 14 日 
17 13 
2006 年 9 月 15 日～
2007 年 6 月 30 日 
17 11 
2007 年 7 月 1 日～
2008 年 10 月 31 日 
17 5 
2008 年 11 月 1 日～
2009 年 3 月 31 日 
17 9 
2009 年 4 月 1 日～
2009 年 5 月 31 日 
17 11 
2009 年 6 月 1 日～
2100 年 12 月 31 日 
17 13 
 
⑤ 「両高一資」製品 
2006 年 9 月 14 日に「一部分の商品の輸出還付税率調整および加工貿易禁止類目録増補
に関する通知」(財税[2006]139 号)により、「両高一資｣製品（高汚染、高エネルギー消耗
と資源浪費型）の輸出還付率が引き下げられ、税還付率引き下げ対象商品が 1,130 品目に
のぼった。例えば、炭、二酸化炭素、二硫化炭素などの高エネルギー消耗、資源浪費型製
品の増値税輸出還付率を 2007 年 1 月 1 日以降、13％から 0％まで引き下げ、輸出阻止を
図っている(表 4-5)。 
 
表 4-5  「両高一資」製品増値税輸出還付率の推移 
品目(単位：kg) 期間 課税率 還付率 
①炭、②二酸化炭
素、③二硫化炭素
など 
2004 年 1 月 1 日～
2007 年 6 月 30 日 
17 13 
2007 年 1 月 1 日～
2100 年 12 月 31 日 
17 0 
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⑥ 付加価値製品 
2006 年に『中国高新技術産品目録」を作成し、高付加価値製品の輸出拡大を促進させて
いる。この「中国高新技術産品目録」には、①電子情報、②先進技術、③航空関連、④現
代交通、⑤生物医学及び医療機械、⑥新材料、⑦新エネルギー分野、⑧環境保護、⑨地球、
空間と海洋、⑩核技術の応用、⑪現代農業など 11 分野に亘って 1,421 品目があげられて
いる。 
2006 年 9 月 14 日に「一部分の商品の輸出還付税率調整および加工貿易禁止類目録増補
に関する通知」(財税[2006]139 号)を出し、ハイテク製品、IT 製品、生物医薬品などの高
付加価値製品の輸出還付率を引き上げることになった。税還付率が引き上げられた商品は
191 品目であった。また、「中国高新技術産品目録」を設定し、高付加価値製品の輸出促
進を図った。その条文によれば、例えば、中国高新技術産品である大、中、小型計算機や
レーザー溶接機、また、分電盤及び点火コイル等製品の増値税輸出還付率が大きく調整さ
れた(表 4-6)。大、中、小型計算機は 2008 年 12 月 1 日から 2009 年 5 月 31 日にかけて 13％
から 14％へ、その後、完全還付の 17％までに引き上げられた。レーザー溶接機と分電盤
及び点火コイル製品も同じ傾向にあり、2009 年 6 月 1 日以降、17％の完全還付率となっ
ている。 
 以上のように、中国政府は増値税輸出還付制度を活用して経済の安定化を図り、貿易の
構造変化を誘導する手法をとっていることが分かった(韓堅放(2009)、味作義ら(2012)な
ど)。 
 
表 4-6  高付加価値製品(中国高新技術産品目録)増値税輸出還付率の推移 
 
品目(単位：台) 期間 課税率 還付率 
 
 
大、中、小型計算機 
2004 年 1 月 1 日～
2008 年 11 月 30 日 
17 13 
2008 年 12 月 1 日～
2009 年 5 月 31 日 
17 14 
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2009 年 6 月 1 日～
2100 年 12 月 31 日 
17 17 
 
品目(単位：台) 期間 課税率 還付率 
 
①レーザー溶接機、
②分電盤及び点火
コイル(個) 
2004 年 1 月 1 日～
2008 年 11 月 30 日 
17 13 
2008 年 12 月 1 日～
2009 年 5 月 31 日 
17 14 
2009 年 6 月 1 日～
2100 年 12 月 31 日 
17 17 
 
4-4-3 水産物輸出に係る増値税還付と納付税額計算 
 中国の税還付制度は、輸出奨励策の一環として、1994 年に増値税改革と同時に導入され
た制度である。前述した通り、流通税(増値税、消費税、営業税等)が輸出還付制度の対象
とされている。ここでは、水産物輸出に係る増値税還付について説明する。「増値税暫定条
例」の規定によると、輸出財に対してはゼロ税率が認められている。すなわち、輸出向け
商品の生産段階及び流通段階で徴収された仕入税額は、輸出段階で還付率に基づいて輸出
企業に還付される仕組みとなっている(叶作義ら、2012)。中国では品目別に増値税の税率
と輸出還付率がそれぞれ異なり、還付されない部分が企業のコストとなる。そのため、増
値税の輸出還付率は輸出企業のコスト負担を大きく左右する。輸出還付率は 2012 年時点
で品目に応じて 17％、16％、15％、14％、9％、5％等細かく規定されている。ただし、
「来料加工」、「進料加工」の場合には、海外から輸入した水産原料を加工し、すべての加
工品を再び海外に輸出するようなものである場合は、減免税措置がある。「来料加工」貿易
は輸出入時の増値税が免税であるため、税金還付の計算と関係ない。一方、一般貿易と「進
料加工」貿易は増値税輸出還付と係り、また、それぞれ異なる輸出還付の仕組みを有して
いる。財務部国家税務総局の「関於出口貨物労務増値税和消費税政策的通知」財政[2012]39
号に基づいて増値税輸出還付の計算方法を以下に解説する。 
輸出に係る増値税額の計算方法には、「免税・還付」方式及び「免除・控除・還付」方
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式という 2 つの方式がある。「免税・還付」方式の計算方法は主に生産能力を有しない貿
易型企業に適用される。つまり、この貿易型企業は輸出段階において増値税が免除される
のみでなく、輸出水産品の仕入れに係る増値税額を一定の還付率に基づいて税金還付を受
けることができる。他方、「免除・控除・還付」方式の計算方法は主に生産能力を有する生
産型企業に適用される。生産型企業は輸出水産品に関しては輸出増値税が免除され、関連
の原材料等の仕入れに係る増値税額の還付が受けられる。ただし、中国国内販売を行った
部分に関しては、増値税を納付することとなる（財政 39 号(15)、2012）。以下に、それぞ
れの計算方法を述べる。 
1) 「免税・還付」方式 
「免税・還付」方式の計算方法は財税[2012]39 号第一条の「免退税辦理」に依拠し、生
産能力を有しない貿易型企業の一般貿易に適用される。 
免税：輸出に際しての増値税は免除 
還付：輸出品の仕入れに関する増値税は還付 
水産物の輸入に係わる納税額計算式は次の通りである。 
 
増値税の納付税額＝増値税課税対象額×増値税率 
増値税課税対象額＝関税課税対象金額＋関税 
 
一方、輸出の場合には、増値税率はゼロとなっている。輸出に際しては増値税を徴収し
ないだけでなく、中国国内での仕入れに係る増値税が規定に従い還付を受けられることに
なる。従って、輸出に際しての増値税納付額は以下の計算式となる。 
 
増値税の納付税額＝国内仕入金額×（仕入れに係る増値税率－輸出貨物増値税還付率） 
 
2) 「免除・控除・還付」の計算方法 
「免除・控除・還付」方式の計算方法は財税[2012]39 号第一条「免抵退税辦理」に依拠
し、生産能力を有する生産型貿易企業(一般貿易)と進料加工貿易企業に適用される。 
生産型貿易企業（一般貿易）が、国産或いは輸入原料を使用して生産した物品を国内販売
及び輸出した場合に納付する増値税は 
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増値税の納付税額＝国内販売売上に係る増値税額－(国内仕入増値税額－免除控除不能税
額) 
免除控除不能税額＝(輸出 FOB 販売高－免税購入原材料金額)×(輸出貨物増値税率－輸出
貨物増値税還付率) 
 
「進料加工」貿易では、既に説明したように原材料のすべてが免税購入原材料となり、
仮に 100％海外原料の加工品を 100％海外輸出する場合の最終納税額は次の通りになる。 
 
増値税の納付税額＝免除控除不能税額＝(輸出 FOB 売上高－免税輸入原材料金額)×(輸出
貨物増値税率－輸出貨物増値税還付率) 
 
国産原料を加工して輸出する場合（一般貿易）、増値税の納付税額の計算方法は、「進料
加工｣貿易における免税輸入原料が国内原料（増値税込み）に置き換わることになる。従っ
て、中国企業は国内外の水産原料価格を比較して、有利な方を選択する。 
以上のとおり納税額は還付率と大きく係っている。つまり、輸出還付率が引き上げられる
ほど、納税額が少なくなり、輸出促進の効果を持つ。また、輸出貨物増値税率と同じ率ま
で還付率が引き上げられると、納税額は 0（完全還付）となる。 
 
4-4-4 水産物における輸出貨物増値税還付率の変遷 
 
 4-2 で説明したとおり、中国は 1994 年以来、経済活性化のため、数回にわたって品物別
に輸出貨物に係る増値税還付率（以下、輸出還付率と呼ぶ）を調整した。中でも、水産物
には 2004 年から顕著な引き上げが見られる。中国輸出還付率や税関情報などの検索サイ
トを利用し、水産物品目別の引き上げ状況を確認しておく。輸出数量・金額共に上位であ
るエビ類を例として、その結果を表 4-7 にまとめた。 
 
表 4-7  エビ類の輸出還付率の変遷 
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品目 期間 仕入税率(%) 還付率(%)
2004年1月1日～
2005年12月31日
13 5
2006年1月1日～
2010年12月31日
13 13
2004年1月1日～
2006年12月31日
13 5
2007年1月1日～
2010年12月31日
13 13
2004年1月1日～
2009年5月31日
17 13
2009年6月1日～
2100年12月31日
17 15
冷凍品、種苗
生鮮、冷凍品
加工品
 
資料：中国輸出還付率の検索サイトと税関の検索サイトから抜粋。 
 
① 冷凍物、種苗 
冷凍物には、冷凍ロブスター、冷凍殻剥きシュリンプ、冷凍シュリンプ、その他の冷凍
シュリンプ、冷凍殻剥きプローン、その他の冷凍プローン、冷凍ザリガニ、冷凍淡水殻剥
きザリガニ等の品目が挙げられている。また、種苗には、ロブスター種苗、ザリガニ種苗、
シュリンプ及びプローン種苗がある。冷凍エビ及び種苗の仕入に係る増値税率は 13％であ
る。その輸出還付率は、2004 年 1 月１日から 2005 年 12 月 31 日にかけては 5％が適用さ
れていたが(16)、2006 年 1 月 1 日以降、13％に引き上げられた結果、完全還付となってい
る。 
② 鮮・冷蔵品 
品目としては、生鮮・冷蔵シュリンプ、 生鮮・冷蔵プローン、また、生鮮・冷蔵のそ
の他シュリンプが含まれている。その輸出還付率は 2007 年 1 月 1 日以降 5％から 13％に
引き上げられている。 
③ 加工品 
エビの加工品は、調理済み加工品(シュリンプ及びプローン)と調理済み加工品(ロブスタ
ー)が主である。仕入に係る増値税率は 17％であり、その輸出還付率は 2004 年 1 月 1 日
から 2009 年 5 月 31 日にかけては 13％であったが、その後、15％まで引き上げられてい
る。 
水産物輸出還付率を正確に把握するため、輸出数量上位のティラピアを取りあげ、その
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変化を説明する(表 4-8)。活、生鮮、冷蔵品は増値税納税率(課税率)と還付率がそれぞれ 13％
と 5％であり、変化はない。冷凍、塩蔵品は輸出還付率が 2009 年 6 月 1 日を境にして 5％
から 13％へ引き上げられ、完全還付となっている。また、加工品は 17％の増値税納税率(課
税率)に対して、還付率が 2009 年 6 月 1 日を境にして 13％から 15％へと引き上げられた。 
 
表 4-8  ティラピア類の輸出還付率の変遷 
品目 期間 課税率 還付率
活、生鮮、冷蔵品
2004年1月1日～
2100年12月31日
13 5
2004年1月1日～
2009年5月31日
13 5
2009年6月1日～
2100年12月31日
13 13
2004年1月1日～
2009年5月31日
17 13
2009年6月1日～
2100年12月31日
17 15
冷凍、塩蔵品
加工品
 
資料：中国輸出還付率の検索サイトと税関の検索サイトから抜粋。 
 
エビ、ティラピアのみでなく、他の水産物にもほぼ同様な変化が見られている。すなわ
ち、水産物品目全般について輸出還付率が引き上げられてきたのである。2009 年以降、加
工場の税負担は冷蔵・冷凍した低次加工品では負担税率が 8％(＝仕入増値税率 13％－輸
出還付率 5％)から 0％(＝仕入増値税率 13％－輸出還付率 13％)の完全還付になったのに対
して、高次加工品では 4％(＝仕入増値税率 17％－輸出還付率 13％)から 2％(＝仕入増値税
率 17％－輸出還付率 15％)と若干の軽減にとどまり、高次加工品の税負担が相対的に大き
いという結果となった。このような変更の結果、「中国水産品進出口貿易統計年鑑」2009
年版は、多くの中国輸出企業は税負担を逃れるために、実質的な税率が高次加工品よりも
低い低次加工品として申請する傾向が認められると指摘している。 
 図 4-3 は水産品と中国の全製品の輸出還付税額を示したものである。輸出還付税額は、
輸出に係る増値税額と輸出に係る消費税額に分けられている。2000 年の輸出還付税額は
810 億元であるが、輸出増値税額と輸出消費税額はそれぞれ 802 億元と 8 億元であり、輸
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出還付税額の中では増値税還付額が大半を占めていることが分かる (17)。輸出還付税額が全
国税収額に占める割合が 6.0％であったが、その後輸出還付税額は 2006 年には 4、285 億
元(10.2％)、2012 年には 10、429 億元(9.8％)と増加している。2000 年から 2012 年にか
けては年平均増加率が 26.6％であり、中国の全税収入の約 10％相当を還付していること
が分かる(18)。  
 
 
注:年平均為替レートは「中国統計年鑑」のデータを基に作成。 
資料:「税収収入統計」(19)、「中国統計年鑑」、「UN Comtrade」による。 
図 4-3  中国における輸出還付税額の推移 
 
近年、水産物貿易ではその拡大傾向と相まって、水産物輸出に係る増値税還付額も拡大
しており、水産企業の企業利益の向上に寄与している(20)。増値税は付加価値部分（水産加
工品の販売額から原料を引いた部分）に対して課税する。輸出によって還付されるという
ことは、より大きな利益を確保する方向に企業が動くことを意味する。「来料加工」貿易で
は受託企業としてリスクがない代わりに、受け取る金額は加工賃料のみに限られ、増値税
輸出還付と無関係である。近年、中国水産企業は「来料加工」貿易より「進料加工」貿易
を拡大させている。その背景には人件費の高騰や増値税輸出還付制度が挙げられている。
筆者は 2010 年と 2011 年に 2 回、遼寧省大連市と山東省栄成市において計 5 社(21)の水産
加工企業を対象に、人件費上昇の状況について実態調査した。その結果、2006 年の平均月
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給は 1、380 元であったが、2011 年に 2 倍弱の 2,360 元まで上昇し、加工企業の生産コス
ト上昇が明らかとなった。一方、「進料加工」貿易や一般貿易では、企業としてのリスクは
伴うが、「来料加工」に比べて受託加工に係る人件費以外の収入部分が期待でき、それに対
する増値税が輸出に際して還付されるために、中国企業としては「来料加工」貿易よりも、
「進料加工」貿易や一般貿易拡大の方向に動くことになる。 
 
4-5 構造変化の内外的要因 
 
 冒頭で説明した通り、中国は貿易を通じた産業構造高度化を目指し、高付加価値製品製
造産業育成を図る政策を実施しつつある。水産物貿易においては、高付加価値製品の輸出
に向けて、水産企業が従来の「来料加工」貿易から、主体性のより強い「進料加工」貿易、
さらには一般貿易へとシフトする動きが見られる。その背景は、既に説明したとおり、輸
出業者向けの融資強化、増値税輸出還付率引き上げなどを主とする輸出促進政策が存在す
ることである。増値税輸出還付制度は輸出奨励策と見て良いが、加工貿易では「進料加工」
貿易の方が「来料加工」貿易より戻し税が多い。また、税金還付面で有利であるという理
由だけではなく、「進料加工」貿易では工夫次第でより大きな利益が得られるという利点も
ある。婁ら(2008)は「進料加工」貿易のメリットについて「安い原料と、製品価格の差額
が大きければ企業の利益が大きい。ただし、「進料加工」貿易には、原料代を支払う必要が
あるので資金力が必要である。」と資金力の必要性を指摘している。改革・開放政策の導入
以来、私営企業と外資系企業は企業数、企業規模、売上高、加工企業利潤率、いずれの面
においても拡大する状況が指摘され、その結果として「進料加工」貿易に必要な資金力を
確保してきていることが伺える。 
一方、一般貿易の輸出拡大の背景には、中国養殖水産物を原料とする加工品の輸出増加
がある。以下では、顕著な輸出拡大を見せる水産品目を抽出して、その中に見られる中国
養殖水産物の存在を明らかにし、一般貿易の輸出拡大と中国養殖生産との関係を考察する。 
 
4-5-1 金額上位の輸出水産物 
「Global Trade Atlas」(22)に基づいて、中国水産物輸出の金額上位の品目を把握する。
輸出上位の品目には、冷凍ティラピアフィレー、冷凍ティラピア、生鮮・冷蔵ティラピア、
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冷凍殻剥きシュリンプ、冷凍殻付きプローン、冷凍サバ、冷凍イワシ類、塩蔵・燻製ホタ
テガイ、活鰻、冷凍マナガツオ等がある。その内、ティラピアやプローンは顕著な輸出拡
大を見せている（図 4-4）。 
 
 
図 4-4 中国における一部の輸出上位水産物金額 
資料：「Global Trade Atlas」ジェトロデータベースにより作成。 
 
ティラピアの輸出形態は、冷凍、冷凍フィレー、活魚、生鮮・冷蔵魚である。冷凍ティ
ラピアは 2002 年から 2012 年にかけて 10 倍近い増加を見せている。冷凍フィレーは 2007
年から年平均 119％という高い増加率で 2012 年には 7 億ドルとなった。 
プローンの輸出形態は、「生鮮、冷蔵、冷凍」と「殻付き、殻抜き」等の品目に分けられて
いる。特に、冷凍殻抜きプローンの増加は大きく、2001 年の 0.4 億ドルから 2012 年には
5.7 億ドルまで拡大している。 
ティラピアとプローンは他の主要輸出品目を大きく上回っている。冷凍フウセイは 2001
年(0.8 億ドル)から 2012 年(2.3 億ドル)にかけて変動はあるが全体的には増加傾向にあり、
年平均増加率は 11％の増加を示している。その他には、ウナギ、貝類、カニ類も増加傾向
を見せている。 
「中国水産品進出口貿易統計年鑑」の各年版は、中国では 6 大養殖水産物（エビ類、貝
類、ティラピア、ウナギ、カニ類、フウセイ (23)）が一般貿易で大量に輸出されていると指
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摘している。一般貿易におけるこのような水産物輸出の伸びの背景には、中国国内養殖生
産の伸びがあるものと考えられる。以下では、この点を確認するためにティラピアを例に、
その養殖生産の状況を見てみよう。 
 
4-5-2 ティラピアの養殖生産推移と輸出先 
FAO「FishStatJ」の統計を基づき、中国のティラピア養殖数量・金額の推移を概観す
る。中国で養殖されるティラピアの種類は、主にナイルティラピアとブルーティラピア (24)
である(図 4-5)。 
 
 
図 4-5 ナイルティラピア(Nile tilapia)養殖数量・金額の推移 
資料：FAO「FishStat J」(Global aquaculture production)データベースにより作成。 
 
中国におけるナイルティラピアの養殖数量は 1984 年(1.8 万トン)から 2006 年(99.6 万ト
ン)にかけて 55 倍強の増加を示した後、2008 年には一旦 83.3 万トンに低下するが、再び
2010 年に 108.1 万トンまで拡大した。その金額は、1984 年(0.2 億ドル)から 2010 年(16.1
億ドル)にかけて右肩上がりで上昇し年平均 18.1％の増加率を示している。また、ブルー
ティラピアの輸出数量と金額は 2007 年以降のデータのみが利用できる。2007 年から 2011
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年にかけては、それぞれ 28.3 万トン、3.94 億ドルから 36.0 万トン、5.37 億ドルへと拡大
している。 
中国産養殖ティラピアは冷凍、また、フィレー加工品として大量に輸出されている。表
4-9 は 2012 年の冷凍ティラピアフィレー(Frozen Fillets Of Tilapias)の輸出相手国別の輸
出数量を示したものである。主要輸出先は、アメリカとヨーロッパ諸国であり、輸出数量
上位の国はアメリカ、メキシコ、ロシア、イスラエル、スペイン、ポーランド等である。
その内、アメリカ向けは 4.4 億ドルで全体の 63.3％を占めている。アメリカに次いで多い
メキシコとロシア向けは、それぞれ約 0.78 億ドル(11.1％)と 0.71 億ドル（10.1%）である。 
 
表 4-9  2012 年の中国におけるティラピアの上位 15 ヵ輸出国金額と割合 
輸出先 輸出金額(ドル) 割合(％)
1.アメリカ 444,084,806 63.3%
2.メキシコ 77,952,806 11.1%
3.ロシア 70,811,354 10.1%
4.イスラエル 14,634,369 2.1%
5.スペイン 12,212,926 1.7%
6.ポーランド 10,617,033 1.5%
7.カナダ 7,947,416 1.1%
8.ウクライナ 7,660,301 1.1%
9.ドイツ 7,341,661 1.1%
10.イラン 7,066,862 1.0%
11.コスタリカ 5,569,390 0.8%
12.コロンビア 4,066,555 0.6%
13.オランダ 3,598,788 0.5%
14.ベルギー 3,478,376 0.5%
15.ペルー 3,212,315 0.5%
冷凍ティラピアフィレー(Frozen Fillets Of Tilapias)
 
資料：「Global Trade Atlas」から抜粋 
 
4-5-3 一般貿易輸出拡大の内外要因 
 以上に述べてきた、一般貿易の輸出拡大の要因について改めて整理しておく。  
 外部要因としては、水産物に対する世界的な需要の伸びがあり、かつ魚種別に見ると消
費国の多様化が見られる。ティラピアはアメリカ及びヨーロッパ諸国での需要が大きいこ
とが確認された。また、「China Export Statistics」によると、2012 年の中国産冷凍殻付
きプローンの輸出先別金額割合を見ると、マレーシア向けが 30.4％(1.7 億ドル)、香港向
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けが 13.9％(0.8 億ドル)、日本向けが 13.6％(0.8 億ドル)であり、プローンは主としてアジ
ア諸国に輸出されている。ティラピアの最大輸出先であるアメリカの消費状況を図で確認
する。図 4-6 と図 4-7 はスーパーに陳列される商品の見本であるが、図 4-8 と図 4-9 は「ア
メリカ版料理の鉄人」というサイトで紹介されたティラピア料理の見本である。先進国を
中心として世界の水産物消費拡大は進んでおり、中国を含めた発展途上国がこれらの消費
拡大国の旺盛なニーズに対応して積極的な水産物供給を担っていることが指摘できる。 
 
 
資料：「Sankar's Tilapia AquaFarm」 
図 4-6  アメリカのスーパーでの商品見本
 
資料：「Sankar's Tilapia AquaFarm」 
図 4-7  アメリカのスーパーでの加工品見本 
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資料：「アメリカ版料理の鉄人」新春特番(http://www.foodnetwork.com)  
図 4-8  アメリカ風ティラピア料理見本 1 
 
 
 
資料：「アメリカ版料理の鉄人」新春特番(http://www.foodnetwork.com)  
図 4-9  アメリカ風ティラピア料理見本 2 
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 内部要因の一つとしては、水産物品全般に増値税輸出還付率が引き上げられ、輸出拡大
にむけた条件が整えられてきたことが挙げられる。既に述べたように、生産能力を有しな
い企業（貿易型企業）の一般貿易の輸出に際してはゼロ税率が適用され、また、低次加工
品において完全税金還付(13％の仕入税金を輸出の際に完全還付する)となり、輸出企業に
とって税負担が大きく軽減されることから低次加工品の輸出が一層促進されることになる。
低次加工品の生産面に注目すると、国内での生産拡大を受けて輸入原料よりも低価格 (25)
での仕入が期待できる国内養殖水産物を原料とする加工が伸長し、それを輸出する一般貿
易が拡大するという傾向が見られる。中国では特に淡水域を中心として養殖場拡大の余地
が多く残され、相対的に安価な労働力が豊富にあり、多くの国民に雇用機会を提供できる
産業として期待されている。図 4-10 は中国食用消費量と養殖量との増加率の比較を表す
ものである。食用増加率は、1984 年中国一人当たり食用消費量(6.5 ㎏/年)を 100 としてその
後の変化を見せている。1984 年から 2009 年にかけて食用消費量が増加傾向にあるが、2009
年の消費量と対 1984 年増加率がそれぞれ 31kg/年と 477%となっている。また、中国養殖数
量は、1984 年の養殖数量(3.8 百万トン)を 100 として、より早いテンポで拡大を見せており、
2009 年に 45.3 百万トン、対 1984 年の増加率が 1、182%となっている。このことから、中国
は輸出を前提として養殖生産を推し進めていることが伺える。  
水産物の高次加工品、低次加工品のいずれに関しても政策的に輸出促進を図っているが、
高次加工品の輸出数量は相対的に少ない。例えば、2006 年の高次加工品と低次加工品の輸
出数量割合は、それぞれ 48.5％と 61.5％である(楊、2008)。その背景について、楊(2008)
は「中国水産企業の加工設備と世界平均のレベルを比較すると、中国では 50％の設備が
80 年代、40％が 90 年代の設備であり、残り 10％のみが近代的な設備である」と言及し、
高次加工品作りの設備が不十分であることを指摘した。また、「中国水産加工場は冷凍・冷
蔵加工を主としているが、高次加工品作りの生産能力は遅れており、国際競争力を弱める
結果となっている。」と指摘している。 
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資料：FAO「FAOSTAT Plus」と「FAOSTAT Food Supply」の統計により算出  
注：1)1984 年中国一人当たり食用消費(6.5 ㎏/年)を 100 としている。  
  2)1984 年養殖数量(3.8 百万トン)を 100 としている。 
図 4-10  中国食用消費量と養殖量の増加率比較 
 
4-6 工業製品と水産物に対する還付のあり方の違い 
 
中国の増値税は、単なる税収確保策としての取扱いを超えた国家政策の重要な手段とし
て利用されている。増値税輸出還付制度の下で、中国政府は輸出製品の増値税還付率を増
減させながら貿易を通じた経済発展を図ってきた。中国政府は、石炭、二酸化炭素、二酸
化硫黄等の「両高一資」製品については還付率を 0％まで引き下げ輸出抑制を図った。他
方、計算機等の高付加価値製品については還付率を 13％、14％、17％へと順次引き上げ、
輸出促進を図った。また、2006 年に一部の労働集約型及び資源浪費型製品の還付率を引き
下げ、鉄鋼関連品目やプラスチック製品を対象として輸出抑制を図った。しかし、2008
年後半から中国政府は景気刺激策として再び労働集約型製品の増値税還付率を引き上げ、
輸出促進を図った。例えば、プラスチック製ドア、窓、フレーム製品の輸出還付率は 2006
年 9 月に 13％から 11％へ、2007 年 7 月に 11％から 5％へと引き下げられた（表 4-10）。
しかしその後、還付率は 9％、11％、13％と段階的に引き上げられた。 
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表 4-10 プラスチック製ドア、窓、フレーム製品輸出還付率の推移 
期間 課税率 還付率
2004年1月1日～
2006年9月14日
17 13
2006年9月15日～
2007年6月30日
17 11
2007年7月1日～
2008年10月31日
17 5
2008年11月1日～
2009年3月31日
17 9
2009年4月1日～
2009年5月31日
17 11
2009年6月1日～
2100年12月31日
17 13
 
資料：中国輸出還付率の検索サイトと税関の検索サイトから抜粋。 
 
一方、水産物輸出については全般的に輸出促進を図るが、高次加工品輸出を誘導する増
値税輸出還付率の調整が行われておらず、水産物水産加工業の高度化を導く状況にはない。
「来料加工」貿易では加工賃料のみを収益とするが、「進料加工」貿易では加工による付加
価値部分も輸出時に還付され、より大きな利益が期待できる。中国企業としては「来料加
工」貿易よりも、「進料加工」貿易の方向に動くことになる。しかし、聞き取り調査 (26)に
よると、「進料加工」貿易を実施している水産加工企業は、需要国企業からの受注にあわせ
て水産加工原料を輸入する側面（「受発注生産」）と自分で製品需要を見込んで水産原料を
輸入する側面（「見込み生産」）の両面を持っており、現状では前者が主体となっていると
いう。また、一部の中国企業は、一般貿易に積極的に取り組み、自立的な発展を図ろうと
している。海外水産原料に依存する加工貿易のみではなく、相対的に安価な国内原料を使
用し始めていると回答した。 
増値税輸出還付率の引き上げが水産物輸出拡大誘導に果たす役割を論じてきたが、この
他の政策（地域優遇政策、輸出信用保険制度、補助金政策など）も同様に輸出促進に効果
をもたらすものと理解されている。増値税輸出還付率の引き上げは水産加工企業の輸出コ
スト低減をもたらしており、そのメリットを活かした国内養殖水産物の加工品輸出拡大へ
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の取り組みを導いていると言える。しかしながら、従来から「加工貿易」に依存して発展
してきた中国水産加工企業において、国内原料を利用した一般貿易を目指す段階で、まだ
高次加工品の製造能力或いは加工品のマーケティング能力に欠けているとの指摘がある
(27)。したがって、現段階ではフィレー加工や冷凍加工などの低次加工品生産に留まってい
るものと推察される。海外の消費者ニーズを的確に把握し、そこで求められる品質を製造
するための独自の製品開発能力や新製品提案等の機能面の充実が今後求められることにな
ろう。 
 
4-7 おわりに 
 
中国の増値税は、単なる税収確保策としての取扱いを超えた国家政策の重要な手段とし
て利用されている。増値税輸出還付制度の下で、中国政府は輸出製品の増値税還付率を増
減させながら経済の発展と安定化を図ってきた。近年、中国では資源浪費や環境破壊など
を引き起こす製品の貿易拡大が問題視され、高付加価値製品を製造する産業へのシフトな
ど中国の産業の高度化を目指している。 
一方、中国の水産物貿易には構造変化が見られるものの、水産加工品輸出を品目別に見
ると、低次加工品（仕入税金の完全還付）が大半を占め、高次加工品の輸出拡大を誘導す
る増値税輸出還付率の調整は行われておらず、水産加工業の高度化を導く状況にはない。
また、輸出に際して付加価値部分が還付される「進料加工」においては、還付率の引き上
げと貿易拡大が同時に起こっていることが確認できた。近年、水産物輸出に係る増値税還
付額も拡大しており、水産企業の企業収益向上に寄与している。水産加工貿易では、加工
賃料を収益とする「来料加工」貿易は、企業として付加価値を生み出さない一方、現在、
中国水産加工業は一部において一般貿易に積極的に取り組み、下請機構から脱却し自立的
な発展を図ろうとしている。一般貿易による水産物輸出は金額的に急激に拡大する傾向に
あり、その背景としては、低次加工品の輸出増値税の完全還付、また、養殖生産物を主要
輸出品目とする輸出拡大が考えられる。「中国水産品進出口貿易統計年鑑」によると、中国
は一般貿易により 6 大養殖水産物（エビ類、貝類、ティラピア、ウナギ、カニ類、フウセ
イ）を始めとする水産物輸出拡大を見せている。国内の養殖生産において国際的な価格競
争力のある中国にとっては、外来原料に依存する加工貿易よりも、国内原料を使用する一
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般貿易の方が、養殖生産の拡大と相まって伸長してきていると考えられる。しかし、6 大
養殖水産物を原料とする一般貿易は低次加工品輸出を特徴としている。このことは、従来
から「来料加工」、「進料加工」に依存して発展してきた中国水産加工企業において、国内
原料を利用した一般貿易を目指す段階で、まだ高次加工品の製造能力或いは加工品のマー
ケティング能力に欠けていることを示唆している。したがって、現段階ではフィレー加工
や冷凍加工品などの低次加工品生産に留まっているものと推察される。海外の消費者ニー
ズを的確に把握し、そこで求められる品質を製造するための独自の製品開発能力や新製品
提案等の機能面の充実が今後求められることになろう。 
養殖生産量の急速な拡大は淡水域を初めとする養殖環境悪化をもたらす恐れがあり、適
切な管理なしには持続的な生産・輸出を期待することは難しいと考えられる。今後、中国
国内の養殖のあり方を慎重に検討する必要があろう。 
中国水産加工業の自立的発展のためには、原料価格や加工コストなどの上昇による経営の
不安定化、日本や欧米など先進国市場における需要停滞の恐れ、などに対してこれまで水
産加工品貿易を中心として発展してきた中国水産加工企業の今後の対応が重要な課題とな
り、この点が今後の研究課題ともなる。 
本章の論点を改めて整理すると、以下の通りである。 
①1976 年以降、世界水産物貿易は発展途上国から先進国への輸出拡大を特徴としている。 
②中国は世界最大の水産物供給国であり、2000 年以降、「来料加工」貿易は停滞傾向にあ
る一方、「進料加工」貿易は「来料加工」貿易に比べて相対的に伸長している。それ以
上に、大きな伸びを見せているのは一般貿易である。 
③値税輸出還付制度の面からは、「進料加工」貿易と一般貿易に係る水産企業が増値税還付
を受けて、両貿易方式への傾斜を強めている。 
④中国は旺盛な海外需要に対応して、養殖水産物を一般貿易で大量に輸出している。一般
貿易では 6 大養殖水産物（エビ類、貝類、ティラピア、ウナギ、カニ類、フウセイ）の
輸出金額が一般貿易の半分以上を占めている。中でも、ティラピアは最重要な輸出水産
物であり、その主な輸出形態は低次加工品である冷凍加工品である。また、その輸出先
はアメリカとヨーロッパ諸国である。 
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注 
(1) 中国企業が水産原料を有償輸入し、代金を外貨で対外支払いする。加工後の製品、半
製品については、中国企業が増値税輸出還付策を利用しながら、国外に自ら輸出販売
し、輸出代金を受領する。ほぼすべての外資系企業の加工場は、進料加工貿易を行っ
ている (婁ら(2008))。 
(2) 「中国貿易物流関連法規&税務マニュアル」『中国物流情報』。 
(3) 中国税関(2005)「貿易方式指標解釈」。 
(4) 包(2005)は、中国水産物の輸出変化を誘導する有効な政策について紹介している。具
体的には、①共同経営・合弁会社の導入及び種々の優遇政策の実施、②補助金政策の
導入、③間接的な管理措置として輸出還付税率の調整等 3 つの政策を挙げている。 
(5) 中国の消費税は、特定の奢侈品、嗜好品等の消費物品の消費支出を課税対象とする。
日本の旧物品税、酒税、たばこ消費税といった個別物品を対象とする間接税に相当す
る(伏見(2009))。 
(6) ｢輸出貨物税還付（免除）管理弁法」（1994） 
(7) ｢増値税暫定条例」（1994） 
(8) ｢一部分の商品の輸出還付税率調整および加工貿易禁止類目録増補に関する通知」（財
税[2006]139 号）（2006） 
(9) ｢加工貿易禁止類目録」（2006） 
(10) ｢一部分の商品の輸出還付税率引き下げに関する通知」（財税[2007]190 号）（2007） 
(11) ｢小麦等の未加工の穀物およびその製粉の輸出税還付取消しに関する通知」（2007） 
(12) ｢一部商品の輸出税還付取消に関する通知」（2010） 
(13) ｢輸出貨物増値税及び消費税に関する政策の通知」（2012） 
(14) ｢輸出貨物労務増値税及び消費税の管理弁法」（2012） 
(15) 国家税務総局(2012)「関於出口貨物労務増値税和消費税政策的通知」（財政[2012]39
号） 
(16) 中国輸出還付率の検索サイト（タイトルは著者訳。原題は「中国出口退税諮詢網」 
（www.taxrefund.com.cn））と税関の検索サイト（タイトルは著者訳。原題は「海関
総合信息資詢網」（www.china-customs.com/customs-tax））（検索日付：2014 年 6 月）。 
(17) 「税収収入統計」国家税務総局各年版
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（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/index.html）による（検索日付：2014 年 6 月）。 
(18) 「税収収入統計」国家税務総局各年版 
（http://www.chinatax.gov.cn/n8136506/index.html）のデータにより算出する。 
(19) ｢税収収入統計」国家税務総局各年版（2000-2012） 
(20) 水産物輸出還付税額は、水産物輸出金額と全製品の輸出総金額の割合に基づいて、水
産物輸出還付額を推計した。データの出典は、それぞれ「中国統計年鑑」（元対ドルの
為替レートと全製品の輸出総金額）、「税収収入統計」 (輸出還付総税額 )、「UN 
Comtrade」（水産物輸出金額）による。 
(21) 「一定規模以上」の加工企業（1 社）と専門水産会社（4 社）である。2012 年版「中
国漁業統計年鑑」では、年間総売上額が 500 万元以上の加工企業を「一定規模以上」
の加工企業と定義している。2011 年に全国水産加工企業数は 9、611 社であり、その
内、一定規模以上の加工企業数は 2、648 社である。 
(22) Global Trade Information Services「Global Trade Atlas」データベース 
(23) キグチ属には、フウセイ（学名は Larimichthys crocea）とキグチ（学名は
Larimichthys polyactis）があり、フウセイの輸出量が大半を占めている。 
(24) ナイルティラピアは学名 Oreochromis niloticus 、ブルーティラピアは学名
Oreochromis aurea である。 
(25) 中国養殖水産物と輸入水産物の平均単価は、それぞれ 2002 年に 0.83 ドル/kg と 0.90
ドル/kg、2006 年に 0.90 ドル/kg と 1.26 ドル/kg、2009 年に 1.27 ドル/kg と 1.37 ドル
/kg である。 
(26) 2013 年に前掲の水産加工企業 5 社に対して電話による聞き取り調査を実施した。一
般的には「来料加工」と「進料加工」を組み合わせることで、「来料加工」からの賃料
収入による経営基盤の安定化と「進料加工」による大きな利益追求を目指していると
いう指摘があった。 
(27) 2011 年、2012 年、2013 年のジャパン・インターナショナル・シーフードショーの際に、
ショーに参加した舟山市、大連市、烟台市にある水産企業担当者に出展目的について聞き
取り調査を実施した。担当者からは「人気水産加工品の品目や、加工技術などの情報を収
集したい」、「他の水産企業はどのような加工品を日本の消費市場に出荷しているのか」な
どの回答があり、中国水産企業が高次加工品に関する商品開発にこれから取り組む段階で
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あることを伺わせた。 
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第 5 章 日中水産物貿易構造の変化メカニズム 
 
5-1 はじめに 
 
中国の「改革･開放」政策以来、日中間水産物貿易には顕著に変化が見られる。中国経
済の高度成長に伴う可処分所得の増加と共に、消費の質的な変化が生じ、水産物の消費拡
大につながってきた。しかしながら、200 カイリ制度の実施や中国周辺の漁業海域の固定
化等によって 90 年代後半以降、国内生産による供給は水産物需要に追いつかなくなる情
況にあった(婁、2006)。中国は国内の水産物需給を補完するために、積極的に水産物貿易
を行ってきた。90 年代までの専ら水産物輸出から、90 年代に入ってから水産物を輸入す
るようになってきた。水産物貿易構造は中国からの一方的な水産物輸出から双方的な水産
物貿易構造へ変化している。その中、日本と中国はお互いに最大の輸出国であり、90 年代
以降日本からの水産物輸入は活発化となる。日中間水産物貿易は一方的なものから双方向
へ変化する典型的な例の一つである。 
 ところが、中国における水産物の輸入はすべてが中国国内消費に至るものではない。加
工貿易を利用して加工原料用としての輸入割合が一定のシェアを占めている。そのため、
日本からの水産物の輸入は二つの意味合いを併せ持つ。つまり、中国食用向けと加工品原
料としてのものである。日本からの輸入水産物は 1985 年から数量･金額共に拡大傾向にあ
った。しかしながら 2006 年以降、中国の日本からの輸入水産物と日本向け輸出水産物は
数量･金額共に減少に転じる。貿易減少の要因は中国輸出水産物の安全問題や東日本大震災
などが影響したと指摘されている。日中間水産物貿易構造は特に 2000 年以降、複雑化が
加速度的に進行し顕著に変化を見せている。 
日中間水産物貿易には、多様な変化が見られており、近年貿易量・金額共に減少傾向に
ある。本章では、まず、日中間水産物貿易の推移とその要因を整理する(第 2 節)。中国に
おける水産物消費拡大と食用向けの輸入増加など現状を把握する(第 3 節)。次ぎ、日本に
おける水産物輸出の経緯とその位置づけを解明する(第 4 章)。最後、日中間水産物貿易に
ついては、貿易規模、貿易品目、平均単価、主要水産物貿易数量などをそれぞれ統計分析
し、その特徴を抽出する（第 5 節）。 
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5-2 日中間水産物貿易の推移 
 
 日中間水産物貿易は日本の江戸時代に遡り、歴史的に長崎や鹿児島から俵物三品（干し
アワビ、煎りナマコ、フカヒレ）が中国圏に輸出された。また、俵物三品のほかに、昆布、
スルメ、フノリ、心太草、鰹節、干魚、寒天、干しエビ、干し貝などがあった(農林水産省
特集、2008)。俵物三品を中心としての水産物貿易は、当時水産物供給国の日本、需要国
の中国という貿易構造であった。中国成立以来、日中間水産物貿易は数量･金額共に拡大し、
水産物供給国の中国、需要国の日本という貿易構造に変わった。また、水産物貿易の流れ
も複雑になってきた。日中間水産物貿易の全般的動向とその変化要因を、三つの時期を分
けて整理とする。 
 第 1 段階（1949～1985 年）は、中国における水産資源の輸出時期である。中国は中央
政府による集権的かつ独占的な体制の統一計画、統一対外方針の時期を経て、1979 年以降、
水産物の統一的買い上げ制度を撤廃し、国営独占的なモデルから市場経済モデルへ移行し
た。しかしながら、対外貿易計画については、1950 年代から 80 年代初期までの間に貿易
計画の名称が変更されたりすることはあったが、基本内容に大きな変化はなかった(、片岡、
1993)。日中間水産物貿易は主として天然資源に依拠する貿易構造が成り立っていた。60
年代には、中国の水産資源は非常に豊富で、経済的価値がある魚種が 6 割以上を占め、水
産物の供給が十分であったが、国民の購買力は極めて低かった(包、2006)。それに対して
は、日本の水産物自給率は 50 年代まで 100％を超えたが、60 年代に入ると自給率が減少
に転じるようになってきた。そのため、中国から日本向け水産物が輸出されるようになり、
その数量は 1962 年の 0.4 万トンから 85.3％の年増加率で拡大し 1966 年に 4.5 万トンとな
ったが、その後、4 万トンを下回り 1985 年に 5 万トン弱となった。同期間においては、
日本からの輸入数量は不安定化しているが、1985 年に 7.6 トンで数量的には少なかった。 
 第 2 段階（1986～2002 年）は、加工貿易を中心とする貿易成長期である。中国は 1980
年代以降、藻類や貝類の干潟養殖、網箱養殖、また、いかだ養殖などの浅海養殖業に積極
的に進出しはじめ、主力養殖・輸出水産物品目はエビ類とカニ類であった。日本向けの輸
出水産物には天然・養殖水産物と一部の輸入水産物による加工品等があり、その加工品は
日本との加工貿易を通じて企画された開発輸入食品のことである。開発輸入食品とは、小
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売業などが商品企画したものを海外で生産し、国内での販売を目的に輸入する食品である。
日本は海外の安価な原材料や労働力等を利用できる開発輸入食品を大量に輸入し始めた。
その背景には、①プラザ合意による円高以降、多くの日系水産会社も海外に生産施設や物
流拠点を設け、海外進出して販路拡大等に取り組むようになった。②ライフスタイルや生
活環境の変化に伴い、家事負担や外食増加など消費側からの「簡便性・外部性・サービス
性」を求めるようになった、などの要因が考えられる。元々、タイは最も重要な直接投資
の市場であるが、タイでの賃金や原材料コスト等の全般的な生産コスト上昇や労働争議の
頻発化によりその優位性が鈍化した。その後、中国は世界水産加工場である地位が固まり、
日本の中国への進出が盛んになった。中国における水産加工貿易は 1985 頃から始まった
と言われているが、日本企業の進出は水産物対外貿易の展開を加速させている。中国は日
本の消費者のニーズを満たすほどの技術力や日本の市場に対する理解がなかったため、当
初は高加工度の水産加工品はあまり輸入されず原材料や半製品もしくは一次加工品に留ま
っていたのである。日本向けの輸出の多くは同一企業グループ内取引、つまり開発輸入型
ということであり、加工貿易に限り子会社である中国の水産物は 100%日本向けの輸出と
なった(伊藤、2002)。 
1992 年に鄧小平による「南巡講話」を契機に 92 年から 93 年にかけて世界の中国への
投資は急増し、93 年に契約件数 8 万 3,437 件とピークに達した(信金中金月報、2002)。日
本の水産会社も積極的に優遇政策を受けながら一段と中国加工業への進出を加速させた。
1986 年から 2002 にかけては、中国から日本向けの水産物輸出数量は 1998 年を除いて右
肩上がりに増加して 34 万トンから 63 万トンと 14.8％の年増加率で拡大した。輸出金額は
約 3 億ドルから 24 億ドルまで増加した。一方、中国の日本からの輸入数量は 1986 年の
0.02 万トンから 1996 年の 7.3 万トンまで急増した後、大きく変動を繰り返したが、2002
年に 6 万トンと留まった。金額もほぼ同様に 1986 年の 79.9 万ドルから 2002 年の 0.8 億
ドルと増加した。日中間水産物貿易においては 1986 年から 1996 年にかけての間に、中国
の日本からの輸入量と日本向けの輸出量は共に拡大し、「来料加工」貿易を主としての貿易
方式が行われた。それに対して 1997 年から 2002 年にかけては、中国では日本からの輸入
量が減少するものの、日本向けの輸出量が増加するというパターンになった。この時期に、
国内原料また他国の水産原料を利用する「進料加工」貿易の数量が「来料加工」貿易を大
きく上回り、主要な加工貿易方式となったのである。その背景の一つは 90 年代後半に入
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り、中国国内の人件費が高騰しはじめ、2000 年以降顕著となったことである。もう一つの
要因は、1997 年以降の中国水産加工場の加工技術や資金状況などが 1985 年頃と比較して
相対的に進んできたため、主体性のある「進料加工」を積極的に選択するようになったと
考えられる。現実に「来料加工」と「進料加工」を組み合わせることによって、輸出と内
販の比率を調整して中国水産加工場により高い利益を得ることができる様々な仕組みが考
案されている(婁ら、2008)。日中間加工貿易の拡大期には、日系水産会社は生産施設や物
流拠点を設けるなど生産基盤を構築し、中国の対外水産物貿易の発展に大きな役割を果た
していることが分かった。ところが、日中水産物貿易には食品安全問題が頻発し貿易の更
なる発展を阻害している。 
第 3 段階（2003～現在）は、食品安全問題の多発期である。WTO 加盟後、中国におけ
る農林水産物輸出は、食品安全問題をめぐり数回に亘って輸出先から中止制裁を受けたこ
とがある。欧州委員会の SVC（Standing Veterinary Committee、常任獣医委員会）によ
るヨーロッパ向け中国産動物性食品について全面禁止案をはじめとして、アメリカ、カナ
ダ、日本、韓国も、相次ぎ中国産魚介類に対し慎重な輸入検査体制をとるようになった。
不完全な統計によると 2001 年にヨーロッパ向けの中国輸出会 95 社の平均損失額は 300
万ドルから 500 万ドル弱であり、総損失額は 6 億強ドルとなった。また、中国の水産物輸
出減は国内市販価格にも影響を及ぼし、皮剥きエビの価格は 5 割減となった。日中間水産
物貿易はウナギ調製品を中心として輸出水産物に大きな打撃を与えた(「輸出商品技術手引
き・水産物食品」、2005)。中国から日本向けの輸出量は、2002 年から全体的に減少傾向
に転じ、2003 年に 52.6 万トン、2006 年に 61.3 万トンまで回復した後、再度減少して 2012
年に 40.7 万トンとなった。輸出金額は 2003 年の 23.7 億ドルから 2012 年の 31.1 億ドル
まで上昇している。日本からの輸入量は 2006 年まで上昇傾向にあるが、2007 年以降減少
に転じる。2003 年～2006 年においては、輸入量と輸入額はそれぞれ 7.5 万トン、1.0 億ド
ルから 18.6 万トン、3.1 億ドルへと拡大したが、その後減少傾向に転じ 2012 年に 8.9 万
トン、2.3 億ドルとなった。以上のように、2003 年以降中国の食品安全問題が深刻化し、
日中水産物貿易に影響を及ぼす主な原因となっていることが明らかになった。以上の教訓
を受け、中国政府は食品安全の重要性を認識し、国際食品基準への対応に取り組み始め、
日中水産物貿易の回復に取り組んでいる。 
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5-3 中国における水産物消費拡大と食用向けの輸入増加 
 
 中国における水産物消費市場は拡大傾向にある。FAO の統計によると、一人当たり魚介
類消費量（クジラと海藻類を除いた供給ベース）は 1980 年に 5.2 ㎏、90 年に 11.5 ㎏、2002
年に 26 ㎏へと増加した。拡大する市場に対して、国際資源管理の強化や国内沿岸資源の
枯渇などを背景とする中国漁業発展の停滞、WTO 加盟や「元高」という為替要因などを
背景として、供給が制約されている。水産物需要の拡大に応えるため、輸入に活路を見出
す動きが見られるようになった(婁、2006)。2006 年の中国統計年鑑によると、食用向け水
産物の輸入量は、総輸入量から加工貿易量と魚粉量を差し引いた値であるとされている (1)。
食用向けの輸入量は 2004 年に 56 万トン、2008 年に 113 万トン、2010 年に 149 万トン
と着々に拡大している（図 5-1）。総輸入量に占める食用向け輸入量の割合は、それぞれ
18％（2004 年）、29％（2008 年）、39％（2010 年）となり、国内食用向けの輸入の拡大
が顕著である。近年、国内では生鮮・冷凍など生の水産物のみでなく、水産加工品の消費
も拡大する傾向にある（図 5-2）。中国には数多くの階層加工食品企業があり、国内外の加
工品消費市場を対象として商品開発に取り組んでいる。中国水産食品市場における販売金
額は、2006 年に 545 億元から毎年 16.94%の増加率で右肩上がりに増加して 2012 年に
1,494 億元になっている。 
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注：国内食用向け量＝輸入量－来進加工貿易量－非食用輸入量(魚粉) 
資料：中国水産品進出口貿易統計年鑑 
図 5-1  中国における食用向け輸入水産物の数量・金額 
 
 
資料：中国における有望食材・加工食品市場の全貌 2012 
図 5-2  中国食品市場における水産加工品販売額 
 
5-4 日本における水産物輸出の経緯とその位置づけ 
 
 1985 年の円高を背景に日本の水産物輸入量は大きく増加したが、バブル崩壊以降でも世
界のトップクラスの水産物消費水準を維持しており、依然として水産物輸入大国であるこ
とに変わりはない(濱田英嗣、2006)。数量的には輸入量は輸出量を大きく凌駕している（輸
入超過）。しかしながら、少子高齢化や魚離れの進行などを背景として日本国内の水産物消
費が頭打ちになり、1999 年以降輸入量は減少傾向にある。 
他方、日本政府による輸出対策関連事業が実施されるようになった。2003 年頃から、世
界的な日本食ブームやアジア諸国の経済発展による富裕層の増加等により、高品質な日本
農林水産物等の輸出拡大のチャンスが増大した。2003 年に日本の 23 道県により結成され
た「農林水産ニッポンブランド輸出促進都道府県協議会」は 2004 年 12 月に 40 道府県に
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拡がった(図 5-3)。海外市場についての情報交換を行うほか、農林水産省委託事業により上
海で開催された中国国際食品・飲料展の日本ブースに加盟道県が地元特産品を持ち寄り共
同で出展した。輸出促進の意義は、日本の産地、或いは、国にも両方メリットを付き、販
路拡大や食糧自給率の向上、また海外への普及等が挙げられている。農林水産物・食品の
輸出につき、2020 年までに 1 兆円水準とすることが目標とされている(農林水産省、2012)。 
 
資料：農林水産省 
図 5-3.都道府県の輸出促進協議会 
 
このようにして、全国的に農林水産物等の輸出拡大の動きが活発化している。水産物の
輸出は日本農林水産物の輸出の 4 割以上と大きなシェアを占め、目標達成に重要な役割を
果たしている。日本における水産物輸出入金額の増加率を見てみよう。1999 年の水産物輸
出金額は、1.4 千億円、輸入金額は 17.4 億円であり、それぞれを 100 としてその後の変化
を見ると（図 5-4）、2003 年以降、輸入増加率より輸出増加率が大きく上回っていること
が分かった。特に中国向け輸出額は同期間中に 266%も増加し、水産物輸出額に占める割
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合は 2000 年の 10.3%から 2004 年に 24.4%に上昇し、韓国を超えて最大の輸出先となって
いる(阮蔚、2005)。しかしながら、近年の輸出は、景気の影響や円高、そして、原発事故
の影響などにより、減少傾向にある。 
 
 
資料：農林水産省海外農業情報 
図 5-4  日本における水産輸出入金額の増加率 
 
 日本の中国向け水産物品目は、サケ・マス、スケトウダラ、サバが数量上位の品目であ
る(図 5-5)。サケ・マスは中国での委託加工原料として最終的に米国やヨーロッパへ再び輸
出される。スケトウダラはこれまで韓国に輸出されていたが、円安基調に乗り中国に輸出
されるようになった。サバは中国人食用向けとして輸出されるが、その大半は餌向けの小
型サバである。しかし、食用向けのサバ輸出は不安定で大きな変化を見せている。  
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資料：農林水産省「海外農業情報」海外統計・貿易統計のデータを抜粋して作成  
図 5-5 中国向け主要水産物輸出数量 
 
5-5 日中間水産物貿易の特質 
 
 日本は世界的に有力な水産物輸入国であり、中国水産物輸出の重要な輸出先国である。
1980 年代半ば頃から中国改革開放の進行に伴って水産物貿易が活発化してきた。2000 年
まで日本向けの水産物輸出量と輸出金額は大きく拡大している。日本は水産物の養殖技術、
加工技術など技術面の指導のみでなく、設備提供などの支援もしている。中国水産物輸出
は日本水産物の消費市場にとって重要な供給源となっているといってよい。しかしながら
2000 年以降、中国水産物輸出には変化が見られている。つまり、輸出先が多岐になること
である。従来の日本水産市場のほか、アメリカやヨーロッパ市場にも輸出し始め、当該市
場向けの輸出量も高成長している。そのため、中国水産物輸出量に占める日本向けの割合
が年々低下している。FAO によると 2001 年の 48％から 2005 年の 38％までに減少した。
ここでは、2001 年以降の日中間水産物貿易の変貌とその要因について分析する。 
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5-5-1 貿易規模の変化 
 日本における中国からの水産物輸入数量は、1988 年（114,875 トン）から 2002 年
（630,414 トン）までの 13 年間に年平均約 14％の増加率で拡大している（図 5-6）。2003
年には中国産加工ウナギから安全基準量を上回る合成抗菌剤エンロフロキサシンが検出さ
れ、その悪影響が中国産水産物の輸入全体に波及し、2002 年に輸入量が 17％減少した。
その後、輸出量は回復傾向にあるが、2004 年にマラカイトグリーン事件(2)。2005 年にニ
トロフラン代謝物事件(3)などが相次ぎ発生して 2006 年を境に再び減少した。後述のよう
に、ポジティブリスト制度が実施されてから日中間水産物貿易の規模が減少している。日
本向けの中国水産物輸出量は 2009 年を境にして減少したが、その後、増加傾向にある。
しかし、2012 年まで完全に回復したとは言えない。 
 日本向け輸出水産物数量の変化を魚介類の生鮮・冷凍品と調製品に分けて変化状況を確
認した。生鮮・冷凍魚介類は 1988 年（102,718 トン）から 2002 年（428,046 トン）にか
けて年平均 10.7％で増加している。魚介類の調製品は 1988 年（12,158 トン）から 2002
年（202,368 トン）までの 13 年間に年平均増加率約 22.3％で拡大している。一方、2003
年～2012 年の年平均増加率はそれぞれ－5.5％弱と 0.9％となっている。以上のことによ
り、日中間水産物貿易においては生鮮・冷凍魚介類は増加から減少に転じ、一方、魚介類
の調整品については停滞傾向を示している。 
 
 
資料：財務省貿易統計「国別概況品別表」 
図 5-6  日本向け中国から水産物輸出量 
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5-5-2 貿易品目の比率変化 
 国連商品貿易統計データベース（UN Comtrade）の SITC Rev.3 分類法を利用して、デ
ータ最古の 1988 年から日中間における貿易品目の変化状況を確認する。SITC Rev.3 分類
法には、生鮮・冷蔵・冷凍魚（034） 、塩蔵・燻製魚類調製品（035）、生鮮・冷蔵・冷凍
甲殻類と軟体動物（036）、魚類加工品（スリミ、缶詰め等）（0371）、甲殻類と軟体動物加
工品（0372）五つの品目が分けられている。 
 「5-2 日中間水産物貿易の推移」の第 2 段階にて既に説明したが、1988 年前後は主と
して中国の天然・養殖水産物の輸出時期に当たっているが、生鮮・冷蔵・冷凍甲殻類と軟
体動物（036）が大量に輸出され、その主要な品目はエビ類とカニ類である。輸出総金額
に占める 036 の割合は 1988 年に 70.6％であったが、その後減少に転じ、1997 年に 17.8％
まで減少した(図 5-7)。 
 
 
資料：国連商品貿易統計データベース（UN Comtrade） 
図 5-7  日本向け水産物品目別輸出金額 
 
その背景の一つとしては、日本が 1991 年から外国のエビ類水産加工場に対して品質検
査基準を引き上げ、日本認定済みの一部加工場しか輸出できないようになったことがあげ
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られる(胡梅ら、2009)。その後、036 の輸出割合は 17％前後にある。それに対して、魚類
加工品（スリミ、缶詰め等）（0371）と甲殻類と軟体動物加工品（0372）は 1988 年以降
上昇傾向にある。輸出金額の割合については、0371は 1988年の 6.5％から 1997年の 46.9％
まで大きく拡大した後、やや減少して 2012 年に 36.3％となっている。また、 0372 は 1988
年の 3.6％から徐々に拡大し、2012 年に 23.2％となっている。0371 と 0372 の合計割合は
1997 年に 5 割以上に達した後、多少変動が見えるが重要な輸出品目であることは変わり
なく、0371 と 0372 の大半は日中加工貿易によるものである。034 は概ね 20％～30％の
間に位置しており、2006 年以降減少傾向にある。 
 中国における日本からの水産物輸入変化を見ると、経済成長著しい中国では、1980 年代
から水産物の消費も伸び始め、1990 年代に急増した。90 年代以前は生鮮・冷蔵・冷凍魚
（034） の金額が 9 割弱を占めたが、90 年代以降・生鮮・冷蔵・冷凍甲殻類と軟体動物（036）
が 1992 年に 66.6％、1993 年に 74.6％までに増加した（図 5-8）。1997 年以降、034 の割
合は 5 割以上を占めているが、2006 年から 036 の割合が拡大傾向にある。約 9 割の輸入
品目は、生鮮・冷凍等水産物であり、1988 年以来大きな変化は見られない。これは、中国
人の魚食文化によるものと考えられ、切り身とか料理用の調理済み加工品に馴染んでいな
いことが要因と思われる。 
 
 
資料：国連商品貿易統計データベース（UN Comtrade） 
図 5-8  日本から水産物商品別輸入金額 
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5-5-3 平均単価の変化 
 日本向け水産物輸出の平均単価は、1988 年以来全体的に上昇傾向にある。その内、塩蔵・
燻製魚類調製品（035）と魚類加工品（スリミ、缶詰め等）（0371）は最も高価な輸出商品
である（図 5-9）。035 は 1999 年（18.3 ドル/㎏）にピークを迎えた後、減少に転じ 2001
年に 12 ドル/㎏、その後再度上昇し 2009 年に 15.3 ドル/㎏、2012 年に 13.4 ドル/㎏とな
った。0371 は大きく上下し 1995 年に 18.3 ドル/㎏(ピーク）、2003 年に 5. 9 ドル/㎏（底
打ち）になった後、2012 年に 9.8 ドル/㎏となった。その他、生鮮・冷蔵・冷凍魚（034）、
生鮮・冷蔵・冷凍甲殻類と軟体動物（036）また、甲殻類と軟体動物加工品（0372）の平
均単価は 2001 年以降上昇傾向を見せている。 
 
 
資料：国連商品貿易統計データベース（UN Comtrade）により算出 
図 5-9  日本向け中国水産物輸出平均単価 
 
中国が日本から輸入する水産物平均単価を見ると、加工水産原料を中心とする輸入であ
るため、その単価は 1998 年以来大きな変化はない（図 5-10）。生鮮・冷蔵・冷凍魚（034）
の平均単価は 90 年代以来 2 ドル/㎏を下回り、安価な魚種のみを輸入する状況には変わり
はない。生鮮・冷蔵・冷凍甲殻類と軟体動物（036）は 2003 年（2.2 ドル/㎏）に 2 ドル台
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に達しており、近年相対的に上昇し 2012 年に 3.8 ドル/㎏となっている。0372 は 1988 年
より不規則に変化を繰り返しており、2003 年（51.8 ドル/㎏）以降高くなっている。その
背景の一つとしては中国の富裕層に向け、高価なスリミ製品や缶詰などが大量に輸入され
るようになったからと考えられる。 
 
 
資料：国連商品貿易統計データベース（UN Comtrade）により算出 
図 5-10  日本から水産物輸入平均単価 
 
5-5-4 主要水産物貿易数量の変化 
 日本向けの中国輸出水産物を、2011 年版の農林水産省「海外農業情報」海外統計・貿易
統計を参照しながら、数量的に上位の水産物貿易状況を確認する。 
日本向けの中国輸出水産物上位には、ウナギ調製品、イカ調製品、カツオ・マグロ類（生・
蔵・凍）、カニ調製品（気密以外）、イカ（活・生・蔵・凍もんごう含む）、エビ（活・生・
蔵・凍・塩・乾）、ウナギ（活）がある（図 5-11）。ウナギ調製品は、2000 年（61,416 ト
ン）から右肩下がりに減少して 2011 年（13,869 トン）まで年平均 12.7％で減少している。
ウナギ（活）は 2005 年（11,892 トン）を境に輸出数量が減少に転じ、2012 年に 4768 ト
ンとなった。その原因は前述したように、中国加工のウナギ調製品において安全基準量を
上回る残留農薬などの事件が何度も摘発されたことがあげられる。それに対してイカ調製
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品（気密以外）は 2000 年（15,495 トン）に入り上昇傾向にあり、2007 年に 40,360 トン
に達した後、2011 年に 40.073 トンとなっている。イカ（活・生・蔵・凍もんごう含む）
はイカ調製品と同様の変化を示しているが、2002 年以降イカ調製品の輸出数量を下回るよ
うになった。カツオ・マグロ類（生・蔵・凍）とエビ（活・生・蔵・凍・塩・乾）の輸出
数量は 2006 年前後から減少に転じるようになった。カニ調製品（気密以外）は 1 万トン
前後を推移し、2011 年に 8,212 トンとなっている。 
 
 
資料：農林水産省海外農業情報のデータを抜粋して作成 
図 5-11  日本向け中国から主要水産物輸出数量の推移 
 
一方、日本からの主要輸入水産物は、サケ・マス（生・蔵・凍）、イカ（生・蔵・凍）、
ホタテ貝（生・蔵・凍・塩・乾）、スケトウダラ（生・蔵・凍）、乾燥ナマコ（調製品）、サ
バ（蔵・凍）、また、サンマ（凍）が数量的に上位のものである。2000 年に数量的に最も
多かったのはイカ（生・蔵・凍）（4,161 トン）とサケ・マス（生・蔵・凍）（3,131 トン）
である。イカ（生・蔵・凍）は 2001 年に（31,730 トン）ピークに達した後、大きく下落
して 2006 年（2,089 トン）の最低値を経て、2011 年に 15,655 トンとなった。サケ・マス
（生・蔵・凍）は 2002 年～2010 年の間にトップを占め、日本の漁獲高の 4 割が中国向け
の輸出となった。その背景としては、BSE や鳥インフルエンザなどの問題により水産物の
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国際的需用が高まり、特に欧米で天然サケ需用が増加した。日本は天然の秋サケを原料と
して一旦中国に輸出した後、その加工品を再び欧米に輸出するという事業を展開したため、
日本産地が大量の加工原料を中国に輸出するようになった (清水、2007)。スケトウダラ
（生・蔵・凍）は、2003 年から分類され、その以前のデータがない。日本からのスケトウ
ダラの主要輸出相手国は中国と韓国であるが、2008 年に円高差益の減少で中国向けの輸出
は減少し、2009 年以降日本国内流通が中心となっている。サバ（冷蔵・冷凍）は 2003 年
（1,128 トン）より急増し 2006 年（48,419 トン）にピークを迎えスケトウダラの輸入数
量を上回ったが、その後減少傾向にあり、2011 年に 7,659 トンに留まっている。サンマ（冷
凍）は 2000 年（336 トン）から 2009 年（8,559 トン）の間に順調に拡大しているが、近
年減少し 2010 年にホタテ貝（生・蔵・凍・塩・乾）の数量を下回った。 
 
5-6 おわりに 
 
近年、中国水産食品市場は堅調な成長ぶりをみせている。当該市場の全販売金額は、2006
年（545 億元）から 2012 年（1,494 億元）の間に年平均 29％の成長率で拡大している。
今後、日中間における水産物貿易は単なる加工品の提供国である中国、消費国である日本
という構造ではなく、中国における水産加工品市場への供給にも積極的に進出する日系企
業が増加すると思われる。中国国内には、海藻加工品（昆布、海苔など）、水産乾物、水産
練り製品、水産缶詰の 4 種類の加工品種類がある。消費水準の上昇に伴い外食や旅行の機
会が増え、食品に対する概念も変化している。海藻加工品は、健康飲食の風潮が高まるに
つれて海藻の高度加工製品の数量も増加してきており、また日本や韓国の食習慣の影響を
受けて、焼き海苔、酢昆布などの間食商品が大中都市で流行してきている。日本の高岡屋
株式会社や小浅商事株式会社が積極的に参入しており、中国の食用海苔類市場の開拓や「神
仙」ブランドの海苔等を取り扱うことで大量に生産している。水産乾物では、肉類に比較
して、より健康的な干しアワビやナマコ等の栄養価が注目されており、市場規模拡大の一
要因となっている。日系の合資企業である大連乾日海洋食品有限公司は「乾日海洋」など
のブランド品作りに力を入れている。また、大連雅蕾水産有限公司はアワビや生ウニ等を
取り扱っている。水産缶詰は、衛生的で便利性があり、保存も利くとの評価が定着しつつ
あることで需要は拡大傾向にある。株式会社マルハニチロ水産との合弁企業である大連遠
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洋瑪魯哈食品有限公司は、2006 年に設立され、サンマ水煮、サバ照り焼き等水産缶詰及び
カレー味のイカ等レトルト食品作りを手がけている。また、青島稲進食品有限公司はいな
ば食品株式会社により設立され、ライトツナを製造・販売している。これまで外資水産加
工メーカーはすべて輸出型で原料を二次加工し商品としてアメリカ、日本、フィリピン、
韓国、インド、マレーシア、台湾等の国や地域に輸出してきた。現在、中国で生産される
水産加工品の 5 割は輸出されており、欧米、日本等の厳しい品質基準に適応した製品が求
められている。これを受けメーカー各社は競って HACCP 等の国際基準を取得し、衛生、
品質意識の確立と向上に注力しており、輸出量は一貫して増加傾向にある。また、中国国
内の水産食品市場は、国内生産レベルの向上に伴い市販、業務用の中国産商品の需要量が
増加しており、日系企業は現地で生産・販売しつつあり、近い将来、日中間水産物貿易に
もその動きが反映されることになろう。 
 
注： 
(1) 「2006 年、我国进口水产品 332.2 万吨、扣除来进加工原料 163.7 万吨和鱼粉 97.9 万
吨、我国实际进口供居民使用的顺出啊品 70.6 万吨（不含远洋自捕运回）」と言及、中
国では実際食用向けの輸出数量の計算公式は、国内食用向け量＝輸入量－来進加工貿
易量－非食用輸入量(魚粉)となっていることが分かった。 
(2) マラカイトグリーン（MG)は緑色の合成色素で、工業的に染料として繊維等に利用さ
れている。（農林水産省が行った養殖魚用飼料への MG 及び LMG の含有実態調査及
び飼料製造業者が独自に行った調査の結果、中国産魚粉並びに国内で製造した魚粉中
に、MG 及び LMG の混入が確認された（内閣府食品安全委員会 HP）。 
(3) 10 月 1 日より新設した検査であるが、22 種類の水産加工品と 12 種類の水生動物の中
からニトロフラン代謝物が検出された。（資料：中国国家質検総局 HP）  
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第 6 章 構造変化の貿易政策上の分析 
 
6-1 はじめに 
 
日中水産物貿易は貿易数量・金額共に拡大期と減少期に分けられる。減少期に転じる背
景の一つとしては、中国の食品安全問題がある。その後、日本にポジティブリスト制度が
導入され、日中水産物貿易はさらに減少傾向をたどった。中国政府は安全政策の実施や管
理システムを徹底し、日本向けの輸出商品を含めた中国食品の国際競争力を高めようとし
ている。そのダイナミックな変化過程とその要因を解明するため、まず、日中水産物貿易
の拡大期における中国側の輸出強化政策などを明らかにし、中国水産物輸出に対する安全
意識の増強とその施策を説明する(第 2 節)。次に、ポジティブリスト制度、「攻めの農政」
など日本水産物貿易政策を中心として説明する(第 3 節)。最後、日中水産物貿易の減少期
において両国の対応を解明し、今後の中国側の課題についても説明する(第 4 節)。 
 
6-2 中国水産物輸出に対する安全意識の増強とその施策 
 
6-2-1 水産物輸出の蹉跌 
 WTO 加盟後、中国における農林水産物輸出は、食品安全問題をめぐり数回に亘り中止
制裁を受けた。その内、2002 年 1 月 25 日、欧州委員会の SVC（Standing Veterinary 
Committee、常任獣医委員会）は、中国産動物由来製品のヨーロッパ（EU） への輸入を
一時停止（suspend）する案を可決した。当該事件は中国にとって最大の打撃と言える。
1994 年以降、EU は食用動物への使用を禁止したクロラムフェニコールの残留が中国から
輸入されるエビから検出され、中国産製品の全面輸入禁止などの措置を実施した。輸入停
止の対象となったのは、家禽肉、ハチミツ、一部の水産魚介類である(NIHS、2007)。ま
た、アメリカ、カナダ、日本、韓国は、相次ぎ中国産魚介類の中からクロラムフェニコー
ルを検出し、慎重な輸入検査体制を敷いた。2002 年以来アメリカ食品医薬品局（FDA）
は何度か輸入魚介類中の抗菌剤等について輸入警報などを発令して、クロラムフェニコー
ルやスルファ等 11 種の薬物使用を制限した。2002 年 3 月に、日本は 11 種の残留農薬の
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最大使用量を発表した。同年 7 月 18 日に日本は、中国から輸入した蒲焼ウナギ加工品か
ら抗生物質や合成抗菌剤等を検出したことにより、輸入量を厳しく制限した。2003 年にエ
ンロフロキサシンの残留量が基準値を上回る検査結果が出た。このような状況の中で、EU
向けの中国輸出会社は総損失額 6 億強ドル近い損害をだしたといわれる。中国の水産物輸
出減は中国国内市販価格にも影響を及ぼし、価格低下を引き起こした商品もある。以上の
ような経緯の中で、中国政府は食品の安全問題を認識し始め、国際食品基準に照準して対
応策を講じるようになった。 
 
6-2-2 食品安全基準について  
中国が 2005 年に出版した《輸出商品技術手引き》（中国語：出口商品技術指南）を利
用しながら、現在の中国水産品基準と国際食品基準の相違点を明らかにする。  
 
1)コーデックス委員会 
コーデックス委員会(Codex Alimentarius Commission、 以下は CAC と省略する。)と
は、消費者の健康の保護、食品の公正な貿易の確保等を目的として、1963 年に FAO 及び
WHO により設置された国際的な政府間機関である。ゆえに、CAC 基準は食品安全を評価
する有力な国際食品基準のひとつである。日本と中国はそれぞれ 1966 年、1984 年に CAC
に加盟した。CAC 基準は国際食品規格の策定を網羅して権威のある食品規格の認証であり、
加工品、半加工品、また、食品原料に関する規格、食品衛生、食品添加物、残留農薬、汚
染物、包装食品の表示に関するコーデックス一般規格などを決めている。CAC の下に、一
般問題部会（10 部会）、個別食品部会（11 部会）、特別部会（1 部会）、地域調整部会
（6 部会）の計 28 部会が設けられており、2013 年の時点で、185 カ国の加盟国と 1 加盟
機関(EU)がある(1)。 
2)食品安全基準比較 
CAC 基準には、水産品基準（16 項目）、エビ煎餅（1 項目）、水産製品の実施規範（12
項目）がある。その内、水産品基準に一つの検査方法基準、六つの水産缶詰基準、七つの
冷凍水産物基準が含まれている（表 6-１）。 
 
表 6-1．コーデックス委員会水産品基準と中国水産品基準の相関性 
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番号 CAC 水産品基準 中国水産品国家及び業界基準 
1 CODEX STAN 90-195 冷凍フィレ一般基準 無 
2 CODEX STAN 165-1989、Rev.1-1995 冷凍フ
ィレと魚肉 
無 
3 CODEX STAN 36-1981、 Rev.1-1995 冷凍魚  GB18109-2000 冷凍海水魚 
4 CODEX STAN 166-1989 調理済み魚加工品 2004 年に加入 
5 CODEX STAN 92-1981、 Rev.1-1995 冷凍エ
ビ 
ST/T3113-2002 冷凍エビ 
6 CODEX STAN 95-1981、 Rev.1-1995 冷凍イ
セエビ 
ST/T3110-1996 冷凍皮むきエ
ビ 
7 CODEX STAN 191-1995 冷凍イカ ST/T3114-2002 冷凍ザリガニ 
8 CODEX STAN 119-1981、 Rev.1-1995 魚缶詰 無 
9 CODEX STAN 3-1981、 Rev.2-1995 サケ缶詰 GB14939-1994 魚缶詰衛生基
準 
10 CODEX STAN 70-1981、 Rev.1-1995 マグロ
とカツオ缶詰 
無 
11 CODEX STAN 94-1981、 Rev.1-1995 イワシ
類缶詰 
無 
12 CODEX STAN 37-1981、 Rev.1-1995 エビ缶
詰 
無 
13 CODEX STAN 90-1981、 Rev.1-1995 カニ缶
詰 
無 
14 CODEX STAN 167-1989、 Rev.1-1995 塩蔵タ
ラと塩蔵干しタラ 
無 
15 CODEX STAN 189-1993、 Rev.1-1995 フカヒ
レ 
SC/T3207 フカヒレ 
16 CODEX STAN 222-2001 魚介類揚げ物 SC/T3901-2000 エビ揚げ物 
17 CAC/RCP 10-1976 魚缶詰の実施規範 無 
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資料：2005 年に出版した《輸出商品技術手引き》により 
 
中国水産品基準は CAC 基準の中にある半分以下の 7 項目にしか対応していない。水産
物に関わる中国と国際水産物基準の相違点は、地域別商品の差別化や食習慣に反映される
魚介類の食べ方等が挙げられている。そのため、中国国内では、鮭、マグロ、イワシ、エ
ビ、カニ、タラ類の缶詰製品、また、イセエビやパン粉づけなどの高次加工品の製造販売
18 CAC/RCP 9-1976 鮮魚の実施規範 SC/T3002-1988 船上漁獲物の
冷凍保存の実施規範 
SC/T3003-1988 荷役の実施規
範 
SC/T3004-1998 陳列の実施規
範 
SC/T3005-1998 水産品冷凍の
実施規範 
SC/T3006-1998 冷凍魚貯蔵の
実施規範 
19 CAC/RCP 16-1978 冷凍魚の実施規範  
20 CAC/RCP 17-1976 エビ類の実施規範  
21 CAC/RCP 18-1976 軟体動物の実施規範  
22 CAC/RCP 24-1979 イセエビの実施規範 無 
23 CAC/RCP 25-1976 燻製品の実施規範 無 
24 CAC/RCP 26-1976 塩蔵魚の実施規範 無 
25 CAC/RCP 27-1983 機械による魚肉採取機の実
施規範 
無 
26 CAC/RCP 28-1983 カニの実施規範 無 
27 CAC/GL 31-1999 魚介類官能検査規範 無 
28 CAC/RCP 35-1983 調理加工品の実施規範 無 
29 CAC/RCP 37-1989 軟体動物の実施規範 無 
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は未だに困難な状況にある。加工助剤として使用される物質、また、その最大残留基準値
への規定については、中国の制限値より CAC 基準の方が詳細に記述されている。一方、
有害物質及び汚染物の基準については、CAC 基準の重金属含有量参考値にはメチル水銀
の含有量のみが設定されているが、中国側はより多くの検査基準を設定している。また、
最大残留値の基準については、CAC 基準は医薬品のアルベンダゾール、スルファメタジン 、
オキシテトラサイクリンの 3 種類物質に対する規定があるが、中国の方はヨーロッパ基準
とほぼ一致でより数多くの規定が設置されている(2)。中国の食品安全基準は国際基準と比
較して、未対応の検査項目が多く存在する一方、一部の検査基準は国際基準よりもっと高
いことが分かった。 
 
6-3 日本水産物貿易政策 
 
6-3-1 ポジティブリスト制度の導入 
2003 年 5 月の食品衛生法改正に基づき、厚生労働省は食品に残留する農薬等について、
一定の量を超えて農薬等が残留する食品の販売等を原則禁止するという新しい制度（ポジ
ティブリスト制度）を施行した。これまでの食品衛生法第 11 条に基づき一部の残留基準
を設定したが、残留基準の設定されていない農薬等を含む食品に対する規制は困難であっ
た。ポジティブリスト制度では、すべての農薬等について、残留基準を設定し、基準を超
えて食品中に残留する場合、その食品の販売等の禁止を命じる。また、その後、輸入食品
の増大や食品中への農薬等の残留に関する消費者の不安の高まりなどから、その規制強化
が求められた(6)。 
 2002 年 1 月 25 日に中国産動物由来製品のヨーロッパへの輸入を一時停止する案を可
決したことについて既に述べた。それをきっかけに日本は最大級の水産物貿易相手国の一
つである中国に対する残留農薬の量等を含め、水産物輸入品に対する検査の強化を行って
きた。厚生労働省 HP の「輸入食品中の違反事例一覧」によると、2003 年の中国産輸入水
産物は、有毒魚、下痢性貝毒、大腸菌群、また、基準値を超える有害物質などが検出され、
一年中の総検出回数は 130 回である。それを受けて、中国政府は輸出食品の加工生産段階
に注意するようになり、水産物製品輸出手引を作成したり、積極的に食品管理システムの
構築に取り組んだりしはじめた。その結果、有害物質などの検出回数は 2006 年に 79 回、
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2009 年に 37 回となり、変動があるものの、全体的に減少傾向にある (7) （図 6-1）。 
 
 
資料：厚生労働省 HP の「輸入食品中の違反事例一覧」 
図 6-1  ポジティブリスト制度における中国産水産物輸入違反の推移 
 
6-3-2 「攻めの農政」 
近年、中華圏や一部の東南アジア諸国における水産物需要の拡大と、日本からの輸出拡
大は大きな趨勢となりつつある。この点を踏まえて、2005 年、小泉首相が農林水産物等輸
出促進全国協議会を設立して、｢攻めの農政｣を象徴する農林水産物等の輸出額を｢5 年で倍
増｣することを目標に据え、全国挙げて輸出事業を推進することになった。また、安倍晋三
首相は 2006 年 9 月 29 日の所信表明演説で、農産物輸出を日本農業振興の有力な方途と
位置づけ、農産物輸出の目標を 2005 年実績の 3,310 億円から 2009 年に 6,000 億円、さ
らに 2013 年に１兆円をめざす積極的な輸出振興策を打ち出している。水産物の輸出数
量・金額は農林水産物の輸出中に最大のシェアを占めているため、水産物の輸出拡大が期
待されている(大島、2006)。日本は独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）への補助等
を通じて、輸出に取り組む事業者等に対し総合的なビジネスサポートを強化するほか、輸
出拡大に必要な調査等を行う。農林水産物における食品の輸出額は 2011 年の 4,511 億円
から 2020 年の 1 兆円まで目標を設定し補助金などを拠出しながら全面的にサポートを行
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う構えである。農林水産物の輸出対策は、輸出倍増プロジェクトやミラノ国際博覧会政府
出展への取組促進など、2013 年には総計 1,755 百万円の輸出対策予算を確保している(8)。 
 
6-3-3 日中食品安全推進 
日本国厚生労働省と中国国家質量監督検験検疫総局は、日中間における農産物食品の安
全違反問題を克服し、両国の国民の健康の保護及び食品安全水準の向上に資するため、
2010 年 5 月 31 日に、「日中食品安全推進イニシアチブ第一回閣僚級会合」を開催した。
日本からは長妻昭厚生労働大臣、中国からは王勇（ワン・イユウ）国家質量監督検験検疫
総局長が出席し、「日中食品安全推進イニシアチブ覚書」に基づく今年度の行動計画につい
て合意し、今後はこの行動計画に基づいて日中両国で輸出入される食品等の安全分野にお
ける交流及び協力を促進させていくことで一致した。これまで四回に亘り会合を開き、実
務者レベル協議及び現地調査が行われてきた。水産食品に関する協議及び現地調査の結果
については以下の通りである。第一回は、日本側からウナギの残留動物用医薬品の問題の
原因究明及び改善について中国側に要請し、衛生管理に関する現地調査を実施した。第二
回は、日本側から貝毒の改善対策及び対中食品違反事例の判断根拠について情報提供を要
請した。また、対中輸出水産物の証明書発給機関の追加に関して意見交換を行い、その後、
現地調査を実施した。中国側からは、対中輸出水産食品については、協議後に行われた現
地調査を踏まえ引き続き調整を図ることとなった。第三回は、第二回と同様に日本側から
貝毒の改善対策の情報提供を中国側担当部局への伝達を要請し、対中輸出水産物の証明書
発給機関の追加に関して意見交換を行い、その後、現地調査を実施した。第四回は、日本
側から二枚貝の残留農薬及び麻痺性貝毒について中国側の対応を聴取し、引き続き改善対
策を要求する。また、対中輸出水産物の証明書様式の改正の対応の確認、及び証明書発行
機関の追加に関して中国側から引き続き検討中である旨の説明があった。中国側からは、
東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射性物質汚染に係る最新情報の提供、中国産
食品の検査命令対象品目及び検査強化品目に係る最新情報の提供の要請があった(9)。日本
と中国は、有害物質などに起因する食品安全問題を早速に収束するため、お互いに努力す
る姿勢を見せている。 
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6-4 貿易減少期における両国の対応 
中国の食品安全問題に起因する日中水産物貿易の減少は日本のポジティブリスト制度
の導入後、顕著に見られている。それをきっかけとして中国政府は安全政策の実施や管理
システムの構築を行い、日中水産物貿易をはじめ中国食品の国際競争力の増強を図ろうと
している。 
 
6-4-1 日本ポジティブリスト制度の導入 
6-3-1 ですでに述べたように、両国間貿易減少期の日本側の対応の中心はポジティブリ
スト制度の導入である。その内容については、詳しくは 6-3-1 に述べているので、ここで
は省略するが、中国をはじめとする輸入食品増大から消費者の不安が高まり、各種薬剤等
への規制強化が求められるようになった(10) 。日本が中国産水産物に対してこれまでなか
った検査を加えた結果、大量の中国産水産物が輸入できなくなっている。 
 
6-4-2 中国食品安全強化などへの取り組み 
 
中国における第 10期 5カ年計画と第 11期 5カ年計画の政策の相違点について説明する。
以下では、中国の政策と貿易の相関性について、①食品安全問題に対応する中国政府の施
策、②輸出補助金など地方の優遇政策、③輸出税金の還付率引き上げや通関手続きの簡便
化などの輸出促進策、という 3 つの観点から分析する。 
 
1)中国の食品安全に関する施策 
 
① 律や食品安全基準などへの強化 
中国政府が食品の安全性を重視するようになったきっかけは既に述べたように、WTO
加盟後、中国産輸出商品に対して数回に亘り主要輸出先国から出された「輸入禁止」など
の制裁措置である。中国の水産物貿易は大きく打撃を受けたと同時に、食品の安全性対策
に取り組むことになった。また、輸出水産製品の国際競争力向上を図るため、食品の品質
向上にも取り組んでいる。これまでなかった食品サプライチェーンの川上から食品の安全
性を監督・管理し、体系的な食品品質安全監督管理制度を構築している。その取組み内容
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は、 
①法律整備：「中華人民共和国製品品質法」、「中華人民共和国標準化法」など 11 法律・法
規の整備、 
②政法規システムの充実：「国務院の食品等製品の安全監督管理に関する特別規定」、「中華
人民共和国工業製品生産強化証管理条例」など 13 の行政法規の制定、 
③部門規則の強化：10 部門において法律・政策などを完備（例えば、「食品生産加工企業
品質安全監督管理実施細則（施行）」、「中華人民共和国工業製品生産強化証管理条約実施弁
法」など）、 
④食品安全基準の新設：「農産品の産地環境、灌漑水質、農業資材合理使用準則」、「動植物
検疫規定」など 10 項目、などである。2008 年までの食品安全基準には、計 1,800 項目以
上の国家基準、2,900 項目の食品業界基準があり、その内、 634 項目の国家基準が必須条
件とされている。中国は輸出国別に異なる安全基準を適応しているが、日本向けには表 6-2
のように魚類検査基準を設定している。 
 
表 6-2．日本向け魚類検査基準 
項目 検査基準 
細菌数、cfu/g ＜3*106（加熱用加工品） 
大腸菌、 cfu/g 陰性 
毒素原性大腸菌  未検査 
サルモネラ、 cfu/25g 未検査 
コレラ菌（5-10 月検査） 未検査 
腸炎ビブリオ、 cfu/g 未検査 
メチル水銀、 cfu/g ≦0.3 
ボリ塩化ビフェニル、mg/kg ＜0.5（遠洋）   ＜3.0（沿海） 
資料：2005 年に出版した《輸出商品技術手引き》により 
 
② 管理システムの構築 
中国政府は輸出商品の加工生産段階を重視し、GAP、GMP、HACCP 等の国際食品認証
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制度を積極的に導入している。また、食品加工場に対しては衛生登記と分類管理を義務付
けた。特に法律違反のある食品輸出企業に対しては検査・検疫官を工場に派遣する制度が
ある。また、食品の安全検査措置や監督管理面についても力を入れている。「企業＋基地＋
農家」と「企業＋仲介所＋農家」という管理モデルを採用し、輸出食品の栽培養殖基地に
は登録管理、疫病発生検査と残留農薬・汚染物質監視制度を実施している。農産品生産の
監督管理は農業部門、食品生産加工の品質と貿易食品の監督管理は品質検査部門、食品流
通の監督管理は工商部門、飲食業の監督管理は衛生部門がそれぞれ担当し、総合的な監督
と組織調整、重大事件の調査処理は食品薬品監督管理部門が行う。中国食品安全問題に関
わる監督管理事業は、中国の実情を考慮して実施され、食品の安全性向上において大きな
役割を果たしている。中国の「輸出商品技術手引き・水産物食品」は、中国のかなりの食
品加工技術と設備が国際先進的水準に接近または到達していると言及している。国際基準
に沿う標準化生産やより科学的な生産技術を普及すると同時に、投入品の安全性や原産地
の環境問題にも注力している。また、各生産段階に対する衛生管理の基準も統一されてお
り、同一な生産環境、同一な生産技術、同一な監視体制、同一な商標などが要求されてい
る。中国の法律としては食品輸出の際、中国質量監督検験検疫総局が発行した「検査合格
証」が必要であり、出国地の税関は通関検査とその手続きを行っている。中国政府は輸出
企業の品質保証制度、優良企業・問題企業リスト制度等を公開し、また、企業に対して緊
張感と責任感を持たせ、賞罰を通じて信頼感のある輸出企業を育成している。つまり、「優
良企業リスト」に載った企業に対して奨励金等を講じる一方、「ルール違反の問題企業リス
ト」に載った輸出企業については、法に基づき処罰を与える(ジェトロ,2008)。2012 年時
点では優良企業と問題企業はそれぞれ 130社と 55社である(法制日報,2012)。2007年以来、
中国政府は食品安全性を強化するために特別取締行動を実施してきた。2012 年までは、中
国工商局による検査数は 1,177 万回、検査を受けた企業数は 2,370 万社で、受検市場数は
96.5 万件である。その結果、4.1 万社の不法企業が摘発され、廃業に至っている。また、
825 社は営業の禁止が命じられた。2007 年から 2012 年にかけて 5 年間の間に、中国政府
は、新たに《食品安全法》を制定し、また、“二部の規定”、“一つの意見”、“八つ項目の監
視制度”（中国語：“两部规章”、“一个意见”、“八项监管制度”）等を通達した(3)。以上のと
おり、食品安全保証制度や規定を新設し、中国食品管理システムの機能強化を図るなど、
食品安全問題の改善は一定の成果を収めていると言っても良い(中国政府網,2013)。 
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2)地方の優遇政策 
中国における食品管理体制の強化を図るために、政府の条文通達と地方の政策実行が緊
密に連携し特色のある連携方式が採られている。つまり、政府の条文通達は、コンセプト
が記載されているのみで、実際の取り扱いについては、細則や通達に基づき実施される。
また、当該通達でも、細かい部分を明らかにしないケースが多く、地方により独自の細則
等を出すことがあるので、統一的な指標が得られにくい。ゆえに、地域差が生じ、実際の
企業の処理は地方政府の判断による影響を受ける。この点、日本では政府主導の下、統一
な管理機構に統括されている。日本では、条文と通達がしっかり整備されており、企業は
基本的それらの通達等に従ってに日々の対応を行うことができる。それと対照的に、中国
政府は政策方針を制定し、地方政府は当該方針に従いながらも異なる対応策を講じること
になる。以下では、中国に於ける水産物貿易構造の変化に影響を与えてきた地方の優遇政
策について説明する。 
農業部漁業局が出版した《中国漁業年鑑》によると、2011 年に地域別水産物輸出金額は、
山東省（49.3 億ドル）が金額的にトップを占めている。以下では、山東省における水産物
輸出の振興策について説明する。2008 年に山東省は「財政政策を強化し大いに農林水産物
の対外貿易を促進する見解」（中国語：《关于进一步完善财政政策促进体系大力推动对外开
放的实施意见》（鲁财企[2008]28 号））を公表し、輸出企業の食品検査条件を改善し輸出量
の拡大を図っている。具体的な補助金については、輸出企業の国際食品安全認証の取得費
用に対して最高額 5 万元の補助金を奨励する。食品安全検査の設備更新にかかる補助金は、
所要費用（50 万元以下）の 50%を以内とする。また、検査用医薬品の 50%以内、最高額
30 万元を補助する。食品検査技術の顕著な向上に大きく貢献した場合には、補助金として
は所要費用（最高 20 万元）の 50%を支給する(4)。同時に、山東省検験検疫局は国家質量
検査総局（中国語：国家质检总局）と連携して輸出の突発事件対応状況と応急対策計画を
講じる。一時的に輸出する企業に対しては、食品検査の実行状況について検査を行い、原
因を究明して健全な対応方策を提案する。同時に、有力な輸出会社を中心として資金供給
を行い、円滑な資金循環を促進し、国際市場の開拓を下支えている (5)。 
 
6-5 おわりに 
2011 年に農業部は「農林水産業貿易促進計画（2011－2020 年）」中国語：（≪农业贸易
 115 
 
促进规划≫）という条文を通達している。当該条文は「全国農業と農村経済発展の第十二
期五カ年計画」、「国家食糧安全中長期企画綱要（2008－2020 年）」、また、「農業国際合作
発展第十二期五カ年計画」に基づき作成されたものである。その中には、中国における農
林水産物貿易の発展状況と現段階の課題、貿易の方向性が示されている。農林水産物貿易
の発展状況は、 
①促進システム構築：中国政府と関連部門は積極的に農林水産物の貿易拡大を促進し、貿
易促進システムの構築に力を入れている。具体的には、貿易専門機構を設立し、貿易の商
談、政策の研究、貿易救済措置、また、貿易促進サービスの提供などを行っている。また、
一部の地方政府は「農林水産物輸出促進会議」制度を作成して、輸出に際して発生する諸
問題の早急な解決に取り組んでいる。 
②国際展覧会主催：農林水産物貿易促進機構と農業主管部門は農林水産物食品の展覧会・
博覧会・プロモーション会を開催し、貿易促進活動を行い、2010 年に 260 回の一定規模
以上の展覧会を開催した。 
③情報収集：第十期五カ年企画と第十一期五カ年企画の期間に、国内外の貿易法律・法規
や貿易動向について研究・整理し貿易情報の収集と発信に取り組んできた。また、輸出入
貿易企業とその貿易製品についての詳細情報をデータベース化し、情報の透明性と利用率
を高めている。 
④補助政策：中央政府と地方政府が連携して輸出退税率の引き上げや補助金など貿易促進
策を策定している。農林水産物製品の輸出基地を建設し、ブランドの育成に向け免抵退税
政策を活用している。また、地方政府は特に有力な輸出企業に対して補助金を提供するの
みでなく、輸出入検査にかかる費用も低減させ、検査時間を短縮させている。  
中国の貿易促進取り組みについては一定の評価を得られるが、全体的に発展の初期段階
に位置しているため、国際競争力のある食品生産という目標実現まではまた時間を要する。
現段階の課題は、 
①中央と地方、政府と企業等の間の意思相通が順調に進んでいるとは言いがたい。政府の
条文通達はコンセプトのみ記載され、しっかり整備されていない。実際に地域ごとに実行
状況に差を生じ、地方政府や主管部門による人的な裁量余地が大きい。システムの機能化、
明白な責務、統一的な指標が得られにくい環境にあり、不十分である。 
②補助金額が少ない。地方政府は貿易促進に対する拠出金額が不安定かつ少量であり、マ
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ーケティングに資する経費が不足している。 
③農林水産物貿易は地区間で不均衡な発展を見せている。中国中西地区の大部分は財政力
の関係で未だに貿易促進の手段が未整備である。 
④人材の確保が必要である。貿易促進の専門人材は数少なく、また、サービスの提供や政
策などの研究は先進国と比べて相対的に遅れている。 
改革開放以来、中国の農林水産物市場規模は拡大し、国際貿易や投資等が活発になって
いると同時に、様々な不安定要素を内包している。近年、中国における農林水産物輸出は
人件費高騰による経営コストの上昇、国際市場の開拓力の不足、また、国際貿易保護主義
の台頭などの課題に当面している。中国は農林水産物貿易拡大を通じて農民の増収など生
活改善を図ろうとしており、そのために、健全な貿易発展を実現する必要性から、完全な
国際情報の開示、食品安全通知システム改善による輸出強化が求められている。今後、農
林水産物輸入に伴う国内関連産業への一定の影響を念頭に置き、両反一保（反ダンピング 
反補助金、保障措置）などの措置を取る必要が生じる。また、労働集約型商品の輸入を通
して国内資源の浪費を抑え農林水産業の持続的発展を図る必要がある。 
日中水産物貿易構造は中国からの一方的な水産物輸出から双方的な水産物貿易構造へ
と変化しており、日本と中国はお互いに最大の輸出国となっている。90 年代以降日系水産
会社は積極的に中国水産市場へ進出し、加工生産施設や物流拠点を設け、加工貿易を通じ
て両国の水産物貿易拡大を実現させてきた。また、中国経済発展に伴う水産物の消費増加
は、2000 年に入り日本からの水産物輸入を活発化させる一つの要因となっている。日中水
産物貿易の拡大期では、双方的な水産物貿易構造が加速し、数量・金額共に拡大した。と
ころが、 2003 年以降中国の食品安全問題が深刻化し、日中水産物貿易の発展を阻害し、
その結果、2006 年以降大幅な貿易減速を招いている。このことから、日中両政府は大きな
関心を持ち、食品安全検査の強化や促進会合の開催などを通じて日中水産物貿易の回復に
取り組もうとしている。また、中国は独自の水産物貿易促進やその計画を実施しているが、
現時点には数多くの課題を抱えている。 
 両政府の取組みの一つとして、日中食品安全推進イニシアチブ会合の開催がある。日本
国厚生労働省と中国国家質量監督検験検疫総局は、国民健康及び食品安全水準の向上に資
するため、2010 年 5 月 31 日以来 4 回に亘り「日中食品安全推進イニシアチブ第一回閣僚
級会合」を開催し、実務者レベル協議及び現地調査が行われてきた。具体的には、日本側
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からウナギの残留動物用医薬品の問題の原因究明及び改善、貝毒の改善対策対中輸出水産
物の証明書発給機関の判断根拠、また、二枚貝の残留農薬及び麻痺性貝毒の対応等につい
て中国側に要請し現地調査を実施した。中国側からは、東京電力福島第一原子力発電所事
故に伴う放射性物質汚染に係る最新情報の提供、中国産食品の検査命令対象品目、また、
検査強化品目に係る最新情報の提供等について日本側に要請した。日本と中国は、有害物
質などに起因する食品安全問題をめぐり、お互いに協力する意向を示し、調査や議論を通
じて双方の関心に基づく食品検査を求めながら解決策を模索している。 
中国水産物の貿易発展は 70、80 年代の資源輸出型、90 年代の加工貿易型を中心として
発展してきた。2000 年以降、政府は積極的に水産物貿易を促進させ、国際競争力のある食
品生産に力を入れている。上述したような課題が残されている。以上の課題を認識しなが
ら中国農業部は、国際競争力を持つ水産物貿易構造育成に向け、先述したように 2011 年
に「農林水産業貿易促進計画（2011－2020 年）」を通達し、今後貿易促進に取り組もうと
している。その計画の中には、貿易促進体系の構築、ブランド化の育成、輸出市場の多元
化、輸出金額・数量の拡大などが重要目標として掲げられている。しかし、現時点では日
中間水産物貿易の回復や促進目標の達成にはまた時間がかかるように見える。 
 
注： 
(1) 農林水産省 コーデックス委員会 HP. 
(2) 「輸出商品技術手引き」 2005 年。 
(3) 二部の規定は《運輸行政施策の検証規定》と《船舶油濁損害賠償保障法》（中国語：《交通
运输行政执法评议考核规定》（简称《考核规定》）、《船舶油污损害民事责任保险实施办法》
（简称《实施办法》）。八つ項目の監視制度は、《食品市场主体准入登记管理制度》《食品市
场质量监管制度》《食品市场巡查监管制度》《食品抽样检验工作制度》《食品市场分类监管
制度》《食品安全预警和应急处置制度》《食品广告监管制度》和《食品安全监管执法协调协
作制度》。 
 (4) 「農林水産物の輸出補助政策の実施細則」(中国語：农产品出口扶持政策实施细则)。 
(5) 「中国共産党山東省委員会、山東省人民政府における農林水産業の産業化経営を推進する
決定」（中国語：中共山东省委、山东省人民政府关于深入推进农业产业化经营的决定）鲁
发［2002］9 号 山東省人民政府、中共山东省委員会。 
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(6) 「食品中の残留農薬等」厚生労働省 HP 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/zanryu/index.h
tml   
(7) 厚生労働省 HP の「輸入食品中の違反事例一覧」
http://www.nihs.go.jp/hse/food-kkportal/index.html  
 (8) 「農林水産物・食品の輸出促進対策」農林水産省 HP 
http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/  
 (9) 厚生労働省 HP 輸出国対策「日中食品安全推進イニシアチブ」
http://www.mhlw.go.jp/topics/yunyu/exporter/   
(10) 「食品中の残留農薬等」厚生労働省 HP を参照されたい。
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/shokuhin/zanryu/index.ht
ml 
 
参考文献： 
 [1] NIHS(2007)輸出国における農薬等の使用状況等に関する調査 (NIHS)平成 19 年度調査 
[2] 大島一二(2006)「中国の農林水産物輸出戦略」『海外農業情報分析事業報告書』  
[3] ジェトロ（2008）「平成 19 年度 食品規制実態調査 中国における農産物・食品の安全
確保に関する政策と実態調査」2008 年 3 月 日本貿易振興機構（ジェトロ）輸出促進・
農水産部 
[4] 中国政府網(2013)「2012 年工商系統流通環節食品安全監管成績顕著」「中国政府網」2013
年 3 月 14 日 
[5] 法制日報(2012)「130 家企業獲検験検疫 AA 信用去年出口企業被列“黒名単”質検総局要求」
法制日報 2012 年 1 月 16 日 
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第 7 章 考察と課題 
 
7-1 要約と結論 
 
本研究の課題は、中国水産物貿易の構造変化とその要因を明らかにし、日中水産物貿易
構造変化の実態を解明することであった。具体的には、第１課題については、世界の水産
物貿易の中での中国の役割と中国貿易の現状を把握した上で、中国水産物貿易の構造変化
を誘導する優遇政策を研究対象として実態解明を試みた。その中でも、増値税輸出還付率
の調整は水産物貿易の構造変化と大きく係っていることが分かった。水産物貿易方式別の
納税負担を明らかにし、貿易構造変化の内外的要因を解明した。貿易構造変化の大きな特
徴として、一般貿易による中国水産物貿易の拡大傾向が注目された。第 2 課題については、
日中水産物貿易構造の変化メカニズムを解明し、輸出拡大期と減少期のそれぞれの輸出対
応を実態解明した。日本産水産物の中国食用市場向けの輸出対応を取りあげ、日中水産物
貿易の今後の発展について分析した。中国は、増値税輸出還付率の調整を通じて、貿易構
造変化を誘導しようとしていることから、税制面から水産物貿易構造変化とその要因の解
明を行った。特に 2004 年以降、水産品目別輸出還付率が引き上げされ、貿易方式別貿易
の構造変化が顕著に見られ、増値税輸出還付率との相関性を裏付けている。  
第 2 章、第 3 章は、世界水産物貿易の構造変化と特徴、また、その中に中国が果たして
いる役割と展開推移を表したものである。 
第 2 章では、1976 年以降、世界水産物貿易は発展途上国から先進国への輸出拡大という
特徴を持って発展してきたこが確認された。また、中国が世界最大の水産物輸出国であり、
輸出相手国の数が増加していることが確認できた。世界水産物生産量の拡大はアジア州に
牽引され、特に、アジア州の養殖量増加が大きな役割を果たしていることが分かった。世
界水産物貿易の展開特質は以下の特徴を見せている。 
①世界水産物貿易の規模拡大：輸出数量と金額は 1976 年から 2009 年にかけて 7.9 百万ト
ン・79.8 億ドルからそれぞれ 32.5 百万トン・966.9 億ドルとなっている。 
②養殖水産物貿易の増加：漁業・養殖業による生産量のかなりの割合が様々な食品や餌飼
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料として輸出されている。養殖水産物は主として食用向けに輸出されているが、輸出単価
が低い状況にある。 
③水産物貿易経済圏の比重変化：統計分析によると、世界水産物貿易はヨーロッパ州、ア
ジア州、アメリカ州を中心としている(貿易金額の 8 割以上)。その内、アジア州の水産物
貿易はその成長率が最も大きく、ヨーロッパ州との貿易数量の差は縮小傾向にある。 
④主要水産物貿易国の変化：世界の水産物輸入国は米国と日本に集中しているが、輸出に
ついては、中国、ノルウェー、カナダ、デンマーク、オランダなどの水産資源に恵まれる
国が水産物を大量に輸出している。輸出上位 10 カ国の割合は輸入上位 10 カ国の割合より
低く、主要水産物の輸入国は相対的に集中する傾向にあることが分かった。 
⑤世界水産物貿易の流れ：世界水産物貿易は主として発展途上国を供給者、先進国を需要
者とする需給関係を成している。また、近年、先進国へ高価格魚が大量に輸出されている
と同時に、低価格魚は食用向けとして開発途上国に持ち込まれていることが分かった。  
⑥品目別水産物貿易：「FAO Major groups」を基に統計分析を行った結果、魚(生鮮・冷蔵・
冷凍) が最も多い貿易品目であり、軟体動物(生鮮・冷蔵・冷凍)との合計は世界水産物貿
易の約 7 割を占めていることが分かった。 
 第 3 章では、筆者が中国漁業生産の発展過程について、①1979～1989 年「以养为主、
养捕并举」、②1990～2000 年「科技兴渔」、③2001 年以降「付加価値の拡大」という 3 段
階を分け、それぞれ期間の特徴を抽出した。具体的には、①979～1989 年「以养为主、养
捕并举」では、中国は魚介類の供給不足などの問題を解決する必要性から、生産量を拡大
させるために、養殖施設の建設やインフラ整備など幅広く水産物養殖業に支援している。
その結果は養殖水産物の生産量が 1979 年以来増加傾向にある。②1990～2000 年「科技兴
渔」では、中国は 6 大養殖水産物（エビ類、貝類、ティラピア、ウナギ、カニ類、フウセ
イ）を特定して養殖業者に対する優遇政策や養殖施設への投資などを実施した。③「付加
価値の拡大」。「三漁問題」が浮き彫りとなり、輸出水産物の国際競争力に対する期待感が
高まっている。水産物貿易では貿易方式別の構造変化が見られている。水産物貿易は輸出
促進品目の選定と同様に輸出促進を図られている。特に、2006 年に中国政府は初めて策定
した「農林水産物の輸出拡大に向けた 5 カ年計画」を策定し、輸出促進に取り組むように
なった。2006 年から 2010 年にかけての中国水産物貿易の特徴としては、①輸出入金額増
加率：全体的に輸出金額より輸入金額の増加率が上回っている。その背景には、WTO 加
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盟後、農林水産物輸入の自由化や日本食品産業の中国加工場への進出により委託加工原料
の輸入増等が挙げられている。②貿易方式の変化：一般貿易による輸出入数量・金額及び
その割合が拡大を続けている。③貿易相手国の分散化：これまでの金額上位の 4 大輸出先
である日本、アメリカ、韓国、そして、ヨーロッパへの集中度が低下している。中国は主
要輸出市場のみでなく、新たな輸出先国を開拓し、水産物輸出先の分散化傾向を見せてい
る。④貿易品目の変化：素材貿易から製品貿易へシフトして、加工品の輸出金額が拡大し
ている。冷凍加工品等の一時加工品を主として輸出拡大を見せている。 
 第 4 章では、本論文の独自の視点として、増値税輸出還付率の調整と水産物貿易と密接
に関係していることを解明した。 
第 4 章では、中国輸出促進政策の中に増値税輸出還付が重要な政策手段としての位置づ
けられていることを述べた。中国水産物貿易における成長率は上位から一般貿易、「進料加
工」貿易、「来料加工」貿易の順となっていることが分かった。また、中国の水産物加工貿
易は増値税輸出還付政策の下で、「進料加工」貿易の方が相対的に促進されるという特徴が
見られる。特に 2002 年以降、水産物品目別に増値税輸出還付率が引き上げられ、「進料加
工」貿易と一般貿易の輸出拡大が顕著となってきた。また、貿易方式別の納税額計算方式
を比較、分析した結果、増値税輸出還付率と貿易促進との間に強い関係性があることが分
かった。つまり、輸出還付率を引き上げ、仕入に係る増値税率と同じ数値にすると税金の
完全還付となり納税額は 0 となる。輸出に際しての増値税還付率を引き上げるほど納税額
は低下し、輸出を促進させる役割を果たすのである。さらに、中国水産物貿易の構造変化
の内外的要因についても分析を加え、科学的な論点の抽出を試みた。「4-6 おわり」では、
既に記したが、改めて本章の論点を整理する。①1976 年以降、世界水産物貿易は発展途上
国から先進国への輸出拡大を特徴としている。②中国は世界最大の水産物供給国であり、
2000 年以降、「来料加工」貿易は停滞傾向にある一方、「進料加工」貿易は「来料加工」貿
易に比べて相対的に伸長している。それ以上に、大きな伸びを見せているのは一般貿易で
ある。③増値税輸出還付制度の面からは、「進料加工」貿易と一般貿易に係る水産企業が増
値税還付を受けて、両貿易方式への傾斜を強めていることが分かった。④中国は旺盛な海
外需要に対応して、輸出国ごとに養殖水産物を一般貿易で大量に輸出している。一般貿易
では 6 大養殖水産物（エビ類、貝類、ティラピア、ウナギ、カニ類、フウセイ）の輸出金
額は一般貿易の方が半分以上を占めている。中でも、ティラピアは最重要な輸出水産物で
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あり、その主な輸出形態は低次加工品である冷凍加工品である。また、その輸出先はアメ
リカとヨーロッパ諸国である。 
 第 5 章、第 6 章は日中水産物貿易の構造変化、また、貿易政策の視点から分析を行い、
その構造変化との関係性を説明し、研究課題の解明に繋げた。 
 第 5 章では、まず、日中間水産物貿易の推移について整理した。具体的には、第 1 段階
（1949～1985 年）は、中国における水産資源の輸出時期である。日中間水産物貿易は主
として天然資源に依拠する貿易構造が成り立っていた。第 2 段階（1986～2002 年）は、
加工貿易を中心とする貿易成長期である。日本向けの輸出水産物には天然・養殖水産物と
一部の輸入水産物による加工品等がある。第 3 段階（2003～現在）は、食品安全問題の多
発期である。また、中国の経済発展と共に中国人が水産物の消費を拡大しており、日本を
始めとしての外国は中国食用市場向けに水産物を輸出する現状を解明した。最後に、日中
間水産物貿易の特徴を把握した。①貿易規模の変化：日本における中国からの水産物輸出
数量は、1988 年（114,875 トン）から 2002 年（630,414 トン）までの 13 年間に平均的に
年間 14％の増加率で拡大していることが分かった。②貿易品目の比率変化：日本からの輸
入品目では、生鮮、冷蔵、冷凍甲殻類と軟体動物（036）は増加傾向にある。水産加工品
の輸入は少量であり、大きな変化はない。③中国の日本向けの輸出品目別の単価は上昇傾
向にある。④サケ・マス、イカ類、ホタテ貝、スケトウダラ、乾燥ナマコ（調製品）、サバ、
また、サンマ（冷凍）が数量的に上位のものである。多くの水産物で輸出数量が拡大期か
ら減少期に入っている。その背景には食品安全問題が存在している。 
 第 6 章では、中国は輸出促進については政策的に一定の評価を得られるが、全体的に発
展の初期段階に位置して、国際競争力のある加工品作りに至っていない。その背景には、
「6-6 おわり」で既に説明したとおり、①中央と地方、政府と企業等の間に意思疎通が不
足している。政府はコンセプト式の条文を通達し、実行の細目を整備していない現状にあ
り、明白な責務、統一的な指標が得られにくい現状にある。②補助金額が少ない。地方政
府は貿易促進に対する拠出金額が不安定かつ少量であり、マーケティングに資する経費が
不足である。③農林水産物貿易は地区間の不均衡な発展を見せている。中国中西地区の大
部分は財政力の関係で未だに貿易促進の手段を見出せていない。④人材の確保が必要であ
る。貿易促進の専門人材は数少なく、また、サービスの提供や政策などの研究は先進国と
比べて相対的に遅れている。 
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7-2 考察 
 
改革開放以来、輸出還付制度は中国の貿易政策を誘導する重要な手段の一つとなってい
る。中国は輸出還付率の調整を通して貿易構造の変化を誘導してきた。これまでは加工貿
易が中国経済の発展を牽引する重要な原動力の一つであった。しかし、近年中国における
加工貿易の問題点が表面化し、加工貿易禁止商品の拡大を中心とした中国の加工貿易抑制
策が打ち出され、貿易政策を通じた産業構造高度化が推進されている。例えば、輸出還付
率の引き下げ品目は石炭や鉄鋼など「両高一資」製品(高汚染、高エネルギー消耗と資源浪
費型)であるが、引き上げ品目は精密機械やハイテク等が挙げられている。中国の輸出還付
制度は加工工程において製品の増値部分を対象として税金を還付する。輸出製品の付加価
値(高次加工品)は多いほど、還付額が多くなり、結果としてコストダウンに繋がっている。
中国政府は増値税輸出還付制度を用いて全体的に工業の高度化を推進する姿勢をとってい
る。 
2004 年以降、水産物品目別輸出還付率は全般的に引き上げられ、中国では水産物輸出を
政策的に促進する動きが伺える。一方、水産物加工品に対する輸出還付率の引き上げ幅が
異なる状況にある。例えば、2009 年以降、加工場の税負担は冷蔵・冷凍などの低次加工品
では負担税率が 8％(＝仕入増値税率 13％－輸出還付率 5％)から 0％(＝仕入増値税率 13％
－輸出還付率 13％)の完全還付になったのに対して、高次加工品では 4％(＝仕入増値税率
17％－輸出還付率 13％)から 2％(＝仕入増値税率 17％－輸出還付率 15％)と若干の軽減に
とどまり、高次加工品の税負担が相対的に大きいという結果となった。このことから、中
国水産加工場は高付加価値を生む高次加工品への製品開発意欲を弱め、還付率の高い低次
加工品にシフトする現状にある。中国政府は水産物の輸出拡大を積極的に誘導しているが、
政策的に高付加価値加工品より低次加工品の輸出拡大を推進する結果となっていることが
分かった。つまり、中国政府は、中国の輸出貿易を全体的に高付加価値化の方向に推進し
ているものの、水産物の輸出貿易においては完全に高付加価値へ誘導するという体制には
なっていないのである。その背景の一つとしては、中国の水産物養殖が数量・金額的に拡
大する中で、中国政府が養殖水産物の加工品の輸出拡大を強めていることが伺える。また、
多くの中国水産加工企業は、利益最大化を追求する際に加工原料単価の高低が判断基準の
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一つとなっている。高価な外国産水産加工原料より相対的に安価な国産養殖水産物(原料価
格の価格交渉などの面)を利用し、中国産養殖水産物の加工品を一般貿易で大量に輸出して
いる。また、水産物一般貿易による輸出拡大の背景は「4-7 おわり」で既に説明した通り、
水産物貿易が中国にとって重要であり、高付加価値の産業として位置づけられ、政策的に
水産加工品の輸出拡大が誘導されている。つまり、一部の養殖魚種は、計画的に輸出を前
提に生産されており、意図的に該当養殖水産物を原料とする加工品を輸出拡大させる動き
が伺える。 
 さらに水産物品目別の増値税還付率引き上げによる輸出促進の意味についてさらに深く
掘り下げて検討すると、以下のような指摘ができる。中国政府が政策的に主体性の高い国
産水産物加工品を輸出拡大するもう一つの理由には、中国経済の安定、或いは、雇用安定
の維持を図ろうとする狙いがあるものであると考えられる。中国における貧富の差を是正
する鍵は、農村地域、或いは、内陸淡水養殖地域に雇用の機会を創出することである。中
国政府が政策的に国産養殖魚を利用させることで、必然的に中国淡水養殖を含む地域雇用
の安定がもたらされる。 
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 増値税または増値税輸出還付についての法規や通達は簗瀬 正人「中国税法全書 2008－
2009 年版」を主として引用とする。他には、平野 嘉秋(2012 年)「中国の租税制度」、近
藤義雄(2010 年)「中国増値税の実務詳解」などがある。 
また、中国税務総局 HP(http://www.chinatax.gov.cn/)と中国人民共和国中央人民政府
HP(http://www.gov.cn/)を確認しながら、増値税条例や通達等の修正を加えた。 
 
 
付録 1．増値税暫行条例基本法規 
1－1 増値税暫行条例 
中華人民共和国増値税暫行条例 1993 年 12 月 13 日中華人民共和国国務院令第 134 号発表 
 
第 1 条（納税義務者） 
 中国国内で物品販売または加工、修理・補修役務の提供および物品の輸入を行う団体と
輸入は、増値税の納税義務者（以下「納税者」という）であり、本条例に基づき増値税を
納付しなければならない。 
 
第 2 条（課税の対象と税率） 
１)増値税率は以下のように定める。 
(1)納税者が物品の販売または輸入を行う場合は、本条第 2 号および第 3 号に規定するもの
を除き、税率を 17%とする。 
(2)納税者が下記物品の販売はたは輸入を行う場合は、税率を 13%とする。 
 ①穀物、食用植物油 
 ②水道、暖気、冷気、湯、ガス、LPG(液化石油ガス)、天然ガス、メタンガス、住居用
石炭製品 
 ③図書、新聞、雑誌 
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 ④化学肥料、農薬、農薬機械、農業用プラスチックアィルム 
 ⑤国務院の規定するその他の物品 
(3)納税者が物品を輸出する場合は税率を 0%とする。ただし、国務院が別途規定するもの
を除く。 
(4)納税者が加工、修理、補修役務(以下課税役務という)の提供を行う場合は税率を 17%と
する。 
2）税率の調整は国務院が決定する。 
 
第 3 条（税率の異なる課税対象品） 
税率の異なる物品の販売または役務提供を行う納税者は、各税率で物品または課税役務
の売上高を区分して計算しなければならない。売上高を区分計算しない場合は、いずれか
高い方の税率を適用する。 
 
第 4 条（納税額計算） 
本条例第 13 条の規定を除いて、納税者が物品の販売または役務の提供(以下物品販売ま
たは課税役務提供という)を行った場合の納税額は、当期売上税額から当期仕入税額を控除
した残額とする。納税額の計算式は下記の通りである。 
 
納税額＝当期売上税額－当期仕入税額 
 
当期売上税額が当期仕入税額を下回る場合は、超過額を翌期に繰越して控除することが
できる。 
 
第 5 条（売上税額） 
 納税者が物品販売または課税役務を行った場合には、売上高と本条例第 2 条に規定する
税率により計算し、購入者より受取る増値税を売上税額とする。売上税額の計算式は下記
の通りである。 
 
売上税額＝売上高×税率 
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第 6 条（「売上高」の定義） 
1)「売上高」とは、納税者が物品販売または課税役務提供を行った場合に、購入者より受
取る代金総額と価格外費用を意味する。ただし売上税額は含まない。 
2)売上高は人民元で計算する。納税者が外貨で売上高を決済する場合には、市場為替レー
トで人民元に換算しなければならない。 
 
第 7 条（主管税務機関の裁量権） 
 納税者の物品販売額または課税役務提供額が明らかに低額でかつ正当な理由がない場合
は、主管税務機関がその売上高を確定する。 
 
第 8 条（仕入税額） 
１)納税者が物品を購入または課税役務を利用（以下、物品購入または課税労務利用という）
した場合に支払う。または負担する増値税額に限定される。 
2)売上税額から控除できる仕入税額は、本条第 3 項に規定する場合を除いて、下記の増値
税控除証憑に明記された増値税額に限定される。 
 (1)仕入先から受領した増値税専用領収証に明記された増値税額 
 (2)税関から受領した納税済証憑に明記された増値税額 
3)免税対象となる農産物を購入した場合に控除できる仕入税額は、購入価格と 10%の控除
税率により計算する。仕入税額の計算式は下記の通りである。 
 
仕入税額＝購入価格×控除率 
第 9 条（増値税控除証憑、専用領収証および課税証憑） 
納税者が物品購入または課税労務を受けた場合において、規定通りに増値税控除証憑を受
領あるいは保管しなかった場合、および増値税控除証憑に規定通りに増値税額およびその
他の関連事項が記載されていない場合には、当該仕入税額を売上税額から控除してはなら
ない。 
 
第 10 条（控除不能仕入税額） 
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 下記の仕入税額は売上税額から控除してはならない。 
 (1)購入した固定資産 
 (2)非課税項目の購入物品または課税役務 
 (3)免税項目の購入物品または課税役務 
 (4)福利厚生または個人の消費のための購入物品または課税役務 
 (5)非正常損失を受けた購入物品 
 (6)非正常損失を受けた仕掛品、製品に消費した購入物品または課税役務  
 
第 11 条（小規模納税者の納税額計算および小規模納税者の基準の規定） 
1)小規模納税者の物品販売または課税役務提供は、簡便法により納税額を計算する。  
2)小規模納税者の基準は財政部が規定する。 
 
第 12 条（小規模納税者に適用される税率） 
 小規模納税者の物品販売または課税役務提供に適用される税率は 6%とする。税率の調
整は国務院により決定される。 
 
第 13 条（小規模納税者の納税額計算） 
1)小規模納税者の物品販売または課税役務提供は、売上高と本条例第 12 条に規定する税
率により納税額を計算し、仕入税額の控除はできない。納税額計算式は下記の通りである。  
 
納税額＝売上高×税率 
 
2)売上高は本条例第 6 条および第 7 条の規定により確定する。 
 
第 14 条（一般納税者の認定） 
 適切な会計処理がなされており、かつ正確な税務資料を提供することのできる小規模納
税者は、主管税務機関の認可を得ることにより、小規模納税者とみなされることなく、本
条例の関係規定に基づき納税額を計算することができる。 
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第 15 条（輸入物品の納税額計算） 
 納税者の輸入物品は、課税標準価格と本条例第 2 条に規定する税率により課税率を計算
する。この場合、いかなる税額も控除できない。課税標準価格と納税額の計算式は下記の
通りである。 
 
課税標準価格＝関税課税価格＋関税＋消費税 
納税額＝課税標準価格×税率 
 
第 16 条（免税項目） 
1)下記項目は増値税を免除する。 
(1)農業生産者が販売する自己生産の農産物 
(2)避妊薬品および用品 
(3)古書 
(4)科学研究、化学試験および教育に直接使用される輸入計器及び設備 
 (5)外国政府および国際組織による無償援助の輸入物資および設備 
 (6)加工、組立ておよび補償貿易用の輸入設備 
 (7)障碍者機械が障碍者専用に直接輸入する物品 
 (8)自己使用した物品の販売 
2)前項に規定する以外の増値税の減免税項目については国務院が規定する。いかなる地
区・部門も減免税項目を規定してはならない。 
 
第 17 条（減免税項目を兼業する場合の区分計算） 
 納税者が減免税項目を兼業する場合、減免税項目の売上高を区分計算しなければならな
い。売上高を区分計算しない場合には減免してはならない。 
 
第 18 条（増値税の課税基準額） 
 納税者の売上高が財政部が規定する増値税課税基準額に達しない場合には、増値税を免
除する。 
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第 19 条（増値税納税義務の発生日） 
 増値税納税義務の発生日は下記の通りとする。 
 (1)物品販売または課税役務提供の場合は、売上代金受領日、または売上代金取る証憑受
領日 
 (2)輸入物品の場合は輸入通関日 
 
第 20 条（増値税の徴収義務者） 
1)増値税は税務機関が徴収し、輸入物品の増値税は関税が代理徴収する。 
2)個人が携帯または郵送により通関する自己使用物品の増値税は、関税とともに計算する。
具体的な方法については国務院関税税則委員会が関係部門と共同で決定する。  
 
第 21 条（増値税専用領収証の発行と禁止項目） 
1)納税者が物品販売または課税役務提供を行う場合には、購入者に増値税専用領収証を発
行し、増値税専用領収証上に売上高と売上税額をそれぞれ明記しなければならない。  
2)下記事項のいずれかに該当し、領収証を発行する必要がある場合には、通常の領収証を
発行し、増値税専用領収証を発行してはならない。 
 (1)消費者に対する物品販売または課税役務提供 
 (2)免税物品販売 
 (3)小規模納税者による物品販売または課税役務提供 
 
第 22 条（納税地） 
 増値税納税地は下記の通りとする。 
 (1)固定事業者は本店所在地の主管税務機関に申告納税する。本店と支店が同一の県 (市)
にない場合には、各所在地の主管税務機関にそれぞれ申告納税する。国家税国総局または
主管税務機関の許可を得ることにより本店が一括して本店所在地の主管税務機関に申告納
税することができる。 
(2)固定事業者が他県(市)において物品販売を行う場合には、本店の主管税務機関に所轄外
地域経営活動税収管理証明の発行を申請し、本店の主管税務機関に申告納税する。本店の
主管税務機関が発行する所轄外地域経営活動税収管理証明を所持せずに、他県(市)で物品
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販売または課税役務提供を行った場合には、販売地の主管税務機関に申告納税する。販売
地お主管税務機関に申告納税しなかった場合には、当該機構の所在地の主管税務機関が税
金を追徴する。 
 (3)非固定事業者が物品販売または課税役務提供を行う場合には販売地の税務機関に申
告納税する。 
 (4)物品を輸入する場合には、輸入者または輸入代理人が通関地の税関に申告納税する。 
 
第 23 条（納税対象期間と納税期限） 
1)増値税の納税対象期間は毎日、3 日毎、5 日毎、10 日毎、15 日毎、または毎月とする。
納税者の具体的な納税対象期間は、主管税務機関が納税者の納税額に応じて決定する。納
税対象期間を確定できない場合には、その都度納税する。 
2)納税者が毎月納税する場合は、期間満了から 10 日以内に申告納税する。毎日、3 日毎、
5 日毎、10 日毎、あるいは 15 日毎に納税する場合は、締切日より 5 日以内に予納し、翌
月の 1 日から 10 日までに申告納税し、前月の課税額を精算する。 
第 24 条（輸入物品の納税期限） 
 納税者が物品を輸入する場合には、税関が記入、発行する税額納付証を受領した日の翌
日より 7 日以内に当該税額を納付しなければならない。 
 
第 25 条（輸出物品の税額還付） 
1)適用税率を 0%とされた輸出物品については、納税者が税関に輸出手続きを行い、輸出
申告書等関係書類をもとに、毎月税務機関に輸出物品の税額還付を申告できる。具体的方
法は国家税務商務局の規定による。 
2)輸出物品税額の還付後、返品またはつかん取消しが生じた場合は、納税者は還付税額を
返還しなければならない。 
 
第 26 条（徴収管理） 
 増値税の徴収管理は「中華人民共和国国税収徴収管理法」と本条例の関連規定に基づい
て実施する。 
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第 27 条（外国投資企業と外国企業の増値税の課税） 
 外国投資企業と外国企業についての増値税の課税は、全国人民代表大会常務委員会の関
連規定に基づいて実施する。 
 
第 28 条（解釈責任） 
 本条例は財政部が解釈の責任を負う。実施細則は財政部が策定する。 
 
第 29 条（施行日） 
 本条例は 1994 年 1 月 1 日から施行する。1984 年 9 月 18 日国務院公布の「中華人民共
和国増値税条例(草案)」と「中華人民共和国物品税条約(草案)」は廃止する。 
 
1－2 増値税暫行条例実施細則 
 中華人民共和国増値税暫行条例実施細則 1993 年 12 月 25 日 (93)財法字第 38 号 
 
第 1 条（根拠条例） 
 「中華人民共和国増値税暫行条例」(以下条例と略称する)第 28 条の規定に基づいて、本
細則を制定する。 
 
第 2 条（「物品」「加工」「修理・補修」の定義） 
1)条例第 1 条にいう「物品」とは有形動産(電力、火力、ガスを含む)を意味する。  
2)条例第 1 条にいう「加工」とは、受託加工製品を意味する。すなわち委託者側が原料お
よび主要材料を提供し、受託者は委託者側の要求に基づき物品に対する修復を行い、その
現状と機能の回復を受託する業務を意味する。 
3)条例 1 条にいう「修理・補修」とは損傷、機能を喪失した物品に対する修復を行い、そ
の現状と機能の回復を受託する業務を意味する。 
 
第 3 条（「物品販売」「加工、修理・補修役務提供」の定義） 
1)条例第 1 条にいう「物品販売」とは、物品の所有権を有償で譲渡することを意味する。  
2)条例第 1 条にいう「加工、修理・補修役務提供」とは、加工、補修役務を有償で提供す
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ることを意味する。ただし、組織または個人事業者が雇用した労働者が当該組織または雇
用主のために行う加工、修理・補修役務の提供は含まない。 
3)本細則にいう「有償」とは相手側から貨幣、物品またはその他の経済的利益を取得する
ことを意味する。 
 
第 4 条（みなし物品販売） 
 組織また個人事業者の下記の行為は物品販売とみなす。 
 (1)物品の委託販売 
 (2)物品の受託販売 
 (3)2 ヶ所以上の機構をゆうし、郷さん納税を行う納税者が、物品を一方の機構から他方
の機構に販売用に移送した場合、ただし、機構が同一県(市)にある場合は除く。 
 (4)自家製品および委託加工品を非課税項目に用いた場合 
 (5)自家製品、委託加工品および購入物品を出資の対象物として、他の組織または個人事
業者に提供した場合 
 (6)自家製品、委託加工品および購入物品を株主または投資者には配当した場合 
 (7)自家製品および委託加工品を福利厚生または個人の消費にしようした場合 
 (8)自家製品、委託加工品および購入物品を他人に無償贈与した場合 
 
第 5 条（混合販売行為） 
1)一つの販売行為が物品販売と非課税投資の提供の双方に関わる場合には、混合販売行為
とみなされる。物品の生産、卸売または小売に従事する企業、企業の性質をもつ組織およ
び個人事業者による混合販売行為は、物品販売とみなされ増値税の課税対象とされる。そ
の他の企業および個人の混合販売行為は、非課税役務の提供とみなされ増値税の課税対象
とされない。 
2)納税者の販売行為が混合販売行為に属するか否かについては、国家税務総局に所属する
徴収期間が確定する。 
3)本条第 1 項にいう「非課税役務提供」とは交通運輸業、建築業、金融保険業、郵便通信
業、文化スポーツ業、サービス業の営業税の課税範囲に該当する役務提供を意味する。  
4)本条第 1 項にいう「物品の生産、卸売または小売に従事する企業および個人事業者」に
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は、物品の生産、卸売または小売に主として従事し、非課税役務を兼業 S る企業および個
人事業者を含む。 
 
第 6 条（非課税役務提供の兼業） 
1)納税者が非課税役務提供を兼業する場合は、物品販売または課税役務提供と非課税役務
提供の売上高をそれぞれ区分計算しなければならない。区分計算が不可能な場合もしくは
正確に計算できない場合には、当該非課税役務提供についても物品販売および課税役務提
供とともに増値税の課税対象とされる。 
2)納税者が非課税役務提供を兼業する場合において、当該非課税役務提供が増値税の課税
対象とされるか否かについては、国家税務総局に所属する徴収期間が確定する。  
 
第 7 条（「国内での物品販売」「国内での課税役務」の定義） 
1)条例第 1 条にいう「国内での物品販売」とは、物品販売の運送起点または所在地が国内
であることを意味する。 
2)条例第 1 条にいう「国内での課税役務」とは、取引に供する課税役務の発生が国内であ
ることを意味する。 
 
第 8 条（「組織」「個人」の定義） 
1)条例第 1 条にいう「組織」とは、国有企業、集団企業、私有企業、株式会社、その他の
企業と行政単位、事業単位、軍事単位、社会団体およびその他の組織を意味する。  
2)条例第 1 条にいう「個人」とは、個人事業者およびその他の個人を意味する。 
 
第 9 条（企業のリースまた請負経営） 
 企業を他人にリースまたは請負経営させている場合は、借受人または請負人が納税者と
なる。 
 
第 10 条（非課税役務提供を兼業する場合の税率） 
 納税者が異なる税率の物品販売または課税役務提供を行うとともに、増値税の課税対象
となる非課税役務提供を兼業する場合には、高い方の税率を適用しなければならない。  
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第 11 条（売上返品および売上値引） 
 小規模納税者以外の納税者(以下「一般納税者」という)が、売上返品または売上値引に
より購入者に返還する増値税額は、売上返品または売上値引の発生した当期の売上税額か
ら控除しなければならない。仕入返品または仕入値引により返還された増値税は、仕入返
品または仕入値引の発生した当期の仕入税額から控除しなければならない。  
第 12 条（価格外費用） 
1)条例第 6 条にいう「価格外費用」とは、購入者から受け取った価格外の手数料、基金、
資金調達費用、返還利益、奨励金、違約金、違約金(支払延滞利息)、包装費、優良品質費、
運送荷役費、代理取立金、立替金およびその他の各種性質の価格外費用を意味する。ただ
し、下記項目は含まない。 
 (1)購入者から受取った売上税額 
 (2)消費税の対象となる製品の受託加工によって発生する預り消費税額 
 (3)以下の条件を満たす立替払い運送費 
  ①購入者宛に領収証を作成した運送部門の運送費 
  ②納税者が当該領収証を購入者に渡したもの 
2)価格外費用は、その会計処理方法にかかわらず、すべて売上税額計算に含めて納税額を
計算しなければならない。 
 
第 13 条（混合販売行為および兼業される非課税役務提供） 
 混合販売行為および兼業される非課税役務提供は、本細則第 5 条、第 6 条の規定により
増値税の課税対象となる。当該売上高は物品販売と非課税役務提供の売上高の合計額、ま
たは物品販売および課税役務提供と非課税役務提供の売上高の合計額とする。  
 
第 14 条（内税方式の売上額の算出方法） 
 一般納税者が物品販売または課税役務提供を行う場合、売上税額を内税方式にして価格
表示する場合は、下記の計算式により売上額を計算する。 
 
    税込売上額 
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売上高＝ 
     1＋税率 
 
第 15 条（外貨建取引） 
 条例第 6 条の規定に基づいて納税者が外貨で売上高を計上する場合には、当該売上高の
人民元への為替レートは売上発生日レートもしくは当月 1 日の国家外貨為替レート(原則
として中間値)を選択適用することができる。納税者は事前に採用する為替レートを確定し、
確定後 1 年間は変更してはならない。 
 
第 16 条（みなし課税） 
1)条例第 7 条にいう「物品販売額または課税役務提供額が明らかに低額でかつ正当な理由
がない場合」、または本細則第 4 条にいう「物品販売」行為とみなされても売上高のない
場合は、下記の順序に従って売上高を確定する。 
 (1)納税者の当月同類物品の平均売上価格により確定する。 
 (2)納税者の最近の同類物品の平均売上価格により確定する。 
 (3)課税標準価格により確定する。課税標準価格の算式は下記の通り。 
 
 課税標準価格＝原価×(1＋原価利益率) 
 
2)消費税の課税対象物品は当該課税標準価格に、消費税を加算しなければならない。  
3)算式中の原価は、自家製品を販売するために実際に発生する原価とし、外部購入物品の
販売の場合は、実際の調達原価とする。算式中の原価利益率は国家税務総局が確定する。  
 
第 17 条（「購入価格」「代金」の定義） 
1)条例第 8 条第 3 項にいう「購入価格」には納税者が免税農産物の購入に農業生産者に支
払う代金および規定に基づいて代理徴収・代理納付する農業特産税を含む。  
2)「代金」とは、主管税務局の承認を受けて使用する仕入証憑に明記された代金を意味す
る。 
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第 18 条（混合販売行為および非課税役務提供の兼業の仕入税額） 
 混合販売行為および非課税役務提供の兼業は、本細則第 5 条、第 6 条の規定により増値
税の課税対象となるものは、当該混合販売行為に関係する非課税役務提供と非課税役務提
供の兼業のための物品購入の仕入税額が条例第 8 条の規定に該当する場合には、売上税額
から控除することができる。 
 
第 19 条（「固定資産」の定義） 
 条例第 10 条にいう「固定資産」とは下記のものを意味する。 
生産・経営の主要設備に属さない物品で単価 2、000 元以上。耐用年数が 1 年を超えるも
の。 
  
第 20 条（「非課税項目」の定義） 
1)条例第 10 条にいう「非課税項目」とは、非課税役務の提供、不動産の販売と固定資産
の建設を意味する。 
2)納税者の改築、増築、修築、建築物の装飾は、会計上の処理にかかおらず、すべて前項
にいう固定資産の建設に該当する。 
 
第 21 条（「非正常損失」の定義） 
 条例第 10 条にいう「非正常損失」とは、生産・経営過程中の政情損失による損失を意
味し、下記のものを含み。 
 (1)自然災害による損失 
 (2)管理不備により生じた物品の盗難、カビ発生および変質等による損失  
 (3)その他の非正常な損失 
 
第 22 条（みなし課税における仕入税額控除の適用除外） 
 購入物品および課税役務利用が、条例第 10 条第 1 項第 2 号から第 6 号の事項に該当す
る場合において、関連する仕入税額ガスで控除されている場合は、当期仕入税額から当該
仕入税額を控除しなければならない。当該仕入税額が生活に確定できない場合には、実際
原価計算に基づいて、控除すべき仕入税額を計算しなければならない。 
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第 23 条（控除不能仕入税額の算定） 
 納税者が免税項目または非課税項目(固定資産の建設を除く)を兼業し、正確に仕入税額
を区分できない場合は、下記の算式により控除不能仕入税額を計算する。 
 
                 当月免税項目売上高＋非課税項目営業額 
控除不能仕入税額＝当月総仕入税額× 
                     当月売上高＋当月営業額 
 
第 24 条（「小規模納税者」の判定基準） 
条例第 11 条にいう「小規模納税者」の判定基準は下記の通りである。 
 (1)物品生産または課税労務提供を行う納税者、および物品生産などを主とし物品の卸売
または小売を兼業する納税者で、年間の増値税課税売上高(以下、「課税売上高」という)
が 100 万元以下の者 
 (2)物品の卸売または小売に従事する納税者で、年間課税売上高が 180 万元以下の者 
 
第 25 条（小規模納税者の売上高） 
1)小規模納税者の売上高には該当納税額を含まない。 
2)小規模納税者が物品販売または課税役務提供を行い、内税方式で価格を表示した場合に
は、下記の算式により売上高を計算する。 
 売上高＝税込売上高／(1＋税率) 
 
第 26 条（小規模納税者の売上返品および売上値引きの処理） 
 小売納税者が売上返品または売上値引によって購入者に返還した売上額は、売上返品ま
たは売上値引きの発生した年度の売上額から控除しなければならない。 
 
第 27 条（「適切な会計処理」の定義） 
 条例第 14 条にいう「適切な会計処理」とは、会計制度と税務機関の規定に基づき、正
確に売り上げ税額、仕入税額および納税額を計算することを意味する。 
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第 28 条（一般納税者の認定） 
 条例第 14 条の規定を満たす個人事業者で国家税務総局直属の分局の認可を得たものは、
一般納税者として認定される。 
 
第 29 条（小規模納税者への復帰の禁止） 
 小規模納税者が認定を得て一般納税者となった後は、再び小規模納税者となることはで
きない。 
 
第 30 条（仕入税額控除及び増値税専用領収証の使用禁止） 
 下記のいずれかに該当する一般納税者は、売上高に増値税率を乗じて納税額を計算しな
ければならない。この場合、仕入税額を控除できず、増値税専用領収書を使用することも
できない。 
 (1)会計処理が不適切であるか、または正確な税務資料を提供できない場合 
 (2)一般納税者の条件に合致するが、一般納税者の認定手続きの申請をしていない場合  
 
第 31 条（免税項目） 
1)条例第 16 条に規定する免税項目の範囲は下記の通りとする。 
 (1)第 1 項第 1 号にいう「農業」とは栽培業、養殖業、林業、牧畜業、水産業を意味する。
「農業生産者」とは農業生産に従事する組織と個人を含む。「農業製品」とは一次農産物を
いい、具体的範囲は国家税務総局直属の分局が確定する。 
 (2)第 1 項第 3 号にいう「古書」とは一般的に購入した古書および古本を意味する。 
 (3)第 1 項第 8 号にいう「物品」とは、ヨット、オートバイおよび消費税課税対象の自動
車以外の物品を意味する。 
2)「自己使用の物品」とは、本細則第 8 条にいう「その他の個人」が自ら使用した物品を
意味する。 
 
第 32 条（増値税課税基準値の適用範囲） 
1)条例第 18 条にいう「増値税課税基準額」の適用範囲は個人に限られる。  
2)増値税課税基準の規定は下記の通りである。 
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 (1)物品販売の課税基準は月間売上高 600~2、000 元とする。 
 (2)課税役務提供の課税基準は月間売上高 200~800 元とする。 
 (3)毎回納税の課税基準は毎回(日)売上高 50~80 元とする。 
3)前項にいう「売上高」とは、本細則第 25 条第 1 項にいう「小規模納税者の売上高」を
意味する。 
4)国家税務総局の分局は、規定の基準の範囲内で実際の状況に基づき、それぞれ適用され
る増値税課税基準を確定し、これを国家税商務局に報告するものとする。 
第 33 条（納税義務発生日） 
 条例第 19 条第 1 項にいう「物品販売または課税役務提供の納税義務発生日」は、売上
決済方式の違いに応じて、具体的には下記の通りとする。 
 (1)直接代金受取方式を採用した物品販売の場合は、物品の出荷にかかわらず、売上代金
の受領日または売上代金取立証憑を受領し、かつ貨物引渡証を購入者に渡した日とする。  
 (2)取立委託もしくは銀行委託取立方式を採用した物品販売は、物品を出荷し、代金取立
委託手続きを完了した日とする。 
 (3)係売りと代金分割受領方式を採用する物品販売の場合は、契約の約定に基づく代金受
領日とする。 
 (4)代金前受方式を採用する物品販売の場合は、物品の出荷日とする。 
 (5)物品の委託販売の場合は、代理販売組織より代理販売明細書を受領した日とする。  
 (6)課税薬務提供の場合は、役務提供を行うとともに売上額を受領した日、または売上代   
金取立証憑を取得した日とする。 
 (7)本細則第 4 条第 3 号から第 8 号に規定した事項の場合は、物品販売行為とみなし、物
品の移送日とする。 
 
第 34 条（源泉徴収義務者） 
 国内で経営機構を設けていない国外の組織または個人が国内で課税役務提供を行った場
合には、当該納税額については代理人が源泉徴収義務者となる。代理人のない場合は、当
該購入者が源泉徴収義務者となる。 
 
施行日 
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 本細則は条例施行の日より実施し、1984 年 9 月 28 日の財政部が公布した「中国人民共
和国増値税条例(草案)実施細則」および「中華人民共和国生産品税条例(草案)実施細則」廃
止する。 
 
1－3 国家税務総局(059 号) 
「増値税一般納税者の申請認定弁法」の公布に関する通達  
1994 年 3 月 15 日 国税発[1994] 059 号 
 
(通達省略) 
 
増値税一般納税者の申請認定方法 
 
一．すべての増値税一般納税者(以下「一般納税者」という)は、本方法に基づき該当企業
所在地の主管税務機関へ一般納税者認定の申請手続きを行わなければならない。  
 総分支機構(総機構(本社)と分支機構(分社等))が同一県(市)にない一般納税者は当該機構
所在地の出棺税務機関へそれぞれ一般納税者の認定手続きを申請しなければならない。  
 
二．一般納税者とは、年間増値税課税売上高(以上「年間課税売上高」という、一暦年年度
内の課税総売上高を含む)が、財政部が規定する小規模納税者の基準を超える企業および企
業性組織(以下「企業」という)をいう。 
 以下の納税者は一般納税者に該当しない。 
(一)年間課税額が小規模納税者の基準を超えない企業(以下「小規模企業」という) 
 (二)個人 
 (三)非企業性組織 
 (四)増値税課税行為が日常的には発生しない企業 
 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
三．年間課税売上高が基準に満たない小規模企業で、会計制度が整備されており、売上税
額、仕入税額の性格な計算および提供ができる場合、一般納税者の認定手続きを申請する
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ことができる。 
 納税者の総分支機構が本支店統一処理を行っており、当該総機構の年間課税売上が小規
模企業の基準を超えているが、分支機構の年間課税売上高が小規模企業の基準を満たして
いない場合、当該分支機構は一般納税者の認定手続き申請を行うことができる。認定手続
き申請の際、総機構所在地の主管税務機関が認可した総機構が一般納税者である証明(総機
構の申請認定書のコピー)を提出しなければならない。 
  免税物品を販売するため増値税専用領収証【発票】が発行できず。販売物品がすべて
免税物品である企業は、一般納税者認定手続きを行わないものとする。 
 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
四．税務機関の審査により認定を受けた一般納税者は、「中華人民共和国増値税暫行条例」
第 4 条の規定に基づき納税額を計算し、かつ増値税専用領収証を使用することができる。 
  一般納税者の条件に合致するが、一般納税者認定手続きの申請を行わない納税者につ
いては、売上高に基づき増値税税率に従った納税額を計算しなければならず、仕入税額の
控除を行えず、増値税専用領収証も使用してはならない。 
 
五．新規開業した増値税一般納税者の条件に合致する企業は、税務登記と同時に一般納税
者の認定手続き申請しなければならない。税務機関は、当該年間予測課税売上高が小規模
企業の基準を超える場合には、暫定的に一般納税者と認定する。開業後の実際の年間課税
売上高が小規模納税者の基準を超えなかった場合、新たに一般納税者認定手続きを申請し
なければならない。本方法第 3 条第 1 項の条件に合致する場合は、継続して一般納税者と
認定することができる。本方法第 3 条第 1 項の条件に合致する場合は、継続して一般納税
者と認定することができる。本方法第 3 条第 1 項の条件に合致しない場合には、一般納税
者資格を取り消すものとする。 
 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
六．すでに開業した小規模企業で、当該年間課税売上高が小規模納税者の基準を超えた場
合、翌年の 1 月末までに一般納税者の認定手続きを申請しなければならない。 
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七．企業が一般納税者申請手続きの申請を行う際には、申請報告書を提出し、以下の関係
証明、資料を提出しなければならない。 
 (一)営業許可証 
 (二)関係する契約書、定款、協議書 
 (三)銀行口座番号証明 
 (四)税務機関が提出を要求するその他の関係証明、資料 
 上記第 4 項にいう証明、資料の内容は省級の税務機関が確定する。 
 
八．主管税務機関は、初期段階で企業の申請報告および関係資料について審査・確認を行
った後、「増値税一般納税者申請認定書」を交付し、企業は「増値税一般税者申請認定書」
に事実を記入しなければならない。企業が記入した「増値税一般納税者申請認定書」1 式
2 部は、審査・認可後、1 部は所管徴収機関へ譲り、もう 1 部は企業へ返却の上、補完さ
れる。 
 「増値税一般納税者申請認定書」の様式は、国家税務総局が統一で制定する。  
 
九．一般納税者認定の審査－認可権限は、県級以上の税務機関にある。企業が記入した「増
値税一般納税者申請認定書」については、審査・認可の責を負う税務機関は受領費より 30
日以内に審査を終了しなくてはならない。一般納税者の条件に合致する場合には、「税務登
記証」の副本の 1 ページ目に「増値税一般納税者」の確認印を押印し、増値税専用領収証
の受領証明とする。 
 「増値税一般納税者」の確認印の色は、赤に統一し、印形は国家税務総局が決定する。  
 
1－4 国家税務総局(053 号) 
「増値税一般納税者申請認定弁法」のさらなる改正に関する通達  
2003 年 5 月 13 日 国税発[2003] 053 号 
 
 現行の増値税税収政策の需要を満たすため、増値税の徴収管理をさらに強化し、各地の
意見を広く求めた上、国家税務総局は現行の「増値税一般納税者深刻弁法」に必要な修正
を加え、改正した「増値税一般納税者申告弁法」を公布する。2003 年 7 月 1 日より、国
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家税務総局が認定し公布する増値税一般納税者納税申告電子収集システムを使用する増値
税一般納税者はすべて、本弁法に基づき増値税納税申告を実施し、その他一般納税者につ
いては、従来通り「国家税務総局「増値税一般納税者申告弁法」修正に関する通達」(国税
発[1999]29 号)の規定に基づき増値税納税申告を行うこととする。 
 
増値税一般納税者納税申告弁法 
 
 「中華人民共和国税収徴収管理法」およびその実態細則、「中華人民共和国増値税暫行条
例」および「中華人民共和国領収証管理弁法」の関連規定に基づき、本弁法を決定する。  
 
一．すべての増値税一般納税者(以下「納税者」という)は、本方法に基づき納税申告を行
うこととする。 
   
二．納税者は納税申告において必ず電子情報収集を実施しなければならない。不正防止税
源コントロールシステムにより発行された増値税専用領収証を使用する納税者は必ず納税
申告を行った後、初めて納税申告が行えるものとする。 
 
三．納税審査資料 
 (一)申告資料 
1．「増値税納税申告書 (一般納税者用) 」およびその増値税納税申告書の別表 
2．不正防止税源根とリールシステムを使用する納税者は、納税情報を記録した IC カード
(詳細データをソフトウェアに保存している納税者は、そのソフトウェアも提出しなければ
ならない)、「増値税専用領収証の本綴り明細表」および「増値税専用領収証控除綴り明細
表」を提出しなければならない。 
3．「貸借対照表」および「損益計算書」 
4．「製品油仕入・販売・在庫状況明細表」(製品油の小売業務を行う納税者が記入する) 
5．主管税務機関が規定する、その他提出を擁する資料 
 納税申告で電子情報収集を行う納税者は、主管税務機関に前記の納税申告資料の電子デ
ータを提出する場合を除き、紙ベースの「増値税納税申告書(一般納税者用)」も提出を要
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する。 
 (二)審査用資料 
1．発行済みの増値税専用領収証および普通領収証の本綴り 
2．控除条件に適いかつ当期控除の申請をした増値税専用領収証控除綴り 
3．税関輸入貨物納税済み証憑、運輸領収証、農産物仕入普通領収証および廃業物資仕入
普通領収証のコピー 
4．(免税などの)仕入証憑【収購凭証】の本綴り或いは審査用綴り 
5．財源徴収税額の証憑の本綴り 
6．主管税務が規定するその他の審査資料 
 審査用資料の当期における提出の要否については、各省級の国家税務局が確定する。  
 
四．増値税納税申告資料の管理 
(一)増値税納税申告において提出を要する資料 
 納税者が納税申告期間内に、適時に全ての提出を要する資料の電子データを主管税務機
関へ提出し、主管税務機関は税法の規定に基づき確定した期限内に(具体的な期日について
は各省級の国家税務局が確定する)。本弁法第 3条第１項で提出を要する紙ベースの資料(具
体的な部数については省一級の国家税務局を確定する)を主管税務機関へ提出し、税務機関
が署名・受領後、一部を納税者に返却し、残りは保管する。 
(二)増値税納税申告登録審査用資料 
 納税者は一月終了後、審査用資料を整理し、装丁しなければならない。 
 １．一揃いで発行された手書き版増値税専用領収証および普通領収証の本綴りは、もと
の順序に従って装丁しなければならず、コンピュータ版増値税専用領収証である場合には、
不正防止税源コントロールシステムにより発行された増値税専用領収証の本綴りを含み、
領収証発行順の番号に従い 25 部を 1 冊として装丁し、25 部に満たない場合には、実際の
発行部数で装丁する。 
 2．税額控除の証憑となる伝票については、取得した日付順に、証憑の種類ごとに 25 部
を 1 冊で装丁し、25 部に満たない場合には実際の部数で装丁する。 
 3．装丁する際には、税務機関が統一で規定する「課税/税額控除証憑総括簿 表紙」(以
下「表紙」とする)を使用し、かつ規定に基づき、表紙の記載内容は、税務処理委員及び財
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務処理要員により審査、署名されなければならない。この「表紙」を用いたらば、納税者
は増値税専用領収証の表紙には記載する必要はない。 
 4．納税者が当該月で使用し終わらない手書き版の増値税専用領収証は、一時的に「表
紙」を加えず、2 ヶ月が過ぎても使用し終わらない場合には、主管税務機関が残りの領収
証を破棄した当該月に「表紙」を追加し装丁しなければならない。 
 5．「表紙」の内容は、納税者の組織名称、証憑の枚数、金額、税額、当該月の証憑の種
類別の合計冊数およびその冊数の通し番号、税金の帰属機関などを含み、具体的な様式は
各省の一級国家税務局が制定する。 
 
五．「増値税納税申告書(増値税一般納税者用)」(本表および別表)は納税者が主管税務機関
で購入、受領する。 
 
六．申告期限 
  納税者は月ごとに納税申告を実施し、申告期限は翌月の 1 日から 10 日までとし、最
終日が法定休日である場合には、1 日期限を延長する。毎月 1 日から 10 日までに連続して
3 日以上の法定休日がある場合には、休日の日数分をもって期限を延長する。  
 
1－5 国家税務総局(139 号) 
「保税物流センター(B 型)税収管理弁法」の公布に関する通達  
2004 年 11 月 13 日 国税発[2004] 139 号 
 
保税物流センター(B 型)税収管理弁法 
 
一．保税物流センター(B 型)の税収管理を強化し完備するため、本弁法を制定する。 
 
二．保税物流センター(B 型)(以下「物流センター」という)とは、諸物流企業に対して保税
倉庫管理を行う。隔離された税関の監督管理区域をいう。 
 
三．物流センターの外にある企業が、通関し物流センターへ搬入する物品は輸出として使
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われるもので、税関は輸出通関手続きをし、輸出貨物通関申請書(輸出税額還付専用)を交
付する。物流センターの外にある企業が物流センターから物品搬出する場合には、税関は
輸入物品に関わる関連規定に基づき輸出通関手続きを行うとともに、通関する物品につい
て現行の輸入物品に関わる規定に基づき、輸入段階における増値税・消費税を課税するか、
あるいは免税する。 
 本弁法で言及する「物流センターの外にある企業」とは、対外貿易企業、外国投資企業、
および中国の内国資本の生産企業をいう。 
 
四．物流センターの外にある企業が物流センター内の企業に物品を販売する場合、もしく
は物流センターの外にある企業が中国国外の企業に物品を販売後、中国国外企業が物流セ
ンター内の企業に該当物品を搬入し、倉庫保管させる場合には、物流センターの外にある
企業は、輸出インボイス、輸出貨物通関申告書(輸出税額還付専用)、増値税専用領収証、
輸出外貨収受照合書(輸出税額還付専用)等の証憑をもとに、現行の関連規定に従って税額
還付(免除)の申請手続きを行うものとする。 
 
五．物流センターの外にある企業が物流センター内の企業に販売し、かつ物流センター内
の企業にしようされる国産機器、積卸設備、管理設備、検査・計測設備、包装資材に関し
ては、物流センターの外にある企業は輸出インボイス、輸出貨物通関申告書(輸出税額還付
専用)、増値税専用領収証、輸出街科収受照合書(輸出税額還付専用)等の証憑をもとに、現
行の関連規定に従って税額還付(免除)の申請手続きを行うものとする。 
  物流センターの外にある企業が物流センター内の企業に販売し、かつ物流センター内
に搬入されて当該企業に使用される生活消費財、車両・運搬具については、税関は輸出貨
物通関申告書(輸出税額還付専用)を交付せず、税務部門は税額の還付(免除)を行わない。 
 
六．物流センターの外にある企業により販売され、物流センター内に搬入される物品につ
いては、そのすべてに輸出売上領収証を発行するもので、増値税専用領収証や一般領収証
を発行してはならない。 
 
七．物流センターの外にある企業から物流センター内の企業に販売され、物流センター内
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へ運搬されて物流センター内の企業に使用される、税額還付(免除)の対象となる物品に関
して、物流センターの外にある企業は、税関規定に則し輸出貨物通関書を記入作成しなけ
ればならないが、この際、輸出貨物通関申告書の「輸送方法」欄には「物流センター」と
記載すること。 
 
八．物流センター内の企業が物流センター内で加工した物品が直接輸出されるか、あるい
は物流センター内の他の企業に販売される場合には、増値税・消費税は免除される。なお
物流センター内企業が輸出する物品について、税額の還付(免除)は行わない。 
 
九．物流センター内の企業がセンター内の企業同士、あるいは輸出加工区、自由貿易港と
の間で行う物品の取引と流通については、流通段階における増値税・消費税は免除される。  
 
十．物流センター内の企業に関わるその他の税務は、現行の関連税法の規定に従うもので
ある。 
 
十一．本弁法の関連規定に反し、偽装・虚偽申請等の手段により輸出還付(免除)税額を詐
取するものがあれば、「中華人民共和国税収徴収管理法」等の関連規定に従い処分を課す。 
 
十二．本弁法は、国家税務総局が解釈の責任を負う。 
 
十三．本弁法は、保税物流センター(B 型)が封鎖により正式に運営を開始する日から施行
する。 
 
1－6 中華人民共和国増値税暫定条例 
 
中華人民共和国国務院令  
第 538 号 
「中華人民共和国増値税暫定条例」は 2008 年 11 月 5 日に国務院第 34 回常務委員会
会議において改定・採択された。ここに改定後の「中華人民共和国増値税暫定条例」を公
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布し、2009 年 1 月 1 日より施行する。     総理    温家宝 2008 年 11 月 10 日 
 
中華人民共和国増値税暫定条例 
 
（1993 年 12 月 13 日に中華人民共和国国務院令第 134 号として公布。 
2008 年 11 月 5 日に国務院第 34 回常務委員会会議において改正を採択。） 
 
第１条 中華人民共和国国内で物品の販売あるいは加工、修理・部品交換役務の提供、物
品の輸入を行う組織および個人は増値税の納税者であり、本条例に従い増値税を納めなけ
ればならない。  
 
第 2 条 増値税税率 
(1) 納税者が販売或いは輸入する物品は、本条(2)と(3)以外、税率を 17%とする。 
(2) 納税者が以下の物品を販売あるいは輸入する場合は、税率を  13%とする。 
1．穀物、食用植物油 
2．水道、暖房、冷房、温水、石炭ガス、石油液化ガス、天然ガス、メタンガス、住民用
石炭製品 
3． 図書、新聞、雑誌 
4．飼料、化学肥料、農薬、農業用機械、農業用フィルム 
5．国務院が規定するその他の物品 
(3) 納税者が輸出する物品は、税率をゼロとする。但し、国務院が別途規定した場合を除
く。  
(4) 納税者が加工、修理・部品交換役務（以下、「課税役務」という）を提供する場合は、
税率を 17%とする。税率の調整は、国務院に決定される。 
 
第 3 条 納税者が異なる税率の物品の販売あるいは課税役務を兼業する場合は、税率の異
なる物品あるいは課税役務の売上額を分けて計算しなければならない。売上額を分けない
場合は、高い方の税率を適用する。 
第 4 条 本条例第 11 条に規定する場合を除き、物品の販売あるいは課税役務の提供（以
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下、「物品販売」あるいは「課税役務」という）をした納税者の納税額は、当期売上税額か
ら当期仕入税額を控除した額とする。納税額の計算公式は以下の通りとする。  
 
納税額＝当期売上税額－当期仕入税額 
 
当期売上税額が当期仕入税額より少なく控除しきれない場合、控除しきれない部分は次期
に繰り越して控除することができる。 
 
第 5 条 納税者が物品販売あるいは課税役務をした場合は、売上額と本条例第２条に規定
する税率に基づき増値税額を計算し、かつ買主から受領した増値税額を売上税額とする。
売上税額の計算公式は以下の通りとする。 
 
売上税額＝売上額×税率 
 
第 6 条 売上額は、物品販売あるいは課税役務をした納税者が、買主から受領する全ての
代価と代価外費用とする。但し、受領した売上税額は含まない。売上額は、人民元で計算
する。納税者が人民元以外の通貨で売上高を決済する場合は、人民元に換算して計算する
ものとする。 
第 7 条 納税者が物品販売あるいは課税役務の価格が著しく安く、且つ正当な理由がない
場合は、所轄税務機関が売上額を査定する。 
第 8 条 納税者が物品の購入、あるいは課税役務の外注（以下、「物品購入」あるいは「課
税役務」という）で支払った、あるいは負担した増値税額を仕入税額とする。以下の仕入
税額は、売上税額から控除することができる。 
(1) 売主から取得した増値税専用領収書に記載された増値税額。 
(2) 税関から取得した税関輸入増値税専用納付書に記載された増値税額。 
(3) 農産品を購入した場合は、増値税専用領収書あるいは税関輸入増値税専用納付書を取
得している場合を除き、農産品買付領収書あるいは販売領収書に記載された農産品の購入
価格と 13%の控除率に基づき計算した農産品の仕入税額仕入税額の計算数式は次の通り
である。 
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仕入税額＝仕入価格×控除率  
 
(4) 物品の購入や販売、生産運営の過程で運輸費用を支払った場合は、運輸費用の決済証
憑に記載された運輸費用金額と 7%の控除率に基づき計算した仕入税額。仕入税額の計算
数式は次の通りである。 
 
仕入税額＝運輸費用金額×控除率 
 
控除を許可する項目と控除率の調整は、国務院が決定する。 
第 9 条 物品購入あるいは課税役務をした納税者が取得した増値税控除証憑が法律、行政
法規あるいは国務院の税務所管部門の関連規定を満たしていない場合は、その仕入税額は
売上税額から控除できない。 
第 10 条 下記項目の仕入税額は、売上税額から控除できない。 
(1) 増値税非課税項目、増値税免税項目、集団福利あるいは個人消費に使用される物品購
入あるいは課税役務。 
(2) 正常でない損害を被った物品購入および関連課税役務。 
(3) 正常でない損害を被った仕掛品・完成品に使用された物品購入あるいは課税役務。  
(4) 国務院の財政、税務所管部門が規定する納税者の自家用消費財。 
(5) 本条第(1)～(4) 貨物の運送費および免税貨物販売の運送費。 
第 11 条  小規模納税者が物品販売あるいは課税役務をする場合は、売上額と徴収率に基
づき納付税額を計算する簡易法が適用され、仕入税額は控除されない。納税額の計算公式
は次の通りとする。 
 
納税額＝売上額×徴収率 
 
小規模納税者の基準は、国務院の財政、税務所管部門が規定する。 
 
第 12 条 小規模納税者の増値税徴収率は 3%とする。 
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納税率の調整は国務院に決定される。 
 
第 13 条 小規模納税者以外の納税者は、所轄税務機関に資格認定を申請しなければなら
ない。具体的な認定規則は、国務院の税務所管部門が制定する。小規模納税者が、健全な
会計計算を行うことができ正確な税務資料を提供できる場合は、所轄税務機関に資格認定
を申請して、小規模納税者としてではなく、本条例の関連規定に基づいて納付税額を計算
することができる。 
第 14 条 納税者が物品を輸入した場合は、課税価格と本条例第２条に定めた税率に基づ
き納税額を計算する。課税価格と納税額の計算公式は次の通りとする。 
 
課税価格＝関税課税価格＋関税＋消費税 
納税額＝課税価格×税率 
 
第 15 条  下記の項目は増値税を免除する。 
(1) 農業生産者が販売する自家製農産物  
(2) 避妊薬および避妊具 
(3) 古書 
(4) 科学研究、科学試験および教学に直接使用される輸入器械・設備 
(5) 外国政府あるいは国際組織から無償援助された輸入物資と設備 
(6) 障害者組織が直接輸入する障害者用の物品 
(7) 販売者自らが使用する中古物品 
前項規定以外の増値税の減免項目は国務院が規定する。いかなる地区、部門も増値税の減
免項目を規定してはならない。 
第 16 条  納税者が増値税の減免項目を兼業している場合は、減免項目を分けて営業取引  
額を計算するものとする。営業取引額を分けて計算していない場合は、税は減免されない。 
第 17 条  納税者の売上額が国務院の財政、税務所管部門が規定する増値税の最低課税基
準額に達していない場合は、増値税の徴収を免除される。最低課税基準額に達している場
合は、本条例の規定に基づいて増値税の全額を計算し納付する。 
第 18 条  中華人民共和国国内で課税役務の提供を行う国外の組織あるいは個人で、国内
 164 
 
に経営機構を設立していない場合は、その国内の代理人を源泉徴収義務者とする。国内に
代理人がいない場合は、買主を源泉徴収義務者とする。 
第 19 条  増値税の納税義務発生時期 
(1) 物品販売あるいは課税役務の増値税納税義務の発生時期は、販売代金を受領、あるい
は販売代金取立の根拠を取得した当日とする。先に領収書を発行する場合は、領収書発行
の当日とする。 
(2) 物品輸入の増値税納税義務の発生時期は、輸入通関の当日とする。増値税の源泉徴収
義務の発生時期は、納税者に増値税納税義務が発生した当日とする。 
第 20 条  増値税は税務機関が徴収し、輸入物品の増値税は税関が代理徴収する。個人が
携帯するかあるいは郵送により国内に持ち込まれた自家用物品の増値税は、関税と併せて
計算して徴収する。具体的な規則は、国務院関税税則委員会が関連部門と合同で制定する。  
第 21 条  納税者が物品あるいは課税役務を販売した場合は、増値税専用領収書を請求し
た買主に増値税専用領収書を発行するものとする。増値税専用領収書には売上額と売上税
額を明記しなければならない。 
以下のいずれかに該当する場合、増値税専用領収書を発行してはならない。  
(1) 個人消費者に物品販売あるいは課税役務をした場合。 
(2) 免税規定が適用される物品販売あるいは課税役務をした場合。 
(3) 小規模納税者が物品販売あるいは課税役務をした場合。  
 
第 22 条 増値税納税地 
(1) 定まった事業所を持つ事業者は、所在地を管轄する税務機関に納税申告を行うものと
する。本店と支店が同じ県(市)にない場合は、それぞれの所在地を管轄する税務機関で納
税申告をしなければならないが、国務院の財政、税務所管部門あるいはその権限を授与さ
れた財政、税務機関の許可を受ければ、本店所在地で一括して納税申告を行うことができ
る。 
(2) 定まった事業所を持つ事業者が所在地以外の県（市）において物品販売あるいは課税
役務をした場合は、その所在地を管轄する税務機関に「外出経営活動税収管理証明書」の
交付を申請するとともに、所在地を管轄する税務機関に納税申告をするものとする。証明
書の交付を受けていなければ販売地あるいは役務発生地の所轄税務機関で納税申告をしな
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ければならない。販売地あるいは役務発生地を管轄する税務機関にも納税申告をしていな
い場合は、事業所の所在地を管轄する税務機関が税金を追徴する。 
(3) 定まった事業所を持たない事業者が物品販売あるいは課税役務をした場合は、販売地
あるいは役務発生地を管轄する税務機関に納税申告するものとする。販売地あるいは役務
発生地を管轄する税務機関に納税申告していない場合は、その組織の所在地あるいは居住
地を管轄する税務機関が税金を追徴する。 
(4) 物品を輸入した場合は、通関地の税関に納税申告するものとする。源泉徴収義務者は、
その所在地あるいは居住地を管轄する税務機関に源泉徴収した税金の納付申告をするもの
とする。 
 
第 23 条  増値税の納税期限は、それぞれ 1 日、3 日、5 日、10 日、15 日、１ヶ月あるい
は四半期とする。納税者の具体的な納税期限は、所轄税務機関が納税者の納税額に応じて
決定する。定められた期限に納税できない場合は、１回の取引ごとに納税することもでき
る。納税者が１ヶ月あるいは四半期を納税期限とする場合は、期日満了の日から  15 日以
内に納税申告を行う。1 日、3 日、5 日、10 日あるいは 15 日を納税期限とする場合は、期
日満了の日から 5 日以内に予定納税し、翌月の１日から 15 日までに確定申告をして、前
月の未払税額を清算する。源泉徴収義務者の納税期限は、前二項の規定に基づいている。 
 
第 24 条  納税者が物品を輸入した場合は、税関が税関輸入増値税専用納付書を発行した
日から 15 日以内に納税するものとする。 
 
第 25 条  納税者が税還付（免除）規定を適用して物品を輸出する場合は、税関で輸出手
続を行い、輸出通関証明書等の関連証憑を証とし、所定の輸出税還付（免除）申告期限ま
でに、所轄税務機関で月ごとに当該輸出物品の税還付（免除）処理を申告するものとする。
具体的な規則は、国務院の財政、税務所管部門が制定する。輸出物品の税還付処理後に返
品あるいは通関取消が発生した場合は、納税者は還付された税金を法に則って追納しなけ
ればならない。 
 
第 26 条  増値税の徴収管理は、「中華人民共和国税金徴収管理法」および本条例の関連規
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定に照らして執行する。 
 
第 27 条  本条例は 2009 年 1 月 1 日より施行する。 
 
1－7 中華人民共和国増値税暫定条例実施細則 
財務部 国家税務総局題 50 号令 2009 年 1 月 1 日 試行 
 
増値税暫定条例実施細則 
 
第 1 条 「中華人民共和国増値税暫定条例」（以下「条例」）に基づき、本細則を定める。 
 
第 2 条  条例第 1 条でいう物品とは有形動産を指し、電力、熱力、気体を含む。条例第 1
条でいう加工とは、物品の受託加工、すなわち委託者が原料及び主要材料を提供し、受託
者が委託者の要求に基づき物品を製造して加工費を受領する業務を指す。条例第 1 条でい
う修理整備とは、損傷および機能を喪失した物品に対する修復実施を受託し、それによっ
て原状と機能を回復させる業務を指す。 
第 3 条  条例第 1 条でいう物品の販売とは、物品の所有権を有償譲渡することを指す。条
例第 1 条でいう加工、修理整備役務（以下、課税役務という）の提供とは、加工、修理整
備役務を有償提供することを指す。単位または個人商工事業者が雇用した従業員は、当単
位または雇用主に加工、修理整備役務を提供するものであり、その中に含めない。本細則
でいう有償とは、購買者から通貨、物品またはその他経済利益を取得することを指す。  
第 4 条  単位または個人商工事業者の下記行為は、物品の販売と見なす。 
(1) 物品をその他単位または個人に引き渡して代理販売させる。 
(2) 物品を販売、代理販売する。 
(3) 二つ以上の組織を設けて一括計算を実施している納税者が、物品を一つの組織から他
の組織に移送して販売用としている。ただし、関連する組織が同一の県（市）に設けられ
ている場合は除外する。 
(4) 自家生産または委託加工の物品を非増値税課税項目に用いる。 
(5) 自家生産、委託加工の物品を集団の福利または個人消費に用いる。 
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(6) 自家生産、委託加工または買い入れた物品を、投資としてその他の単位または個人商
工事業者に提供する。 
(7) 自家生産、委託加工または買い入れた物品を、株主または投資家に割り当てる。  
(8) 自家生産、委託加工または買い入れた物品を、無償でその他の単位または個人に贈与
する。 
 
第 5 条  ある販売行為が、物品にかかわりかつ非増値税課税役務にもかかわる場合は、混
合販売行為とする。本細則第 6 条の規定を除き、物品の生産、卸売りまたは小売りに従事
する企業、企業性単位および個人商工事業者の混合販売行為は、物品販売と見なし、増値
税を納付しなければならない。他の単位と個人の混合販売行為は販売の非増値税課税役務
と見なし、増値税を納付しない。 
本条第 1 項でいう非増値税課税役務とは、営業税を納付すべき交通運輸業、建築業、金融
保険業、郵便通信業、文化スポーツ業、娯楽業、サービス業の税目徴収範囲に属する役務
を指す。 
本条第 1 項でいう物品の生産、卸売りまたは小売りに従事する企業、企業性単位及び個人
商工事業者は、物品の生産、卸売りまたは小売りへの従事を主としつつ、非増値税課税役
務も兼業する単位と個人商工事業者を含む。 
 
第 6 条  納税者の下記混合販売行為については、物品の販売額と非増値税課税役務の売り
上げを別々に計算した上で、その物品販売の販売額に基づいて増値税を算出納付しなけれ
ばならず、非増値税課税役務の売り上げについては増値税を納付しない。別々に計算して
いない場合は、主管税務機関がその物品の販売額を査定する。 
(1) 自家生産物品を販売すると同時に建築業役務を提供する行為。 
(2) 財政部、国家税務総局が定めるその他の状況。 
 
第 7 条  納税者が非増値税課税項目を兼業している場合、物品または課税役務の販売額と
非増値税課税項目の売り上げを別々に計算しなければならない。別々に計算していない場
合は、主管税務機関が物品または課税役務の販売額を査定する。 
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第 8 条  条例第 1 条でいう中華人民共和国国境内（以下「国境内」）における物品販売ま
たは加工、修理整備役務の提供とは次のものを指す。 
(1) 物品販売の発送地または所在地が国境内にある。 
(2) 提供する課税役務が国境内で発生する。 
 
第 9 条  条例第 1 条でいう単位とは、企業、行政単位、事業単位、軍事単位、社会団体及
びその他単位を指す。条例第 1 条でいう個人とは、個人商工事業者とその他個人を指す。 
第 10 条  単位がその他単位または個人へのリースまたは請負経営を行う場合は、賃借人
または請負人が納税者となる。 
第 11 条  小規模納税者以外の納税者（以下「一般納税者」と称する）が販売物品の返品
または値引きにより購入者に返金する増値税額については、販売物品の返品または値引き
が発生した当期の販売税額から差し引かなければならない。購入物品の返品または値引き
により返金された増値税額については、購入物品の返品または値引きが発生した当期の仕
入税額から差し引かなければならない。 
一般納税者の物品販売または課税役務で、増値税専用発票を発行した後で販売物品の返品
または値引き、発行の誤り等の状況が発生した場合、国家税務総局の規定に基づいて赤字
増値税専用発票を発行しなければならない。規定に基づいて赤字増値税専用発票が発行さ
れていない場合、増値税額は販売税額から差し引いてはならない。 
第 12 条  条例第 6 条第 1 項でいう価格以外の費用は、価格以外に購入者から受領した手
数料、補助金、基金、資金調達費、返還利益、奨励費、違約金、滞納金、支払い繰延金利、
賠償金、代行受領金、立替金、包装費、包装資材賃貸料、貯蔵費、心付け、運輸積み卸し
費及びその他各種性質の価格以外の受領費用を含む。ただし下記の項目はその中に含めな
い。 
(1) 消費税を徴収すべき消費財の受託加工において、代わりに受領し代わりに納付した消
費税。 
(2) 以下の条件にも該当する、立て替えた運輸費用。 
1. 輸送請負部門の運輸費用領収証を購入者に発行した場合。 
2. 納税者が当該の領収証を購入者に引き渡した場合。 
(3)以下の条件にも該当する、代わりに受領した政府性基金または行政事業性の徴収費用。 
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1. 国務院または財政部が設置を認可した政府性基金、国務院または省級人民政府及びその
財政、価格主管部門が設置を認可した行政事業性の徴収費用。 
2. 受領時に省級以上の財政部門が作成した財政証票を発行している。 
3. 受領した金を全額政府財政に上納している。 
(4) 物品販売と同時の保険代行等により購入者から受領した保険料、及び購入者から受領
して購入者に代わって納付した車両購入税、車両ナンバープレート費用。 
 
第 13 条 混合販売行為が本細則第 5 条の規定に基づき増値税を納付しなければならない
場合、その販売額は物品の販売額と非増値税課税役務売り上げの合計とする。  
第 14 条 一般納税者の物品販売または課税役務については、販売額と販売税額を合わせ
て額を決定する方法を採用し、下記の公式に基づいて販売額を算出する。 
 
販売額＝税込販売額÷（1＋税率） 
第 15 条 納税者が人民元以外の通貨で販売額を決済する場合、その販売額の人民元換算
率については、販売額が発生した当日または当月 1 日の人民元レート中値を選択すること
ができる。納税者は事前にどちらの換算率を採用するか決定しなければならず、決定後 1
年間は変更してはならない。 
 
第 16 条 納税者が、条例第 7 条でいうところの価格が明らかに低く正当な理由がない、
または本細則第 4 条に列挙するところの物品販売と見なされる行為がありながら販売額が
ない場合、下記の手順により販売額を確定する。 
(1)納税者の直近時期における同類物品の平均販売価格に基づいて確定する。 
(2)その他納税者の直近時期における同類物品の平均販売価格に基づいて確定する。  
(3)総合課税価格に基づいて確定する。総合課税価格の公式は次の通り。 
 
総合課税価格＝コスト×（1＋コスト利益率） 
 
消費税を徴収すべき物に属する物品については、その総合課税価格中に消費税額を加えな
ければならない。公式中のコストとは、次のものを指す。自家生産物品を販売する場合は
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実際の生産コスト、外部から購入した物品を販売する場合は実際の調達コスト。公式中の
コスト利益率は、国家税務総局が確定する。第 17 条 条例第 8 条第 2 項第（3）号でいう
買価は、納税者の農産品購入における農産品買付領収証または販売領収証上に記載された
代金及び規定に基づいて納付した葉タバコ税を含む。 
 
第 18 条 条例第 8 条第 2 項第（4）号でいう運輸費用金額とは、運輸費用決済証票上に記
載された運輸費用（鉄道臨時管理路線及び鉄道専用線の運輸費用を含む）、建設基金を指し、
積み卸し費、保険料等のその他雑費は含まない。 
 
第 19 条 条例第 9 条でいう増値税控除証書とは、増値税専用発票、税関輸入増値税専用
納付書、農産品買付領収証と農産品販売領収証及び運輸費用決済証票を指す。  
 
第 20 条 混合販売行為で本細則第 5 条の規定に基づき増値税を納付しなければならない
ものについて、当該の混合販売行為がかかわる非増値税課税役務にて使用する物品購入の
仕入税額が、条例第 8 条の規定に該当する場合、販売税額から相殺控除することを認める。 
 
第 21 条 条例第 10 条第（1）号でいう購入物品は、増値税課税項目（増値税徴収免除項
目を含まない）にも用いられ、非増値税課税項目、増値税徴収免除（以下「免税」と略）
項目、集団の福利または個人消費にも用いられる固定資産を含まない。前項でいう固定資
産とは、使用期間が 12 カ月を超える機器、機械、輸送設備及びその他生産経営と関連す
る設備、工具、器具等を指す。 
 
第 22 条 条例第 10 条第（1）号でいう個人消費は、納税者の交際接待での消費を含む。 
 
第 23 条 条例第 10 条第（1）号と本細則でいう非増値税課税項目とは、非増値税課税役
務の提供、無形資産の譲渡、不動産の販売と不動産半成工事を指す。前項でいう不動産と
は、移動ができない、または移動後に性質、形状の変化を生じる財産を指し、建築物、構
造物とその他の土地付加物を含む。納税者による不動産の新築、改築、拡張、修繕、装飾
は、すべて不動産半成工事に属する。 
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第 24 条 条例第 10 条第 （2）号でいう正常でない損失とは、管理不備で生じた盗難、紛
失、カビでの腐敗変質による損失を指す。 
 
第 25 条 納税者が自家用とする、消費税を徴収すべきオートバイ、自動車、モーターボ
ートについて、その仕入税額は販売税額から相殺控除してはならない。 
 
第 26 条  一般納税者が免税項目または非増値税課税役務を兼業しているが、相殺控除し
てはならない仕入税額を区分できない場合は、下記の公式に基づいて相殺控除してはなら
ない仕入税額を算出する。 
 
相殺控除してはならない仕入税額＝当月の区分できないすべての仕入税額×当月の免税項
目販売額、非増値税課税役務売り上げの合計÷当月のすべての販売額、売り上げの合計   
 
第 27 条  仕入税額を相殺控除済みの購入物品または課税役務について、条例第 10 条に
定める状況が発生した場合（免税項目、非増値税課税役務は除外）、当該の購入物品または
課税役務の仕入税額を、当期の仕入税額から差し引かなければならない。当該の仕入税額
が確定できない場合、当期の実際のコストに基づいて差し引くべき仕入税額を算出する。  
 
第 28 条 条例第 11 条でいう小規模納税者の基準は次の通りとする。 
(1) 物品生産または課税役務提供に従事する納税者、及び物品生産または課税役務提供へ
の従事を主とし、物品の卸売りまたは小売りを兼業する納税者で、年間の増値税を徴収す
べき販売額（以下、課税販売額と略）が 50 万元以下（左記数量を含む。以下同じ）の場
合。 
(2) 本条第 1 項第（1）号に規定する以外の納税者で、年間課税販売額が 80 万元以下の場
合。本条第 1 項でいう物品生産または課税役務提供への従事を主とするとは、納税者の年
間の物品生産または課税役務提供の販売額が年間課税販売額に占める比率が 50％以上の
場合を指す。 
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第 29 条 年間課税販売額が小規模納税者基準を超えるその他個人は、小規模納税者とし
て納税する。非企業性単位、経常的に課税行為が発生しない企業は、小規模納税者として
の納税を選択することができる。 
 
第 30 条 小規模納税者の販売額は、その納めるべき税額を含まない。小規模納税者の物
品または課税役務の販売に、販売額と納めるべき税額を合計して額を定める方法を採用し
ている場合、下記の公式に基づいて販売額を算出する。 
 
販売額＝税込販売額÷（1＋徴収率） 
 
第 31 条 小規模納税者の販売物品の返品または値引きにより購入者に返金する販売額に
ついては、販売物品の返品または値引きが発生した当期の販売額から差し引かなければな
らない。 
 
第 32 条 条例第 13 条と本細則でいう会計計算が健全であるとは、国の統一的な会計制度
規定に基づいて帳簿を設置し、合法的、有効な証票に基づいて計算ができることを指す。  
 
第 33 条 国家税務総局が別途定める場合を除き、納税者がいったん一般納税者と認定さ
れた後は、小規模納税者に転じることはできない。 
 
第 34 条 下記状況のいずれかがある場合、販売額に基づき増値税税率に応じて納めるべ
き税額を算出しなければならず、仕入税額を相殺控除することはできず、増値税専用発票
を使用することもできない。 
(1) 一般納税者の会計計算が不健全である、または正確な税務資料が提供できない場合。  
(2)本細則第 29 条の規定を除き、納税者の販売額が小規模納税者基準を超えたが、一般納
税者認定手続実施の申請を行っていない場合。 
 
第 35 条  条例第 15 条に規定する一部免税項目の範囲は以下の通り限定される。 
(1) 第 1 項第（1）号でいう農業とは、栽培業、養殖業、林業、牧畜業、水産業を指す。農
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業生産者は、農業生産に従事する単位と個人を含む。農産品とは一次産品たる農産品を指
し、具体的な範囲は財政部、国家税務総局が確定する。 
(2) 第 1 項第（3）号でいう中古図書とは、社会から買い取った古書と中古本を指す。 
(3) 第 1 項第 (7) 号でいう自ら使用した品物とは、その他個人が自ら使用した品物を指す。 
 
第 36 条  納税者の物品または課税役務の販売に免税規定を適用する場合、免税を放棄す
ることができ、条例の規定に基づいて増値税を納付する。免税放棄後、36 カ月間は免税を
再申請することはできない。 
 
第 37 条  増値税課税最低限の適用範囲は個人に限る。増値税課税最低限の範囲は以下の
通り定める。 
(1) 物品を販売する場合は、月間販売額 2、000 元～5、000 元とする。 
(2) 課税役務を販売する場合は、月間販売額 1、500 元～3、000 元とする。 
(3) 都度納税する場合は、毎回（日）の販売額 150 元～200 元とする。 
前項でいう販売額とは、本細則第 30 条第 1 項でいう小規模納税者の販売額を指す。省、
自治区、直轄市財政庁（局）と国家税務局は、規定の範囲内で、実情に応じて当地区に適
用する課税最低限を確定し、財政部、国家税務総局に報告、登録しなければならない。  
 
第 38 条  条例第 19 条第 1 項第（1）号に定める販売代金を受領した、または販売代金請
求書を取得した当日は、販売決済方法ごとに異なる。具体的には次の通りとする。  
(1) 直接代金受領方式をとっている物品販売は、物品が発送されたか否かを問わず、販売
代金を受領した、または販売代金請求書を取得した当日とする。 
(2) 受領委託及び支払い同意の方式と銀行委託代金受領方式をとっている物品販売は、物
品を発送し、受領委託手続きが完了した当日とする。 
(3) 掛け売りと分割式代金受領方式をとっている物品販売は、書面契約書で取り決めた代
金受領日の当日とし、書面契約書がない、または書面契約書で代金受領日を取り決めてい
ない場合は、物品発送の当日とする。 
(4) 商品代金事前徴収方式をとっている物品販売は、物品発送の当日とするが、生産工期
が 12 カ月を超える大型機械設備、船舶、飛行機等物品の生産販売については、事前徴収
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代金を受領、または書面契約書で取り決めた代金受領日の当日とする。  
(5) その他納税者に委託する物品代理販売は、代理販売単位の代理販売決算書を受領、も
しくは全部または一部の商品代金を受領した当日とする。代理販売決算書及び商品代金を
受領しなかった場合は、代理販売物品を発送して満 180 日の当日とする。 
(6) 課税役務の販売は、役務提供と同時に販売代金を受領または販売代金を請求する証書
を取得した当日とする。 
(7) 納税者に、本細則第 4 条第（3）号から第（8）号までに列挙する物品販売と見なされ
る行為が発生した場合、物品移送の当日とする。 
 
第 39 条  条例第 23 条の一つの四半期を納税期限とする規定は、小規模納税者にのみ適用
する。小規模納税者の具体的な納税期限は、主管税務機関がその納めるべき税額の大きさ
に応じてそれぞれ査定する。 
 
第 40 条  本細則は 2009 年 1 月 1 日から施行する。 
 
付録 2．輸出税額還付関連通達 
2－1 輸出物品の税額還付（免除）管理弁法 
「中国人民共和国増値税暫行条例」および「中華人民共和国消費税暫行条例」の関連規定
に基づき、わが局は「輸出物品の税額還付(免除)管理弁法」を制定し、ここに公布し、1994
年 1 月 1 日より施行することとする。 
 
輸出物品の税額還付（免除）管理弁法 
 
 「中国人民共和国増値税暫行条例」および「中華人民共和国消費税暫行条例」に基づき、
輸出物品に対する増値税および消費税の還付あるいは免除について以下の通り規定する。  
 
一．輸出経営権を有する企業(以下「輸出企業」という)が輸出および代理輸出した物品に
ついては、別途規定があるものを除き、物品が輸出通関申告かつ財務上の売上処理を行っ
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た後、その関係証憑を毎月税務機関へ提出し、増値税および消費税の還付あるいは免税の
承認を受けることができる。 
 
二．以下の企業の物品については、増値税および消費税の還付あるいは免除を特別に認め
るものとする。 
 (一)国外向け工事請負会社が国外で請負ったプロジェクトの為に外国へ移送する物品  
 (二)国外からの修理、補修業務を請負う企業が国外向け修理、補修業務に使用する物品  
 (三)外国船舶への供給会社、遠洋運輸供給会社が、外国船舶、遠洋国内船舶に販売し外
貨を受け取る物品 
 (四)国際金融機関あるいは外国政府からの借款を利用し、国際入札方式により国内企業
が落札し販売する機械・電器製品、建築材料 
 (五)外国投資として企業が国内で購入し海外に輸送する物品 
 
三．下記の輸出物品は増値税および消費税を免税とする。 
 (一)来料加工で再輸出される物品 
 (二)避妊薬および器具、古書 
 (三)巻きタバコ 
 (四)軍需品および軍隊系列企業が輸出する軍需工場で生産或いは軍需部門が調達する物
品 
国家の規定により免税となる物品は税額還付を行わない。 
 外国投資企業の輸出物品の税額免除(還付)に規定については別途公布する。 
 
四．国家が認可する進料加工再輸出貿易以外は、以下の輸出物品は税額還付或いは増値税、
消費税の免税を行わない。 
 (一)原油 
 (二)海外援助用輸出物品 
 (三)国家が禁止する輸出物品。天然牛黄、麝香、銅、白金など 
 (四)砂糖 
 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
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五．輸出企業が小規模納税者から購入し普通領収証を受け取った物品については、国内で
販売折る意は輸出するかにかかわらず、控除あるいは税額還付を行うことはできない。た
だし下記の輸出物品については、その輸出割合の比率の大きさおよび生産、購入の特殊性
を考慮して、税額控除あるいは還付を行うことができることとする。 
レース、工芸品、香料油、山の産物、わら、柳、竹、わら製品、魚網・漁具、生ウルシ、
たてがみと尾、山羊皮、紙製品。 
 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
六．もとより税率の高い物品および貴重物品の輸出に対しては、「国家税務局、対外経済貿
易部一部輸出企業が輸出する高税率製品および貴重製品に対する税額還付実施の明確化に
関する通達」(国税発[1992]079 号)第の関連規定を実施する。指定されていない企業が高税
率物品および貴重物品を輸出する場合については、税額還付を行うことができない。  
 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
七．輸出物品の還付すべき増値税額は、仕入税額に基づき計算される。具体的な計算法は
次の通り。 
 (一)輸出企業が輸出物品について、在庫長と売上帳を単独で設置し、記帳を行っている
場合、購入した輸出物品の増値税専用領収証(発票)に明記された仕入金額および税額に基
づき、計算をしなければならない。 
 在庫および売上をすべて総平均法により計算をしている企業については、適用税率が異
なる物品によって、それぞれ以下の算式で計算することができる。 
  
   税額還付額＝輸出物品数量×総平均仕入価格×税率 
 
 (二)輸出企業が国内販売と輸出を兼営しており、かつその輸出物品について単独で帳簿
の設置、計算ができない場合は、まず国内物品の売上税額を計算し、かつそこから当期仕
入税額を控除した後、下記の計算式に基づき輸出物品の税額還付額を計算しなければなら
ない。 
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  １．売上金額×税率≧控除未済仕入税額の場合 
    還付税額＝控除未済仕入税額 
  2．売上金額×税率＜控除未済仕入税額の場合 
    還付税額＝売上金額×税率 
 売上金額は、輸出物品の FOB 価格と外貨換算レートに基づき計算された人民元の金額
をいう。税率とは、当該物品の還付税額を計算する税率をいう。 
 小規模企業から購入した税額還付が認められている輸出物品の仕入税額について、下記
の算式に基づき計算し、確定しなければならない。 
  
       普通領収証に明記された(増値税込み)売上金額 
  仕入税額＝                      ×還付税率 
              1＋徴収率 
 
 その他輸出物品の仕入税額については増値税専用領収証に明記された増値税税額により
計算し、確定する。 
 
八．対外貿易企業が輸出および代理輸出した物品の還付されるべき消費税税額は、従価定
率(従価率)で消費税が計算、徴収される物品はすべて、対外貿易企業が工場から物品を購
入した際の消費税が徴収された価格に基づき計算される。従量定額(従量税)により消費税
を計算、徴収される物品はすべて、物品の購入および輸出通関数量に基づき計算される。
その税額還付の算式は以下の通り。 
 
消費税還付額=輸出物品の工場売上額(輸出数量)×税率(単位税額) 
 
 輸出経営権を有する生産企業が自社で輸出する消費税が課税される物品については、そ
の実際輸出数量に基づき、徴収を免除する。 
 
九．輸出物品の売上税額について、仕入金額および税額が明らかに高すぎ、それについて
正当な理由がない場合には、税務機関は税額還付あるいは免税の実施を拒絶することがで
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きる。 
 
十．輸出物品の増値税還付額を計算する際の税率は、「中華人民共和国増値税暫行条例」二
規定する 17％および 13％の税率を適用する。小規模納税者から購入した特別に税額還付
が許可される物品については、6％の還付税率を適用し、農業生産者から直接購入した免
税農産物については、税額還付を行わない。 
 輸出物品の消費税還付額を計算する税率あるいは単位税額については、「中華人民共和国
消費暫行条例」に添付される「消費税税目税率(税額)表」によることとする。 
 異なる税率の物品については、企業はそれぞれ別々に計算、申告し、適用税率が明確に
区分できない場合はすべて、低い方の税率により計算しなければならない。  
 
十一．輸出企業は、対外貿易経済合作部およびその授権機関による当該輸出入経営権の認
可書類および営業許可証をもって、認可を受けた日より 30 日以内に、所在地の税額還付
を主管する税務機関へ税額還付登録証の手続きを行わなければならない。すでに税額還付
登録手続きを行った輸出企業は本方法が交付されてから 30 日以内に新た規定に基づき、
再認定を受けなければならない。税額還付登録をしていないあるいは再認定の手続きを行
っていない輸出企業に対しては、すべて輸出物品の税額還付あるいは免除を行わないもの
とする。 
 輸出企業に廃止・合併、変更の状況が発生した場合、廃止・合併、変更の日より 30 日
以内に、所在地の輸出税額還付業務を主管する税務機関へ税額還付登録の取り消しあるい
は変更手続きを行わなければならない。 
 (注)第 11 条は、国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
十二．輸出企業は輸出税額還付を専任あるいは兼任で行う職員(以下「税務処理員」という)
を配置しなければならず、税務機関の研修を受けて、試験に合格後「税務処理員証」を交
付することとする。「税務処理員証」を持たない職員は輸出税額還付業務の手続きを行うこ
とはできない。企業が税務処理員を交代させる場合には、すみやかに税額還付業務を主管
する税務機関に報告し、元の税務処理員の「税務処理員証」の取り消しをしなければなら
ない。すみやかに報告を行わなかった場合はすべて、元の税務処理員が交代させられた後
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に税務機関との間に発生した一切の税額還付活動およびその責任については企業が責任を
負うこととする。 
 (注)第 12 条は、国税発「2006」62 号通達をもって失効となった。 
 
十三．輸出企業が物品の輸出通関申告を行い、かつ財政上の売上処理を行った後、毎月「輸
出貨物税額還付(免除)申告書」を記入、報告し、かつ輸出税額還付処理に関する証憑を提
出し、まず対外経済貿易主管部門で検査、押印後、さたに輸出税額還付を主管する税務機
関へ提出し、税額還付を申請しなければならない。 
 (注)国税発[2004]101 号通達をもって失効となった。 
 
十四．企業が輸出税額還付を行うには以下の証憑の提出が必要である。 
 (一)購入した輸入物品の増値税専用領収証(税額控除綴り)あるいは普通領収証、消費税の
還付を申請した企業は、工場で発行されかつ税務機関および銀行(国庫)の押印を受けた「税
収(輸出貨物専用)納付書」(以下、「専用税票」と略称する)を提出しなければならない。 
 (二)輸出物品の売上明細帳。輸出税額還付を主管する税務機関は売上明細帳と売上領収
証などを慎重に照合した後、確認をしなければならない。 
 (三)輸出物品の増値税専用領収証、消費税専用税票および売上明細帳は、企業が税額還
付を申請する際、必ず提出しなければならない。 
 (四)税関の検査済み印を受けた「輸出貨物通関申告書(輸出税額還付綴り)」「輸出貨物通
関申告書(輸出税額還付綴り)」は原則として企業が税額還付申請の際に、併せて送付しな
ければならない。ただし少数の輸出業務量が多い企業、輸出港が分散あるいは遠距離のた
めすみやかな通関申告書の回収が不可能な企業については、輸出税額還付を主管する税務
機関の審査を受けて、財務制度が整備されており過去において税額詐取行為が発生してい
ない場合には、期限を緩和し 3 ヶ月以内の提出を認めることとする。期限を過ぎても提出
ができない場合、すでに還付(免除)した税額を返納しなければならない。 
 (五)輸出外貨収受証明。企業は輸出物品の銀行外貨収受証を毎月一冊にファイル市まと
めて、税務機関の審査に備えなければならない。税務機関は半年に 1 回、輸出企業の税額
還付済みの輸出物品外貨収受証に対して詳しく調査しなければならない。年度終了後、企
業の前年度に税額還付を受けた物品の外貨収受状況に対して清算を行う。規定に基づき、
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輸出外貨収受証を提出する必要のない物品以外は、輸出外貨収受証を提出しなければなら
ず、提出しない場合は、一律に税額還付・免除済みの税額を返納しなければならない。 
以下の輸出物品は輸出外貨収受証を提出しなくともよいこととする。 
1．バーター貿易、補償貿易で輸出される物品 
2．国外向け請負工事のために輸出される物品 
3．省、自治区、直轄市および計画単列市の対外経済貿易主管部門が、外貨回収を許可し
た延期期限が過ぎていない物品 
4．企業が国内で購入した国外投資として移送する物品 
 企業が国内販売により外貨を取得した場合には、輸出税額還付の輸出外貨額に算入して
はならない。 
十五．外国船舶への供給会社、遠洋運輸供給会社が外国船舶、遠洋国内船舶に販売した物 
品については、毎月当該地区の輸出税額還付を主管する税務機関へ「輸出貨物税額還付(免
除)申請書」を提出し、同時に購入物品の増値税専用領収証、消費税専用伝票、国外販売領
収証および販売物品領収証、外貨収入証憑を提出する。 
 国外販売領収証は、必ず物品の名称、数量、販売金額が明記されていなければならず、
かつ外国船舶、遠洋国内船舶の船長の署名がある場合において、有効となる。  
 
十六．生産企業が国外からの修理、補修業務を請負った場合、修理・補修を行った物品が
再輸出されてから、当該地区の輸出税額還付を主管する税務機関へ「輸出貨物税額還付(免
除)申告書」を提出し、同時にすでに修理・補修で使用した物品、原材料等の購入物品の増
値税専用領収証および物品出荷書、修理補修領収証、修理・補修物品再出国通関申告書、
外貨収入証憑を提出しなければならない。その還付税額は、物品、原材料等の増値税専用
領収証および物品出荷書に基づき計算される。 
 対外貿易企業が国外からの修理・補修業務を請負後、生産企業へ修理・補修業務を委託
した場合、修理・補修した物品の再輸出を行った後、単独で「輸出貨物税額還付 (免除)申
告書」に記入しなければならず、同時に生産企業が発行した修理・補修増値税専用領収証、
対外貿易企業が外国側に向けて発行した修理・補修領収証、修理・補修物品再輸出通関申
告書、外貨輸入証憑を提出しなければならない。その還付税額は、生産企業の修理・補修
増値税専用領収証に記載された税額に基づき計算される。 
 181 
 
 
十七．対外工事請負会社が対外工事プロジェクト用いる設備、原材料、施工機械等の物品
を国外へ輸送する場合には、物品の輸出通関申告後、当該地区の輸出税額還付を主管する
税務機関へ「輸出貨物税額還付(免除)申告書」を提出し、同時に購入物品の増値税専用領
収証、輸出貨物通関申告書(輸出税額還付綴り)、対外工事請負契約書などの資料を提出し
なければならない。 
 
十八．国際金融機関あるいは外国政府からの借款を利用して、国際入札方法あるいは国内
企業が落札し販売する機械・電器成否、建築材料は、企業が落札物品の支払い検収後、当
該地区の輸出税額還付を主管する税務機関へ「輸出貨物税額還付(免除)申告書」を提出し、
かつ下記の証明および資料を提出しなければならない。 
 (一) 中国入札会社あるいはその他国内入札組織が承認・交付した落札証明書(原本) 
 (二) 落札者および中国入札会社あるいはその他入札組織が締結した販売契約書。落札者
が対外貿易企業である場合は、落札者と販売企業とが締結した購入契約書 
 (三) 落札物品の購入増値税専用領収証。落札物品の消費税がすでに徴税された場合、専
用税票(生産企業が落札した場合、消費税は生産段階で免税する) 
 (四)落札者が入札規定および販売契約に基づき、顧客に向けて提出した送り状 
 (五)落札プロジェクトを下請けする企業は、上記の書類以外に、落札者と締結した下請
け契約書(協議書)を提出しなければならない。 
 (六)国際金融機関からの借款とは、暫定的に国際通貨基金、世界銀行(国際復興開発銀行、
国際開発協会を含む)、国連農業開発基金、アジア開発銀行からの借款に限る。 
 
十九．企業が国内で購入かつ外国に外国投資として輸送する物品は、物品の輸出通関申告
後、当該地区の輸出税額還付を主管する税務機関へ「輸出貨物税額還付 (免除)申告書」を
提出し、かつ下記の証明および資料を提出しなければならない。 
 (一)対外貿易経済合作部およびその授権機関が、当該国外投資を認可した書類(写し) 
 (二)外国で行った企業の登記の副本と関係する契約書の副本 
 (三)輸出物品を購入した際の増値税専用領収証 
 (四)輸出貨物通関申告書(輸出増額還付綴り) 
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二十．輸出企業は「来料加工」貿易方式により原材料、部品を免税で輸入した後、税関が
審査・署名した来料加工輸入貨物通関申告書および来料加工登録(管理主手帳)をもって、
その税額還付を主管する税務機関で「来料加工免税証明」の手続きを行い、この証明をも
って徴税を主管する機関へ当該加工あるいは委託加工物品およびその加工賃に関わる増値
税、消費税の免税手続きを行うこととする。物品の輸出手続き、外貨収受証憑をもって、
輸出税額還付を主管する税務機関へ審査・照合の手続きを行わなければならない。期限が
過ぎても審査・照合が行われない場合、輸出税額還付を主管する税務機関は、税関および
徴税を主管する税務機関とともに、速やかに追徴および処罰を与えるものとする。  
  
二十一．輸出企業が「進料加工」の貿易方式により減税で輸入した原材料、物品をその他
企業へ転売し加工される場合、まず「進料加工貿易申請書」を記入発行し、その税額還付
を主管する税務機関へ提出し、同意押印後、再びこの申告書を徴税を主管する税務機関へ
提出し、物品の税額を計算し記入することができ、輸出企業の徴税を主管する税務機関は、
この部分の売上原材料・物品の売上の売上領収証上に明記された納税額については徴収、
国庫への納付は行わず、税額還付を主管する税務機関が輸出企業の税額還付手続きを行う
際に、税額還付額から控除することとする。 
   進料加工で再輸出された物品は以下の算式に基づき還付税額を計算する。 
 
   輸出還付税額＝輸出物品の還付税額－販売した輸入原材料・物品の税額 
   販売した輸入原材料・物品の納税額＝販売した輸入原材料・物品の金額×税率－税
関ですでに徴収された増値税税額 
 
外国投資企業が来料加工、進料加工貿易方式により加工した物品を非外国投資企業へ販売
する場合、上記の方法を実施せず、増値税、消費税の徴税規定に基づき、増値税、消費税
を徴収し、輸出後に輸出税額還付の関連規定に基づき税額還付をおこなければならない。  
 
二十二．省略 
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二十三．輸出企業が生産企業に加工を委託し回収した後、輸出通関した物品については、
購入した加工物品の原材料等の領収証および加工賃の領収証をもって、規定に基づき税額
還付手続きを行う。原材料等が進料加工貿易に該当するものであり輸出段階に係る増値税
をすでに減額徴収されている場合は、すでに減額徴収された税額を控除して還付税額を計
算しなければならない。 
 
二十四．委託代理輸出される物品については、税額を代理企業に返還しなければならない。
二つ以上の企業が共同で輸出した物品については、通関申告書に明記された経営単位が関
連税額還付証憑をもって、所在地で一括して税額還付の手続きを行う。 
  (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
二十五．輸出税額還付の審査を担当する税務機関の税額還付申告書を受領後、輸出物品税
額還付規定に基づき、必ず厳格、慎重に審査を行わなければならない。審査し誤りがない
場合は、各級順番に輸出税額還付の審査・認可を担当する税務機関に申告し、審査・認可
を受けて初めて、「収入返還書」を収入、発行できるものとし、所轄地の銀行に国庫からの
還付手続きを行う。企業が提出した税額還付申請の手続きが完備しており、内容が真実で
ある場合には、輸出税額還付を主管する税務機関は、上級税務機関に別途規定するものを
除き、当該申請を受領した日より、1 ヶ月以内に税額還付(免除)手続きを完了しなければな
らない。 
 輸出税額還付の審査・認可権限および業務手続は、国家税務総局の各分局および国家税
務総局直属の輸出入税収管理処が確定することとする。輸出税額還付の審査・認可権限は
国家税務総局の中心支局以上(中心支局を含む)の税務機関が担当するとする。 
  (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
二十六．失効となりました。 
  (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
二十七．輸出物品の税額還付(免除)後、税関での返還、海外からの返品あるいは国内販売
への変更があった場合は、企業は必ず所在地の輸出税額還付を主管する税務機関へ申告手
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続きを行い、すでに還付(免除)を受けた税額を返納しなければならない。返納された税額
はすべて中央金庫に納付される。 
 
二十八．輸出税額還付を主管する税務機関は、税額還付の審査過程において、常に企業の
税額還付の証憑、帳簿等を慎重に審査・照合し、輸出物品について疑問が生じた場合には、
当該輸出物品の取扱い状況について全面的に調査を実施することができる。  
 
二十九．企業は年度終了後 3 ヶ月以内に、前年度の輸出税額還付の状況について前面的に
精算市、当該精算の結果は輸出税額還付を主管する税務機関へ報告する。輸出税額還付を
主管する税務機関は企業の精算報告に対して審査を実施し、過大還付は回収し、過少還付
は追加還付する。企業が精算を行った後は、輸出税額還付を主管する税務機関は企業が提
出する前年度の輸出税額還付申請については受理しない。 
 
三十．輸出税額還付を主管する税務機関は所轄地の実状に基づき、企業が行う輸出税額還
付の状況に対して全面的に調査あるいはサンプリング調査の実施を決定しなければならな
い。 
 輸出還付税額の詐取を行った、あるいはその嫌疑のある輸出業務に対しては、主管担当
者の提出する事由または根拠に基づき、国家税務総局の中心支局、支局の主管局長または
国家税務総局直属の輸出税収管理処、分局の輸出入税収管理処処長の認可により、単独案
件として調査を行うことができる。調査期間中は当該物品に対する税額還付手続きを暫定
的に停止する。すでに税額還付が行われた場合、企業は追加納税のための担保を提供しな
ければならない。企業が担保を提供できない場合には、税額還付の審査・認可を行った税
務機関の認可を受けて、書面通知により企業開設銀行へ追加納付税額相当額の預金の支払
いを停止することができる。案件を解決後に、実際状況により処理を行う。  
  (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
三十一．輸出物品を取り扱う企業に下記のいずれかの違反行為がある場合には、期限付き
是正命令を付す他、5、000 元以下の科料を科す。 
 (一)規定に基づいた輸出税額還付の登録を行っていない。 
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 (二)規定に基づいた輸出税額還付に関する帳簿、証憑の作成、使用および保管を行って
いない 
 (三)税額還付を主管する税務機関の調査および税額還付資料、証憑の提出を拒否した場
合 
 (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
三十二．輸出企業の過失により実際の還付(税額)税額よりも多くなったあるいは来料加工
の免税手続き後期限を過ぎでも審査・照合を行わない場合は、輸出税額還付を主管する税
務機関は過大還付あるいはすでに免税された税額を返納するよう期限付き命令を付きさな
ければならない。期限を過ぎても納付が行われない場合には、期限満了日より未納税額に
対して 1 日あたり 0.2%の延滞金を加算する。 
 
三十三．企業が偽造、改竄、賄賂あるいはその他の不法な手段により還付税額の詐取を行
った場合は、『中華人民共和国税収徴収管理法』第 44 条の規定に従い処罰を与える他、還
付税額の詐取の違反が重大である企業に対しては、国家税務総局の認可によりその輸出税
額還付権を半年以上停止することができる。税額還付の停止期間中に輸出および代理輸出
された物品に対しては、一律に税額還付は認められない。 
   企業が詐取し還付税額が多額である、あるいは違反が非常に重大である場合には、
対外貿易経済合作部によりその輸出経営権を取り消すこととする。 
  (注)国税発[2006]62 号通達をもって失効となった。 
 
三十四．輸出物品を取り扱う企業のために、偽の専用税票あるいはその他の偽の税額還付
証憑を不法に提供あるいは発行した場合には、その不法所得に対して 5 倍以下の科料を科
すものとする。金額が多額で、情状が重大であり、企業の税額還付の詐取を引き起こした
場合は、重罰を科すかあるいは司法機関に移管し刑事責任を追及しなければならない。  
 
三十五.その他管理事項は「中華人民共和国国税収徴収管理法」「中華人民共和国増値税暫
行条例」「中華人民共和国消費税暫行条例」の関連規定に基づき処理することとする。  
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2－2 輸出還付免税の主要関連法規 
 
増値税の輸出還付免税法規には、大別して、次の 4 種類のものがある(2010 年まで)。 
 ①輸出還付免税の総合法規 
 ②生産企業の免税控除還付法規 
 ③非生産企業の還付免税法規 
 ④輸出還付率と還付廃止法規 
 上記のうち、主な関連法規を掲げれば、次のようなものとなる。ただし、これらの関連
法規は、その発布後に何度が一部一部条項の修正、廃止が行われており、現在有効な条項
を確認する必要がある。 
 (1) 輸出還付免税の総合法規 
①「輸出貨物還付免税管理弁法」 
1994 年 2 月 18 日 国家税務総局 国税発[1994]31 号 
②「輸出税金還付の若干の問題に関する通知」 
2000 年 12 月 22 日 国家税務総局 [2000]165 号 
③「輸出貨物税金還付免税の若干の問題に関する通知」 
2003 年 11 月 18 日 国家税務総局 国税発[2003]139 号 
④「輸出貨物税金還付免税管理の関連問題に関する通知」 
2004 年 5 月 31 日 国家国家税務総局 国税発[2004]64 号 
⑤「輸出企業の増値税一般納税者から購入した輸出貨物の増値税の専用発票管理に関する
通知」   2004 年 6 月 4 日 財務部 国家税務総局 国税発[2004]101 号 
⑥「輸出貨物税金還付免税の若干の具体的な問題に関する通知」 
   2004 年 7 月 10 日 財務部 国家税務総局 国税発[2004]116 号 
⑦「輸出貨物税金還付免税管理の関連問題に関する補充通知」 
   2004 年 7 月 30 日 国家税務総局 国税発[2004]113 号 
⑧「輸出貨物税金還付免税の若干の問題に関する通知」 
   2006 年 7 月 12 日 国家税務総局 国税発[2006]102 号 
 
 (2) 生産企業の免税控除還付法規 
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①「輸出貨物の免税控除還付方法実施の更なる推進に関する通知」 
2002 年 1 月 23 日 財政部 国家税務総局 国税発[2002]7 号 
②「生産企業の輸出貨物の免税控除還付の税金管理操作規程」 
2002 年 2 月 6 日 国家税務総局 国税発[2002]11 号 
③「生産企業が輸出するみなし自社生産製品に免税控除還付を実行する方法を明確にする
ことに関する通知」 
2002 年 12 月 5 日 国家税務総局 国税発[2002]152 号 
④「輸出製品のみなし自社生産製品の税金還付関連問題に関する通知」 
2002 年 12 月 17 日 国家税務総局 国税函[2002]1170 号 
 
(3) 非生産企業の還付免税法規 
①「中華人民共和国対外貿易法を貫徹し輸出税金還付免税方法を修正することに関する通
知」 
2004 年 7 月 21 日 財政部 国家税務総局 国税函[2004]955 号 
②「輸出貨物税金還付免税管理弁法(試行)」 
2005 年 3 月 16 日 国家税務総局 国税発[2005]51 号 
③「外国貿易企業のみなし輸出国内販売貨物仕入税額控除に関する問題に関する通知」  
2008 年 3 月 25 日 国家税務総局 国税函[20082]265 号 
 
(4) 輸出還付率調整と還付廃止法規 
①「輸出貨物の税金還付率の調整に関する通知」 
2003 年 10 月 13 日 財政部 国家税務総局 財税[2003]222 号 
②「一部情報技術製品の税金輸出還付率の引き上げに関する通知」 
2004 年 12 月 10 日 国家税務総局 財税[2004]200 号 
③「一部の高消耗、高汚染、資源性製品の輸出を抑制することに関係する措置に関する通
知」 
2005 年 12 月 9 日 国家発展改革委員会、財政部、商務部、国土資源部、税関総署、国家
税務総局、環境保護総局 国税函[2006]102 号 
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2－3 輸出還付率調整と輸出還付廃止 
 
輸出還付率の調整と還付廃止に関する法規は、大別して、基本法規、資源法規、還付率
引き下げと廃止法規、還付率引き上げと還付復活法規に区分される。 
 
(1) 基本法規 
1．「輸出貨物の税金還付率の調整に関する通知」 
  2003 年 10 月 13 日 財政部 国家税務総局 財税[2003]222 号 
2．「一部情報技術製品の税金輸出還付率の引き上げに関する通知」 
  2004 年 12 月 10 日 財政部 国家税務総局 財税[2004]200 号 
3．「一部の高消耗、高汚染、資源性製品の輸出を抑制することに関する措置に関する通知」 
  2005 年 12 月 9 日 国家発展改革委員会 財政部 商務部 国土資源部 税関総署国
家税務総局 環境保護総局 発改経貿 [2005]2595 号 
4．「輸出貨物税金還付免税の若干の問題に関する通知」 
  2006 年 7 月 12 日 国家税務総局 国税発[2006]102 号 
 
(2) 資源法規  
1．「黄金租税政策問題に関する通知」 
  2002 年 9 月 12 日 財政部 国家税務総局 財税[2002]142 号 
2．「プラチナとその製作品の租税政策に関する通知」 
  2003 年 4 月 28 日 財政部 国家税務総局 財税[2003]86 号 
3．「金成分を含む製品の輸出関係租税政策に関する通知」 
  2005 年 7 月 29 日 国家税務総局 国税発[2008]2 号 
 
(3) 還付率引き下げと廃止法規  
1．「鉄合金の輸出税金還付取り消しに関する補充通知」 
  2005 年 4 月 22 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]67 号 
2．「鋼材製品の輸出税金還付率の引き下げに関する通知」(全文失効) 
  2005 年 4 月 27 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]73 号 
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3．「一部製品の輸出税金還付率の調整に関する通知」 
 2005 年 4 月 29 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]75 号 
4．「ガソリン、ナフサの輸出税金還付に関する通知」 
 2005 年 8 月 25 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]133 号 
5．「一部の化学肥料品種の輸出税金還付率の暫定的な停止を継続することに関する通知」 
 2005 年 12 月 29 日 財政部 国家税務総局 財税[2005]1925 号 
6．「ガソリン、ナフサの輸出税金還付を暫定的に停止するに関する通知」 
 2006 年 3 月 21 日 財政部 国家税務総局 財税[2006]42 号 
7．「鋼材の輸出税金還付率の調整に関する通知」 
 2007 年 4 月 9 日 財政部 国家税務総局 財税[2007]64 号 
8．「一部商品の輸出税金還付率の調整に関する通知」 
 2007 年 6 月 19 日 財政部 国家税務総局 財税[2007]90 号 
9．「一部製品の輸出税金還付率の引き下げ調整に関する補充通知」 
 2007 年 7 月 10 日 財政部 国家税務総局 財税[2007]97 号 
 
(4) 還付率引き上げと還付復活法規 
1．「紡織品服装等の一部商品の輸出税金還付率の調整に関する通知」 
 2008 年 7 月 30 日 財政部 国家税務総局 財税[2008]111 号 
2．「一部商品の輸出税金還付率の引き上げに関する通知」 
 2008 年 10 月 21 日 財政部 国家税務総局 財税[2008]138 号 
3．「労働集約型製品等の商品の増値税輸出税金還付率の引き上げに関する通知」  
 2008 年 11 月 17 日 財政部 国家税務総局 財税[2008]144 号 
4．「一部の機電製品の輸出税金還付率の引き上げに関する通知」 
 2008 年 12 月 29 日 財政部 国家税務総局 財税[2008]177 号 
5．「紡織品服装等の輸出税金還付率の引き上げに関する通知」 
 2009 年 2 月 5 日 財政部 国家税務総局 財税[2009]14 号 
6．「軽紡電子情報等の輸出税金還付率の引き上げに関する通知」 
 2009 年 3 月 27 日 財政部 国家税務総局 財税[2009]43 号 
7．「一部商品の輸出税金還付率の更なる引き上げに関する通知」 
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 2009 年 6 月 3 日 財政部 国家税務総局 財税[2009]88 号 
